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 核燃料物質使用変更許可申請書 

 

 

 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第５５条第１項の規定に基づ

き、別紙のとおり、核燃料物質の使用の変更の許可を申請します。 
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別紙 

 

１．氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

名    称  国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

住    所  茨城県那珂郡東海村大字舟石川765番地１ 

代表者の氏名  理事長 児玉 敏雄 

事業所の名称  国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

原子力科学研究所 

事業所の住所  茨城県那珂郡東海村大字白方２番地４ 

 

 

２．使用の場所 

ＪＲＲ－３（政令第４１条該当） 

廃棄物安全試験施設（政令第４１条該当） 

バックエンド研究施設（政令第４１条該当） 

バックエンド技術開発建家（政令第４１条非該当） 

 

３．変更の内容 

既に許可を受けた原子力科学研究所における核燃料物質の使用について、ＪＲＲ－３、

廃棄物安全試験施設、バックエンド研究施設及びバックエンド技術開発建家に係る内容

を次のとおり変更する。詳細は別添（１）から別添（５）に示す。 

 

（１）ＪＲＲ－３に係る変更 

１）購入を予定していた貯蔵箱（汎用品）の仕様変更があり、当該貯蔵箱の設置

に係る許可を受けた際の主要寸法（外形寸法及び鉛厚）に変更はないものの、

遮蔽の評価条件として考慮していた鋼板及び内壁をライニングしている塩化ビ

ニルの厚さが変更になったことから、次の変更を行う。 

①  「図３７ 中性子散乱実験用貯蔵箱Ⅰ～Ⅳの概略図」について、適正化を行う。 

②  添付書類１の「２．遮蔽」のうち、人が常時立ち入る場所及び管理区域境界の

計算条件及び計算結果について、鋼板及び塩化ビニルを除き、主な遮蔽体（鉛）

のみを考慮した計算条件に変更する。 

２）核燃料物質の管理を合理化するため、次の変更を行う。 

①  添付書類１の「２２．貯蔵施設」について、核燃料物質の貯蔵場所を限定し施

錠箇所を原子炉建家及び実験利用棟から中性子散乱実験用貯蔵箱に変更する。 

 

（２）廃棄物安全試験施設に係る変更 

１）東京電力ホールディングス（株）福島第一原子力発電所内で採取した溶融した

燃料成分が構造材を巻き込みながら固化した物、切り株状燃料及び損傷ペレッ

ト（以下「１Ｆ燃料デブリ」という。）を使用するため、次の変更を行う。 

① 「２．使用の目的及び方法」のうち、目的番号１の使用の目的において、１Ｆ
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燃料デブリに係る記載を追加する。  

② 「３．核燃料物質の種類」において、使用済燃料の一部として１Ｆ燃料デブリに

係る記載を追加する。 

③ 「５．予定使用期間及び年間予定使用量」において、使用済燃料の一部として１

Ｆ燃料デブリに係る記載を追加する。なお、「５．予定使用期間及び年間予定使

用量」の変更は、許可後、変更届において行う。  

④ 「６．使用済燃料の処分の方法」において、１Ｆ燃料デブリに係る記載を追加す

る。 

⑤ 「８．核燃料物質の貯蔵施設の位置、構造及び設備」のうち、「８－３ 貯蔵施設

の設備」において、固化体貯蔵ピット及び固化体一時貯蔵ピットに、使用済燃料

の一部として１Ｆ燃料デブリに係る記載を追加する。  

⑥ １Ｆ燃料デブリに係る使用の方法等について記載した「別添１ １Ｆ燃料デブリ

に係る使用の方法（廃棄物安全試験施設）」を追加する。 

２）No.3 セルに設置されている切断機、照射腐食試験装置及び応力腐食割れ試験装

置について使用を終了したため、次の変更を行う。また、切断機、照射腐食試

験装置及び応力腐食割れ試験装置の解体撤去等に係る説明を参考資料１に追加

する。 

① 「２．使用の目的及び方法」のうち、目的番号１の使用の目的において、切断機、

照射腐食試験装置及び応力腐食割れ試験装置を削除する。  

３）使用が終了した核燃料物質等について廃棄物安全試験施設内で溶液等を固化

し、廃棄物として放射性廃棄物処理施設へ引き渡せるように次の変更を行う。 

① 「２．使用の目的及び方法」のうち、目的番号１の使用の目的において、使用が

終了した核燃料物質等の処理方法を追加する。  

② 「６．使用済燃料の処分の方法」において、使用が終了した核燃料物質等の処理

方法を追加する。 

③ 「図２－１ 作業フローシート」において、使用が終了した核燃料物質等の処

理方法を追加する。 

４）放射線管理設備のうち室内ダストモニタの監視対象について、次の変更を行

う。 

① 「７．核燃料物質の使用施設の位置、構造及び設備」のうち、「７－３  使用施

設の設備」において、放射線管理設備のガンマ線エリアモニタ、室内ダストモニ

タ（アルファ線）及び室内ダストモニタ（ベータ・ガンマ線）の監視対象につい

て、記載の明確化のため変更する。  

５）添付書類１に記載が必要な新規制基準の項目について、次の変更を行う。 

① 「添付書類１」において、障害対策書及び安全対策書の内容を取り込むために追

加する。 

② 「添付書類１」において、放射線業務従事者の被ばく評価に係る作業時間の明確

化及び遮蔽評価に用いる管理区域の区分の見直しを行う。 

③ 「表７－１ 放射線管理区域の区分」放射線業務従事者の被ばく評価に係る作

業時間の明確化及び遮蔽評価に用いる管理区域の区分の見直しを行う。 
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④ 「添付書類１」において、記載が必要な新規制基準の項目について、適合性を説

明するため、記載を追加する。 

６）その他、記載の適正化を行う。 

 

（３）バックエンド研究施設に係る変更 

１）再処理プロセスに関する研究開発における今後の研究ニーズに対応するため、

以下の変更を行う。 

①「表２－１（5）最大取扱量 グローブボックス」について、グローブボックス

Ｃ－１及びＣ－２における概要及び使用する核燃料物質の最大取扱量を変更す

る。 
②「表２－１（10）最大取扱量 フード」について、フードＨ－３及びＨ－５にお

いて使用する核燃料物質の種類を追加する。 

２）ＴＲＵ廃棄物処分に関する研究開発における今後の研究ニーズに対応するため、

以下の変更を行う。 

① 「表２－１（4）最大取扱量 グローブボックス」について、グローブボック

スＡ－10において使用する核燃料物質の種類を追加する。 

３）アクチノイド化学に関する研究開発における今後の研究ニーズに対応するた

め、以下の変更を行う。 

① 「２．使用の目的及び方法」ついて、「実験室（Ⅲ）に設置した機器」として

放射能測定装置を追加する。 

② 「表２－１（14）最大取扱量 実験室」について、使用場所へ実験室（Ⅲ）を

追加する。 
③ 「図２－５ アクチノイド化学試験の概要」について、放射能測定装置に関す

る記載を追加する。 
４）その他、記載の適正化を行う。 

 

（４）バックエンド技術開発建家に係る変更 

１）核燃料物質の使用終了に伴い、以下の変更を行う。 

①「２．使用の目的及び方法」において、目的番号１の記載を削除し、新たに 

廃止に向けた措置に関する記載を追加する。 

②「３．核燃料物質の種類」において、記載を削除する。 

③「５．予定使用期間及び年間予定使用量」において、記載を削除する。なお、

「５．予定使用期間及び年間予定使用量」の変更は、許可後、変更届において

行う。 

④「７－１ 使用施設の位置」において、放射能測定室１、放射能測定室２、放

射能測定室３、放射能測定室４、表面分析室に関する記載を削除する。 

⑤「７－２ 使用施設の構造」において、放射能測定室１、放射能測定室２、放

射能測定室３、放射能測定室４、表面分析室に関する記載を削除する。 

⑥「７－３ 使用施設の設備」において、フード及び放射能測定器に関する記載

を削除する。使用施設の設備から削除する放射能測定器の核燃料物質による汚
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染がないことの妥当性について参考資料２に追加する。 

⑦「７－４ 使用施設の設備のうち使用を終了し、維持管理する設備」におい

て、フードに関する記載を追加する。 

⑧「第４－４図 バックエンド技術開発建家１階平面図」において、放射能測定

器に関する記載を削除する。 

⑨「第４－４－１図 使用、貯蔵、廃棄の場所（１階）」において、放射能測定

室３、放射能測定室４の使用施設からの削除に伴う凡例の変更を行う。 

⑩「第４－５図 バックエンド技術開発建家２階平面図」において、放射能測定

器、質量分析装置、表面分析装置(1)、表面分析装置(2)に関する記載を削除す

る。 

⑪「第４－５－１図 使用、貯蔵、廃棄の場所（１階）」において、放射能測定

室１、放射能測定室２、表面分析室の使用施設からの削除に伴う凡例の変更を

行う。 

⑫「第９－２図 排気系統図」において、化学分析室における飛散防止囲いの記

載を削除し、放射能測定室１、放射能測定室２、放射能測定室３、放射能測定

室４、表面分析室の使用施設からの削除に伴う凡例の変更を行う。 

２）核燃料物質の貯蔵終了に伴い、以下の変更を行う。 

①「８－３ 貯蔵施設の設備」において、記載を削除する。 

②「８－４ 貯蔵施設の設備のうち使用を終了し、維持管理する設備」におい

て、核燃料物質保管庫に関する記載を追加する。 

３）その他、記載を適正化する。 

①「図４－１」の敷地図面を更新する。 

 

（５）共通編に係る変更 

１）（備考）事務上の連絡先を削除する。 

２）「添付書類１」において、気体廃棄物による一般公衆の実効線量の評価に用い

ている気象観測結果を更新する。 

 

４．変更の理由 

（１）ＪＲＲ－３に係る変更 

１）ＪＲＲ－３は、核燃料物質を含む実験用試料を用いる実験の利便性の向上のた

め、原子炉建家及び実験利用棟に、中性子散乱実験用貯蔵箱を各２基ずつ設置す

る許可変更を令和２年１０月１２日に申請し、令和３年３月３０日に許可を受

けた。 

許可取得までの間に購入を予定していた貯蔵箱（汎用品）の仕様変更が行われ、

上述の許可を受けた際の主要仕様等に変更はないものの、鋼板及び塩化ビニルの

厚さが変更になったことから、鋼板及び塩化ビニルを評価条件から削除し、遮蔽

効果を期待しない保守的な評価方法に見直したため。 

２）原子炉建家及び実験利用棟の出入口扉から中性子散乱実験用貯蔵箱の扉へ施

錠箇所を変更することにより、核燃料物質の取扱いを合理的にするため。 
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（２）廃棄物安全試験施設に係る変更 

１）１Ｆ燃料デブリに関する研究ニーズに対応するため。 

２）使用目的を終了した装置の撤去を行うため。 

３）使用が終了した核燃料物質等について処理を行うため。 

４）室内ダストモニタの監視対象について明確化するため。 

５）新規制基準の項目について適合性を説明するため。 

６）その他、記載を適正化するため。 

 

（３）バックエンド研究施設に係る変更 

１）再処理プロセスに関する研究開発における今後の研究ニーズに対応するため。 

２）ＴＲＵ廃棄物処分に関する研究開発における今後の研究ニーズに対応するた

め。 

３）アクチノイド化学に関する研究開発における今後の研究ニーズに対応するた

め。 

４）その他、記載の適正化を行うため。 

 

（４）バックエンド技術開発建家に係る変更 

１）核燃料物質の使用を終了するため。 

２）核燃料物質の貯蔵を終了するため。 

３）その他、記載を適正化するため。 

 

（５）共通編に係る変更 

１）核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第５２条第２項（使用

の許可）の要求事項並びに使用施設等の位置、構造及び設備の基準に関する規

則の解釈の別記４の記載例に記載がないため。 

２）原子力科学研究所内の気象データの整合を図るため。 

 

以上 





核燃料物質使用変更許可申請書新旧対照表

（ＪＲＲ－３）

（申請書本文）

令和４年２月

別添（１）



本文-1 

変 更 前 変 更 後 備 考

目次（記載省略） 目次（変更なし） 

1. 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名

～9．核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物の廃棄施設の位置、構造及び設備

（記載省略）

1. 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名

～9．核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物の廃棄施設の位置、構造及び設備

（変更なし） 

添付表目次（記載省略） 添付表目次（変更なし）

表１～表７（記載省略） 表１～表７（変更なし）

添付図面目次（記載省略） 添付図面目次（変更なし）

図１～図36（記載省略） 図１～図36（変更なし）

図37 中性子散乱実験用貯蔵箱Ⅰ～Ⅳの概略図 図37 中性子散乱実験用貯蔵箱Ⅰ～Ⅳの概略図 

変更箇所を破線囲み

で示す。

貯蔵箱の仕様変更に

伴う記載内容の適正

化



核燃料物質使用変更許可申請書新旧対照表

（ＪＲＲ－３）

（添付書類１～３）

令和４年２月



ＪＲＲ－３ 核燃料物質使用変更許可申請書新旧対照表（添付書類１）

添付 1-1 

変 更 前 変 更 後 備 考

添付書類１

変更後における核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律

（昭和 32 年法律第 166 号）第 53 条第 2号に規定する使用施設等の位置、

構造及び設備の基準に対する適合性に関する説明書（事故に関するものを

除く。） 

（ＪＲＲ－３） 

添付書類１

変更後における核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律

（昭和 32 年法律第 166 号）第 53 条第 2号に規定する使用施設等の位置、

構造及び設備の基準に対する適合性に関する説明書（事故に関するものを

除く。） 

（ＪＲＲ－３） 



ＪＲＲ－３ 核燃料物質使用変更許可申請書新旧対照表（添付書類１） 
 

添付 1-2 
 

変 更 前 変 更 後 備 考 

本施設における安全上重要な施設の有無について（記載省略） 

 

本施設における安全上重要な施設の有無について（変更なし）  

 

目次（記載省略） 

 

目次（変更なし）  

1. 閉じ込めの機能（記載省略） 1. 閉じ込めの機能（変更なし）  

2. 遮蔽 

2.1 概 要 

従事者の被ばく線量は、OSL バッジ、ポケット線量計、OSL リングバッジ等の個人線量計を必要に

応じて着用し定められた実効線量限度を超えないように管理するとともに、作業時間の制限並びに

適切な遮蔽体を設置することにより被ばくについて、合理的に達成できる限り低減する。 

一般に原子力施設においては、原子炉燃料等多量の放射性物質を取り扱うため、十分な放射線防護

を施してある。照射利用設備、詰替セル、中性子散乱実験装置及び使用済燃料貯槽室についても同

様である。照射利用設備、詰替セル、中性子散乱実験装置において放射性物質を取り扱う場合、こ

れらの取り扱い場所には、必要に応じて重量コンクリート、鉛、鉛ガラス、鉄などによる遮蔽体を

設置する。このため作業者が常時作業する場所での実効線量率は、2.0×10-4～1.9×10-2mSv/h であ

り、人が常時作業する場所における実効線量は、1年間につき 3.7×101mSv 以下である。このため従

事者の外部被ばくに係る実効線量は、核原料物質又は核燃料物質の製錬の事業に関する規則等の規

定に基づく線量限度等を定める告示（原子力規制委員会告示第八号）（以下、「線量告示」という。）

で定める 4月 1日を始期とする 1年間の実効線量限度 50mSv を超えることはない。また、平成 13 年

4 月 1日以後 5年ごとに区分した各期間の実効線量限度 100mSv についても、立入時間を制限するこ

と等によりこれを超えないように管理する。 

また、照射済燃料の入ったキャプセル等を搬出する際に使用するキャスクの取り扱い時には、表面

で 1.6mSv/h、表面から 1m の距離で 0.072mSv/h であり、輸送容器についての許容値を満足する。 

原子炉建家、実験利用棟、使用済燃料貯槽室及び使用済燃料貯蔵施設（北地区）で貯蔵した核燃料

物質に起因する線量のうち、作業者が常時作業する場所付近の実効線量率は 2.0×10-4～4.0×10-

3mSv/h であり、貯蔵施設における人が常時作業する場所の実効線量は、1年間につき 8.0 mSv 以下で

ある。このため従事者の外部被ばくに係る実効線量は、線量告示で定める 4 月 1 日を始期とする 1

年間の実効線量限度 50mSv を超えることはない。また、平成 13 年 4 月 1日以後 5年ごとに区分した

各期間の実効線量限度 100mSv についても超えることはない。 

併せて、管理区域境界の実効線量については、原子炉建家における線量の合計が 0.28mSv/3 月、

実験利用棟における線量の合計が 0.77mSv/3 月、使用済燃料貯蔵施設（北地区）における線量の合

計が 0.83mSv/3 月となり、線量告示で定める 1.3mSv/3 月を超えることはない。 

 

2. 遮蔽 

2.1 概 要 

従事者の被ばく線量は、OSL バッジ、ポケット線量計、OSL リングバッジ等の個人線量計を必要に

応じて着用し定められた実効線量限度を超えないように管理するとともに、作業時間の制限並びに

適切な遮蔽体を設置することにより被ばくについて、合理的に達成できる限り低減する。 

一般に原子力施設においては、原子炉燃料等多量の放射性物質を取り扱うため、十分な放射線防護

を施してある。照射利用設備、詰替セル、中性子散乱実験装置及び使用済燃料貯槽室についても同

様である。照射利用設備、詰替セル、中性子散乱実験装置において放射性物質を取り扱う場合、こ

れらの取り扱い場所には、必要に応じて重量コンクリート、鉛、鉛ガラス、鉄などによる遮蔽体を

設置する。このため作業者が常時作業する場所での実効線量率は、2.0×10-4～1.9×10-2mSv/h であ

り、人が常時作業する場所における実効線量は、1年間につき 3.7×101mSv 以下である。このため従

事者の外部被ばくに係る実効線量は、核原料物質又は核燃料物質の製錬の事業に関する規則等の規

定に基づく線量限度等を定める告示（原子力規制委員会告示第八号）（以下、「線量告示」という。）

で定める 4月 1日を始期とする 1年間の実効線量限度 50mSv を超えることはない。また、平成 13 年

4 月 1日以後 5年ごとに区分した各期間の実効線量限度 100mSv についても、立入時間を制限するこ

と等によりこれを超えないように管理する。 

また、照射済燃料の入ったキャプセル等を搬出する際に使用するキャスクの取り扱い時には、表面

で 1.6mSv/h、表面から 1m の距離で 0.072mSv/h であり、輸送容器についての許容値を満足する。 

原子炉建家、実験利用棟、使用済燃料貯槽室及び使用済燃料貯蔵施設（北地区）で貯蔵した核燃料

物質に起因する線量のうち、作業者が常時作業する場所付近の実効線量率は 2.0×10-4～4.0×10-

3mSv/h であり、貯蔵施設における人が常時作業する場所の実効線量は、1年間につき 8.0 mSv 以下で

ある。このため従事者の外部被ばくに係る実効線量は、線量告示で定める 4 月 1 日を始期とする 1

年間の実効線量限度 50mSv を超えることはない。また、平成 13 年 4 月 1日以後 5年ごとに区分した

各期間の実効線量限度 100mSv についても超えることはない。 

併せて、管理区域境界の実効線量については、原子炉建家における線量の合計が 0.29mSv/3 月、

実験利用棟における線量の合計が 0.82mSv/3 月、使用済燃料貯蔵施設（北地区）における線量の合

計が 0.83mSv/3 月となり、線量告示で定める 1.3mSv/3 月を超えることはない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中性子散乱実験用貯

蔵箱の仕様変更に伴

い、主な遮蔽体（鉛）

のみを考慮した計算

条件に変更 



ＪＲＲ－３ 核燃料物質使用変更許可申請書新旧対照表（添付書類１） 
 

添付 1-3 
 

変 更 前 変 更 後 備 考 

2.2 実効線量評価 

 2.2.1 照射利用設備及び詰替セル～2.2.2 中性子散乱実験装置（記載省略） 

 

2.2 実効線量評価 

 2.2.1 照射利用設備及び詰替セル～2.2.2 中性子散乱実験装置（変更なし） 

 

 2.2.3 使用済燃料貯槽№１、燃料架台、試験済燃料板用架台、未照射核燃料物質保管庫、未照射核

燃料物質架台及び中性子散乱実験用貯蔵箱Ⅰ～Ⅳ 

 2.2.3 使用済燃料貯槽№１、燃料架台、試験済燃料板用架台、未照射核燃料物質保管庫、未照射核

燃料物質架台及び中性子散乱実験用貯蔵箱Ⅰ～Ⅳ 

 

 2.2.3.1 収納する物質の種類及び収納量（記載省略） 2.2.3.1 収納する物質の種類及び収納量（変更なし）  

 2.2.3.2 評価方法 

 (1) 遮蔽計算の方法（記載省略） 

 (2) 遮蔽能力評価位置と線源位置及び評価位置周辺の構造（記載省略） 

 (3) 管理区域境界の評価位置と線源位置（記載省略） 

 

 2.2.3.2 評価方法 

 (1) 遮蔽計算の方法（変更なし） 

 (2) 遮蔽能力評価位置と線源位置及び評価位置周辺の構造（変更なし） 

 (3) 管理区域境界の評価位置と線源位置（変更なし） 

 

 

 (4) 計算結果  (4) 計算結果  

Ⅰ．人が常時立ち入る場所の計算条件及び計算結果 

評価位置 評価点 
遮蔽体厚さ 

（㎝） 

実効線量率 
（μSv/h） 

評価時間 
（h/週） 

計算結果

(mSv/週） 

❶ 燃料架台   100（空気） 1.5×10-1 40 6.0×10-3 

❷ 
未照射核燃料

物質保管庫 

－P1：7 個 

 

－P2：3 個 

 

－P3：2 個 

100（空気） 

4.0 

 

6.9×10-1 

 

7.4×10-1 

40 

1.6×10-1 

 

2.8×10-2 

 

3.0×10-2 

❸ 
未照射核燃料

物質架台 

  

100（空気） 7.9×10-1 40 3.2×10-2 

❹ 

中性子散乱実

験 用 貯 蔵 箱

Ⅰ、Ⅱ 

（図 36 及び図

37 参照） 

  0.5＋2＋0.5（塩

化ビニル＋鉛＋

鋼板） 

＋50（void） 

1.5 40 6.0×10-2 

❺ 

中性子散乱実

験 用 貯 蔵 箱

Ⅲ、Ⅳ 

（図 36 及び図 

37 参照） 

  0.5＋2＋0.5（塩

化ビニル＋鉛＋

鋼板） 

＋50（void） 

1.5 40 6.0×10-2 

 

Ⅰ．人が常時立ち入る場所の計算条件及び計算結果 

評価位置 評価点 
遮蔽体厚さ 

（㎝） 

実効線量率 
（μSv/h） 

評価時間 
（h/週） 

計算結果

(mSv/週） 

❶ 燃料架台  100（空気） 1.5×10-1 40 6.0×10-3 

❷ 
未照射核燃料

物質保管庫 

－P1：7 個 

 

－P2：3 個 

 

－P3：2 個 

100（空気） 

4.0 

 

6.9×10-1 

 

7.4×10-1 

40 

1.6×10-1 

 

2.8×10-2 

 

3.0×10-2 

❸ 
未照射核燃料

物質架台 

 

100（空気） 7.9×10-1 40 3.2×10-2 

❹ 

中性子散乱実

験 用 貯 蔵 箱

Ⅰ、Ⅱ 

（図 36 及び図

37 参照） 

 

2（鉛）＋50（void） 1.9 40 7.6×10-2 

❺ 

中性子散乱実

験 用 貯 蔵 箱

Ⅲ、Ⅳ 

（図 36 及び図 

37 参照） 

 

2（鉛）＋50（void） 1.9 40 7.6×10-2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

中性子散乱実験用

貯蔵箱の仕様変更

に伴い、主な遮蔽体

（鉛）のみを考慮し

た計算条件に変更 



ＪＲＲ－３ 核燃料物質使用変更許可申請書新旧対照表（添付書類１）

添付 1-4 

変 更 前 変 更 後 備 考

Ⅱ．管理区域境界の計算条件及び計算結果

評価位置 評価点 
遮蔽体厚さ 

（㎝） 

実効線量率

（μSv/h） 

評価時間

（h/3 月）

計算結果

(mSv/3 月）

❻ 燃料架台 1.5×10-3 500 7.5×10-4 

❼ 
未照射核燃料物質保

管庫 

－P1：

7 個 

－P2：

3 個 

－P3：

2 個 

1.2

1.2×10-1

8.6×10-3 

500 

6.0×10-1

6.0×10-2 

4.3×10-3 

❽ 
未照射核燃料物質架

台 
3.2×10-1 500 1.6×10-1 

❾ 

中性子散乱実験用貯

蔵箱Ⅰ、Ⅱ 

（図 36 及び図 37 参

照） 

5.9×10-2 500 3.0×10-2 

❿ 

中性子散乱実験用貯

蔵箱Ⅲ、Ⅳ 

（図 36 及び図 37 参

照） 

3.9×10-1 500 2.0×10-1 

Ⅱ．管理区域境界の計算条件及び計算結果

評価位置 評価点 
遮蔽体厚さ 

（㎝） 

実効線量率

（μSv/h） 

評価時間

（h/3 月）

計算結果

(mSv/3 月）

❻ 燃料架台 1.5×10-3 500 7.5×10-4 

❼ 
未照射核燃料物質保

管庫 

－P1：

7 個 

－P2：

3 個 

－P3：

2 個 

1.2

1.2×10-1

8.6×10-3 

500 

6.0×10-1

6.0×10-2 

4.3×10-3 

❽ 
未照射核燃料物質架

台 
3.2×10-1 500 1.6×10-1 

❾ 

中性子散乱実験用貯

蔵箱Ⅰ、Ⅱ 

（図 36 及び図 37 参

照） 

7.4×10-2 500 3.7×10-2 

❿ 

中性子散乱実験用貯

蔵箱Ⅲ、Ⅳ 

（図 36 及び図 37 参

照） 

4.9×10-1 500 2.5×10-1 

2.2.3.3 評価結果 

上記計算結果から、貯蔵施設における人が常時立ち入る場所の 1週間当たりの被ばく線量は、評

価時間を 40 時間として最大 1.6×10-1 mSv であり、1週間当たりの被ばく線量１mSv を超えること

はない。なお、使用済燃料貯槽 No.1 にはファーストコンバータ及び試験済燃料板用保管架台が貯

蔵されているが、水深 6m 以上の場所に貯蔵しているため、線量は非常に小さく、被ばく線量に影

響はない。 

このため、従事者の実効線量限度（平成 13 年 4 月 1 日以降 5 年ごとに区分した各期間につき

100mSv、4 月 1 日を始期とする 1年間につき 50mSv）を超えることはない。 

管理区域境界の実効線量については、原子炉建家が 0.030mSv/3 月、実験利用棟が 0.20mSv/3 月、

使用済燃料貯蔵施設（北地区）が 0.83mSv/3 月となり、線量告示で定める 1.3mSv/3 月を超えるこ

とはない。  

2.2.3.3 評価結果 

上記計算結果から、貯蔵施設における人が常時立ち入る場所の 1週間当たりの被ばく線量は、評

価時間を 40 時間として最大 1.6×10-1 mSv であり、1週間当たりの被ばく線量１mSv を超えること

はない。なお、使用済燃料貯槽 No.1 にはファーストコンバータ及び試験済燃料板用保管架台が貯

蔵されているが、水深 6m 以上の場所に貯蔵しているため、線量は非常に小さく、被ばく線量に影

響はない。 

このため、従事者の実効線量限度（平成 13 年 4 月 1 日以降 5 年ごとに区分した各期間につき

100mSv、4 月 1 日を始期とする 1年間につき 50mSv）を超えることはない。 

管理区域境界の実効線量については、原子炉建家が 0.037mSv/3 月、実験利用棟が 0.25mSv/3 月、

使用済燃料貯蔵施設（北地区）が 0.83mSv/3 月となり、線量告示で定める 1.3mSv/3 月を超えるこ

とはない。

中性子散乱実験用貯

蔵箱の仕様変更に伴

い、主な遮蔽体（鉛）

のみを考慮した計算

条件に変更

中性子散乱実験用

貯蔵箱の仕様変更

に伴い、主な遮蔽体

（鉛）のみを考慮し

た計算条件に変更



ＪＲＲ－３ 核燃料物質使用変更許可申請書新旧対照表（添付書類１）

添付 1-5 

変 更 前 変 更 後 備 考

参考文献）（記載省略） 参考文献）（変更なし）

3. 火災等による損傷の防止

～ 21. 設計評価事故時の放射線障害の防止（記載省略）

3. 火災等による損傷の防止

～ 21. 設計評価事故時の放射線障害の防止（変更なし）

22. 貯蔵施設

22.1 概要

貯蔵施設は、本施設で使用する核燃料物質を貯蔵するための必要な容量を有する。核燃料物質を搬

出入する場合、その他特に必要がある場合を除き、出入口扉は施錠し、許可を受けた者以外の者の

立入りを制限する。出入口扉又はその付近には、標識に「貯蔵施設」又は「貯蔵箱」等と記載し、さ

らに、許可なくして立入りを禁ずる又は許可なくして触れることを禁ずる旨を記載した標識を設け

る。 

22.2 貯蔵施設として追加する中性子散乱実験用貯蔵箱の適合性（記載省略） 

22. 貯蔵施設

22.1 概要

貯蔵施設は、本施設で使用する核燃料物質を貯蔵するための必要な容量を有する。貯蔵施設の出入

口扉又はその付近には放射能標識に「貯蔵施設」と記載し、さらに、許可なくして立入りを禁ずる旨

を記載した標識を設ける。また、中性子散乱実験用貯蔵箱Ⅰ～Ⅳにおいては、施錠する。中性子散乱

実験用貯蔵箱Ⅰ～Ⅳの表面には、放射能標識に「貯蔵箱」と記載し、さらに、許可なくして触れるこ

とを禁ずる旨を記載した標識を設ける。 

22.2 貯蔵施設として追加する中性子散乱実験用貯蔵箱の適合性（変更なし） 

23. 廃棄施設

～ 28. 多量の放射性物質等を放出する事故の拡大の防止（記載省略） 

23. 廃棄施設

～ 28. 多量の放射性物質等を放出する事故の拡大の防止（変更なし） 

表 2.1～表 21.6（記載省略） 表 2.1～表 21.6（変更なし） 

参考文献（記載省略） 参考文献（変更なし）

図２．１－１～図２．７－１１（記載省略） 図２．１－１～図２．７－１１（変更なし）

施錠箇所の変更並

びに貯蔵施設及び

貯蔵箱の記載の明

確化



ＪＲＲ－３ 核燃料物質使用変更許可申請書新旧対照表（添付書類２） 
 

添付 2-1 
 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 
添付書類２ 
 
 
 
 
 
 
 

変更後における使用施設等の操作上の過失、機械又は装置の故障、地震、火災、

爆発等があった場合に発生すると想定される事故の種類及び程度並びにこれら

の原因又は事故に応ずる災害防止の措置に関する説明書 
 

 

 

（ＪＲＲ－３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 
添付書類２ 
 
 
 
 
 
 
 

変更後における使用施設等の操作上の過失、機械又は装置の故障、地震、火災、

爆発等があった場合に発生すると想定される事故の種類及び程度並びにこれら

の原因又は事故に応ずる災害防止の措置に関する説明書 
 

 

 

（ＪＲＲ－３） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



ＪＲＲ－３ 核燃料物質使用変更許可申請書新旧対照表（添付書類２）

添付 2-2 

変 更 前 変 更 後 備 考

（記載省略） （変更なし）



ＪＲＲ－３ 核燃料物質使用変更許可申請書新旧対照表（添付書類３）

添付 3-1 

変 更 前 変 更 後 備 考

添付書類３

変更に係る核燃料物質の使用に必要な技術的能力に関する説明書

（ＪＲＲ－３） 

添付書類３

変更に係る核燃料物質の使用に必要な技術的能力に関する説明書

（ＪＲＲ－３） 



ＪＲＲ－３ 核燃料物質使用変更許可申請書新旧対照表（添付書類３）

添付 3-2 

変 更 前 変 更 後 備 考

（記載省略） （変更なし）



別添（２）
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核燃料物質使用変更許可申請書新旧対照表 

（バックエンド研究施設） 

（申請書本文） 

令和４年２月 

別添（３）



バックエンド研究施設 核燃料物質使用変更許可申請書新旧対照表（本文） 

本文-1 

変 更 前 変 更 後 備 考 

１．氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

（記載省略） 

２．使用の目的及び方法

目的番号１～１０ 

（記載省略） 

目的番号 使用の目的 

１１ アクチノイド化学に関する研究開発

アクチノイド、核分裂生成物等の分析法開発及び化学的性質並びに溶液内反応に

関する研究を行う。 

使用の方法 

取扱設備・機器： 

(1) 実験室（Ⅲ）に設置したグローブボックス及びグローブボックス内機器

グローブボックス B-1*,B-2*、分析用器材※1及び分析装置※2

(2) 実験室（Ⅲ）に設置したフード及びフード内機器

フード H-7,H-8、分析用器材※1及び分析装置※2

(3) 実験室（Ⅴ）に設置したグローブボックス及びグローブボックス内機器

グローブボックス B-7、分析用器材※1、分析装置※2 及び質量分析計の試料導入

部

(4) 実験室（Ⅴ）に設置したフード及びフード内機器

フード H-19，H-20、分析用器材※1及び分析装置※2

(5) 実験室（Ⅴ）に設置した機器

質量分析計の測定部、制御部等

※1：分析用器材は、ガラス器具、天秤、ホットプレート等の汎用品を示し、用途

に応じて使用する。 

※2：分析装置は、放射能測定装置等の汎用装置を示し、用途に応じて当該グロー

ブボックス又はフードに搬出入して使用する。 

取扱核燃料物質： 

天然ウラン     （化学形：U,UO2,U3O8,UO2(NO3)2） 

 （物理形態：粉末、固体、溶液） 

濃縮ウラン     （化学形：UO2,U3O8,UO2(NO3)2） 

 （物理形態：粉末、固体、溶液） 

プルトニウム    （化学形：Pu,PuO2,Pu(NO3)4,Pu(SO4)2） 

 （物理形態：粉末、固体、溶液） 

ウラン 233     （化学形：U,UO2,U3O8,UO2(NO3)2） 

 （物理形態：粉末、固体、溶液） 

トリウム      （化学形：ThO2,Th(NO3)4） 

 （物理形態：粉末、固体、溶液） 

使用済燃料     （化学形：UO2,U3O8,UO2(NO3)2,PuO2,Pu(NO3)4） 

 （物理形態：粉末、固体、溶液） 

取扱数量：設備毎の取扱数量を表 2-1(4),(5),(10),(12)に示す。 

１．氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

（変更なし） 

２．使用の目的及び方法

目的番号１～１０ 

（変更なし） 

目的番号 使用の目的 

１１ アクチノイド化学に関する研究開発

アクチノイド、核分裂生成物等の分析法開発及び化学的性質並びに溶液内反応に

関する研究を行う。 

使用の方法 

取扱設備・機器： 

(1) 実験室（Ⅲ）に設置したグローブボックス及びグローブボックス内機器

・グローブボックス B-1*,B-2*、分析用器材※1及び分析装置※2

(2) 実験室（Ⅲ）に設置したフード及びフード内機器

・フード H-7,H-8、分析用器材※1及び分析装置※2

(3) 実験室（Ⅲ）に設置した機器

・放射能測定装置

(4) 実験室（Ⅴ）に設置したグローブボックス及びグローブボックス内機器

・グローブボックス B-7、分析用器材※1、分析装置※2 及び質量分析計の試料導入

部

(5) 実験室（Ⅴ）に設置したフード及びフード内機器

・フード H-19，H-20、分析用器材※1及び分析装置※2

(6) 実験室（Ⅴ）に設置した機器

・質量分析計の測定部、制御部等

※1：分析用器材は、ガラス器具、天秤、ホットプレート等の汎用品を示し、用途

に応じて使用する。 

※2：分析装置は、放射能測定装置等の汎用装置を示し、用途に応じて当該グロー

ブボックス又はフードに搬出入して使用する。 

取扱核燃料物質： 

天然ウラン     （化学形：U,UO2,U3O8,UO2(NO3)2） 

 （物理形態：粉末、固体、溶液） 

濃縮ウラン     （化学形：UO2,U3O8,UO2(NO3)2） 

 （物理形態：粉末、固体、溶液） 

プルトニウム    （化学形：Pu,PuO2,Pu(NO3)4,Pu(SO4)2） 

 （物理形態：粉末、固体、溶液） 

ウラン 233     （化学形：U,UO2,U3O8,UO2(NO3)2） 

 （物理形態：粉末、固体、溶液） 

トリウム      （化学形：ThO2,Th(NO3)4） 

 （物理形態：粉末、固体、溶液） 

使用済燃料     （化学形：UO2,U3O8,UO2(NO3)2,PuO2,Pu(NO3)4） 

 （物理形態：粉末、固体、溶液） 

取扱数量：設備毎の取扱数量を表 2-1(4),(5),(10),(12),(14)に示す。 

記載の適正化 

(行頭文字の追加) 

実験室（Ⅲ）の放射能

測定装置の追加 

記載の適正化 

(追加に伴う項番号の

変更、行頭文字の追加) 

室の使用場所に実験室

（Ⅲ）を追加すること

に伴う表の追加 



バックエンド研究施設 核燃料物質使用変更許可申請書新旧対照表（本文） 

本文-2 

変 更 前 変 更 後 備 考 

１１ 

(つづき) 

取扱方法： 

実験室（Ⅲ）及び（Ⅴ）内の各グローブボックス、実験室（Ⅲ）及び（Ⅴ）内

の各フードにおいて、使用済燃料等の化学分離・分析法に関わる基礎試験及び実

試料の分析、並びにアクチノイド、核分裂生成物等の基礎物性や溶液内反応等を

調べる試験のための溶液及び固体試料の分光測定、電気化学分析、放射能分析等

の各種分析測定を行う。また、各種組成の試料の調製を行う。 

アクチノイド化学試験の概要を図 2-5に示す。

取り扱う試料は主に非密封であり、試料の種類、量、放射能、使用する分析方

法・装置等の条件に応じ、閉じ込め機能及び作業者の被ばく防止を考慮し、グロ

ーブボックス、フード及び測定装置を適切に選択して使用する。 

測定は、測定対象に適した測定装置を使用して実施する。 

調製は、試料の溶解、試薬添加、分取・希釈、化学分離、蒸発・乾固等の前処

理を必要に応じて実施する。分析は、前処理を実施した試料を測定する。 

溶解は、必要に応じて化学薬品を使用する。また、加温溶解が必要な場合はホ

ットプレート等の加温装置を使用する。 

試薬添加は、採用する分析法に応じて行う。 

分取・希釈は、その後の化学分離、測定に供する量を採取するため、ガラス器

具等を用いて分取し、純水等により希釈する。希釈には必要に応じて化学薬品も

使用する。 

化学分離は、イオン交換分離法、溶媒抽出法等により実施する。 

蒸発・乾固は、ホットプレート等の加温装置を使用して実施する。 

試験によって発生した廃液等は、中和、濃縮、乾固等の処理を行い、放射性固

体廃棄物として放射性廃棄物処理場に搬出する等、適切に処分する。 

* 目的番号 8と共用する。

目的番号１２ 

（記載省略） 

３．核燃料物質の種類 ～ ９．核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物の廃棄施設の位置、

構造及び設備 

（記載省略） 

表２－１(1) 最大取扱量 コンクリートセル設備及びコンクリートセル付属設備 ～ 表２－１(3) 

最大取扱量 グローブボックス 

（記載省略） 

１１ 

(つづき) 

取扱方法： 

実験室（Ⅲ）及び（Ⅴ）内の各グローブボックス、実験室（Ⅲ）及び（Ⅴ）内

の各フード、並びに実験室（Ⅲ）の放射能測定装置において、使用済燃料等の化

学分離・分析法に関わる基礎試験及び実試料の分析、並びにアクチノイド、核分

裂生成物等の基礎物性や溶液内反応等を調べる試験のための溶液及び固体試料

の分光測定、電気化学分析、放射能分析等の各種分析測定を行う。また、各種組

成の試料の調製を行う。 

アクチノイド化学試験の概要を図 2-5に示す。

取り扱う試料は主に非密封であり、試料の種類、量、放射能、使用する分析方

法・装置等の条件に応じ、閉じ込め機能及び作業者の被ばく防止を考慮し、グロ

ーブボックス、フード及び測定装置を適切に選択して使用する。実験室（Ⅲ）の

放射能測定装置において使用する試料は、金属板に焼き付け又は容器に封入する

ことにより汚染防止措置を施す。 

測定は、測定対象に適した測定装置を使用して実施する。 

調製は、試料の溶解、試薬添加、分取・希釈、化学分離、蒸発・乾固等の前処

理を必要に応じて実施する。分析は、前処理を実施した試料を測定する。 

溶解は、必要に応じて化学薬品を使用する。また、加温溶解が必要な場合はホ

ットプレート等の加温装置を使用する。 

試薬添加は、採用する分析法に応じて行う。 

分取・希釈は、その後の化学分離、測定に供する量を採取するため、ガラス器

具等を用いて分取し、純水等により希釈する。希釈には必要に応じて化学薬品も

使用する。 

化学分離は、イオン交換分離法、溶媒抽出法等により実施する。 

蒸発・乾固は、ホットプレート等の加温装置を使用して実施する。 

試験によって発生した廃液等は、中和、濃縮、乾固等の処理を行い、放射性固

体廃棄物として放射性廃棄物処理場に搬出する等、適切に処分する。 

* 目的番号 8と共用する。

目的番号１２ 

（変更なし） 

３．核燃料物質の種類 ～ ９．核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物の廃棄施設の位置、

構造及び設備 

（変更なし） 

表２－１(1) 最大取扱量 コンクリートセル設備及びコンクリートセル付属設備 ～ 表２－１(3) 

最大取扱量 グローブボックス 

（変更なし） 

実験室（Ⅲ）の放射能

測定装置の追加に伴う

記載の追加 







バックエンド研究施設 核燃料物質使用変更許可申請書新旧対照表（本文） 

本文-5 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｈ－３及びＨ－５にお

ける核燃料物質の種類

の追加 

 



バックエンド研究施設 核燃料物質使用変更許可申請書新旧対照表（本文） 

本文-6 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

 

 

 

 

室の使用場所に実験室

（Ⅲ）を追加 

 

 



バックエンド研究施設 核燃料物質使用変更許可申請書新旧対照表（本文） 

本文-7 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

表７－１ 使用、貯蔵及び廃棄物の保管に係る核的制限値 ～ 図２－４ デブリ模擬体調製の概要 

（記載省略） 

 

 

 

試験 

項目 貯蔵施設 フード グローブボックス 廃棄施設 

 

ア 

ク 

チ 

ノ 

イ 

ド 

化 

学 

試 

験 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－５ アクチノイド化学試験の概要 

 

 

 

図２－６ 燃料試料挿入管の概略図 ～ 図９－３ 液体廃棄施設の概略系統図 

（記載省略） 

 

 

 

表７－１ 使用、貯蔵及び廃棄物の保管に係る核的制限値 ～ 図２－４ デブリ模擬体調製の概要 

（変更なし） 

 

 

 

試験 

項目 貯蔵施設 フード グローブボックス 廃棄施設 

 

ア 

ク 

チ 

ノ 

イ 

ド 

化 

学 

試 

験 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

* 測定の一部は、実験室（Ⅲ）の放射能測定装置を使用する。 

 

図２－５ アクチノイド化学試験の概要 

 

 

 

図２－６ 燃料試料挿入管の概略図 ～ 図９－３ 液体廃棄施設の概略系統図 

（変更なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実験室（Ⅲ）の放射能

測定装置の追加に伴う

記載の追加 

 

 

 

前処理・化学分離 

試料調製 

溶液内 

反応試験 
測定 

 

試料調製 

測定 溶液内 

反応試験 

プルトニウム等 
試験試料 固体 

粉末 Ｕ、使用済燃料等 
試験試料 

 
 

固 型 化 

 

前処理・化学分離 

試料調製 

溶液内 

反応試験 
測定* 

 

試料調製 

測定 溶液内 

反応試験 

プルトニウム等 
試験試料 固体 

粉末 Ｕ、使用済燃料等 
試験試料 

 
 

固 型 化 



核燃料物質使用変更許可申請書新旧対照表 

（バックエンド研究施設） 

（添付書類１～３） 

令和４年２月 



バックエンド研究施設 核燃料物質使用変更許可申請書新旧対照表（添付書類１） 

添付 1-1 

変 更 前 変 更 後 備 考 

添付書類１ 

変更後における核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律

（昭和 32年法律第 166号）第 53条第 2号に規定する使用施設等の位置、

構造及び設備の基準に対する適合性に関する説明書（事故に関するもの 

を除く。） 

（バックエンド研究施設） 

添付書類１ 

変更後における核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律

（昭和 32年法律第 166号）第 53条第 2号に規定する使用施設等の位置、

構造及び設備の基準に対する適合性に関する説明書（事故に関するもの 

を除く。） 

（バックエンド研究施設） 



バックエンド研究施設 核燃料物質使用変更許可申請書新旧対照表（添付書類１） 

添付 1-2 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

本施設における安全上重要な施設の有無について 

（記載省略） 

 

 

1. 閉じ込めの機能 

1.1 概要 ～ 1.3 気体廃棄施設（記載省略） 

 

1.4 平成 25年 12月 18日以降に変更又は追加した設備・機器等の適合性 

(1) 保管廃棄施設 ～ (12) 精密測定室への放射能測定装置の追加 

（記載省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考文献 

（記載省略） 

 

本施設における安全上重要な施設の有無について 

（変更なし） 

 

 

1. 閉じ込めの機能 

1.1 概要 ～ 1.3 気体廃棄施設（変更なし） 

 

1.4 平成 25年 12月 18日以降に変更又は追加した設備・機器等の適合性 

(1) 保管廃棄施設 ～ (12) 精密測定室への放射能測定装置の追加 

（変更なし） 

 

 

(13) 核燃料物質の種類を追加するフードＨ－３及びＨ－５ 

核燃料物質の種類を追加するフードＨ－３及びＨ－５は、閉じ込めの機能について分析室（Ⅰ）

のフードと同様であるため、1.4（2）1）のとおりである。 

 

(14) 核燃料物質の最大取扱量を変更するグローブボックスＣ－１及びＣ－２ 

核燃料物質の最大取扱量を変更するグローブボックスＣ－１及びＣ－２は、閉じ込めの機能に

ついて分析室（Ⅰ）のグローブボックスと同様であるため、1.4（2）1）のとおりである。 

 

(15) 核燃料物質の種類を追加するグローブボックスＡ－10 

核燃料物質の種類を追加するグローブボックスＡ－10は、閉じ込めの機能について分析室（Ⅰ）

のグローブボックスと同様であるため、1.4（2）1）のとおりである。 

 

(16) 室の使用場所に追加する実験室（Ⅲ） 

実験室（Ⅲ）の放射能測定装置において使用する核燃料物質は、金属板に焼き付け又は容器に

封入することにより閉じ込めを確保する。 

実験室（Ⅲ）の放射能測定装置において使用する試料から放射性物質が漏えいする可能性は極

めて低いと考えられるが、仮に漏えいした場合に備え、1.2（7）6）及び 1.3（2）の拡大防止対策

を講ずる。 

以上より、実験室（Ⅲ）の室に最大取扱量を追加することによる実験室（Ⅲ）内の放射性物質

濃度に影響はない。 

 

 

参考文献 

（変更なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｈ－３及びＨ－５にお

ける核燃料物質の種類

の追加のため 

 

Ｃ－１及びＣ－２にお

ける核燃料物質の最大

取扱量の変更のため 

 

Ａ－10 における核燃

料物質の種類の追加の

ため 

 

室の使用場所に実験室

（Ⅲ）を追加し、放射

能測定装置において使

用するため 

 



バックエンド研究施設 核燃料物質使用変更許可申請書新旧対照表（添付書類１） 

添付 1-3 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

2. 遮蔽 

2.1 概要 ～ 2.2.2 廃液貯槽室等 

（記載省略） 

 

2.2.3 鉄セル及びグローブボックス 

2.2.3.1 概要 

鉄セル及びグローブボックスで使用する核燃料物質に起因する実効線量が、線量告示で定める

「管理区域に係る線量等」、「周辺監視区域外の線量限度」及び「放射線業務従事者の線量限度」

を超えることはない。また、実効線量を合理的に達成できる限り低減させる。 

 

2.2.3.2 実効線量評価 

鉄セル及びグローブボックスに係る実効線量評価では、点検等で一時的に立ち入る場所、人が

常時立ち入る場所及び管理区域境界の実効線量について評価する。なお、使用施設に起因する内

部被ばくのおそれはないので、外部放射線による評価を行う。（1.参照） 

 

(1) 鉄セル及びグローブボックスに起因する線量 

1) 計算条件 

鉄セル及びグローブボックスに起因する線量の計算条件は、以下のとおりとする。 

① プルトニウムの同位体組成 

評価に用いる組成は、本施設で使用するプルトニウムの同位体組成を基に、線量率に影

響する主な核種として 240Ｐｕ及び 241Ａｍの量を安全側に仮定した燃焼度 10GWd/t のプル

トニウム同位体組成とする。 

プルトニウムの同位体組成は次表のものを仮定する。 

 

同位体 
評価に用いるＰｕ 

(％) 

使用するＰｕ 

(％) 

238Ｐｕ 0.2 0.05 

239Ｐｕ 80.3 85.2 

240Ｐｕ 15.5 13.6 

241Ｐｕ 3.6 0.87 

242Ｐｕ 0.4 0.28 

 
241Ａｍについてはプルトニウム同位体とは別に 3％含まれているものとする。 

 

② 使用済燃料 

使用済燃料については、燃焼度 60GWd/t で１年冷却した使用済ＵＯ２燃料又は燃焼度

56GWd/t で１年冷却した使用済ＭＯＸ燃料の線源強度を用いて評価する。 

③ 取扱量 

a) 鉄セル 

鉄セル及び分析用ボックスの線源条件を表 2.2.3-(1)に示す。鉄セルの線源条件は鉄

セル全体の取扱量として適用する。 

b) グローブボックス 

グローブボックスの線量率の計算は、各室のグローブボックスのうち、代表的なもの

を選択する。選択にあたっては、各室に設置されているグローブボックスのうち、同一

の構造条件の中でプルトニウム又は使用済燃料の取扱量が最大のものを選択する。これ

らのグローブボックスの線源条件を表 2.2.3-(2)に示す。 

プルトニウムの最大取扱量が 200g から 10g のグローブボックスについては、プルト

ニウムを鉛遮蔽付の保管容器に収納し、この中から一部分を用いて試験を行う。 

 

2. 遮蔽 

2.1 概要 ～ 2.2.2 廃液貯槽室等 

（変更なし） 

 

2.2.3 鉄セル及びグローブボックス 

2.2.3.1 概要 

鉄セル及びグローブボックスで使用する核燃料物質に起因する実効線量が、線量告示で定める

「管理区域に係る線量等」、「周辺監視区域外の線量限度」及び「放射線業務従事者の線量限度」

を超えることはない。また、実効線量を合理的に達成できる限り低減させる。 

 

2.2.3.2 実効線量評価 

鉄セル及びグローブボックスに係る実効線量評価では、点検等で一時的に立ち入る場所、人が

常時立ち入る場所及び管理区域境界の実効線量について評価する。なお、使用施設に起因する内

部被ばくのおそれはないので、外部放射線による評価を行う。（1.参照） 

 

(1) 鉄セル及びグローブボックスに起因する線量 

1) 計算条件 

鉄セル及びグローブボックスに起因する線量の計算条件は、以下のとおりとする。 

① プルトニウムの同位体組成 

評価に用いる組成は、本施設で使用するプルトニウムの同位体組成を基に、線量率に影

響する主な核種として 240Ｐｕ及び 241Ａｍの量を安全側に仮定した燃焼度 10GWd/t のプル

トニウム同位体組成とする。 

プルトニウムの同位体組成は次表のものを仮定する。 

 

同位体 
評価に用いるＰｕ 

(％) 

使用するＰｕ 

(％) 

238Ｐｕ 0.2 0.05 

239Ｐｕ 80.3 85.2 

240Ｐｕ 15.5 13.6 

241Ｐｕ 3.6 0.87 

242Ｐｕ 0.4 0.28 

 
241Ａｍについてはプルトニウム同位体とは別に 3％含まれているものとする。 

 

② 使用済燃料 

使用済燃料については、燃焼度 60GWd/t で１年冷却した使用済ＵＯ２燃料又は燃焼度

56GWd/t で１年冷却した使用済ＭＯＸ燃料の線源強度を用いて評価する。 

③ 取扱量 

a) 鉄セル 

鉄セル及び分析用ボックスの線源条件を表 2.2.3-(1)に示す。鉄セルの線源条件は鉄

セル全体の取扱量として適用する。 

b) グローブボックス 

グローブボックスの線量率の計算は、各室のグローブボックスのうち、代表的なもの

を選択する。選択にあたっては、各室に設置されているグローブボックスのうち、同一

の構造条件の中でプルトニウム又は使用済燃料の取扱量が最大のものを選択する。これ

らのグローブボックスの線源条件を表 2.2.3-(2)に示す。 

プルトニウムの最大取扱量が 200g から 10g のグローブボックスについては、プルト

ニウムを鉛遮蔽付の保管容器に収納し、この中から一部分を用いて試験を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



バックエンド研究施設 核燃料物質使用変更許可申請書新旧対照表（添付書類１） 

添付 1-4 

変 更 前 変 更 後 備 考 

また、使用済燃料の取扱量については、通常 3.7×10７Bq程度とし、これを超える場合

は鉛遮蔽を設けて取り扱うこととする。 

2) 計算方法 

計算コードは一次元Ｓｎ輸送計算のＡＮＩＳＮ（1）を使用し、中性子線線量率及びガンマ線線

量率を計算する。群定数はＤＬＣ－２３Ｅライブラリを使用する。エネルギ群数は中性子線22

群及びガンマ線18群、計40群として計算する。実効線量換算係数はICRP Publication 74（2）を

用いて作成したものを使用する。 

線源は点線源とし、計算結果は、ＵＯ２燃料及びＭＯＸ燃料それぞれの線源条件で計算を行

い、値の大きい方を記載している。 
計算モデルは、図2.2.1-(6)、図2.2.3-(1)～(3)に示した線源と評価位置の関係を球状モデル

に近似して計算する。 

遮蔽能力評価のための鉄セルの構造及び線源位置と評価点との関係を図2.2.1-(6)、図

2.2.3-(1)及び図2.2.3-(2)に示す。図2.2.3-(1)及び図2.2.3-(2)には、遮蔽能力評価で考慮す

る壁、遮へい窓等の位置を示す。また、鉄セルの遮蔽体の構成及び評価モデルを図2.2.3-(4)に

示す。 

評価点は、点検等で一時的に立ち入る場所、人が常時立ち入る場所及び管理区域境界で、こ

れらの評価点は、他のグローブボックス等からの影響も考慮して線量率が最大となる位置と

し、具体的には以下のとおりである。 

① 鉄セル 

a) 常時立ち入る場所 

マニプレータ操作を行うための鉄セル前面（Ｆ－１、Ｆ－２） 

鉄セル側面   （Ｆ－３） 

サービスルーム（室に接したサービスルームの壁）（Ｆ－４） 

b) 点検等で一時的に立ち入る場所 

鉄セル背面   （Ｆ－５） 

排気機械室(Ｂ) （Ｆ－６） 

鉄セルの天井  （Ｆ－７） 

c) 管理区域境界 

建家北壁    （Ｆ－８Ａ） 

建家西壁    （Ｆ－４Ａ） 

トラックロック （Ｆ－３Ａ） 

分析用ボックスの線源の位置は分析用ボックス表面より30cm内部位置とする。分析用ボ

ックスにおける常時立ち入る場所の線量率の評価位置は、分析用ボックスの遮蔽体表面か

ら10cmとする。 

分析用ボックスの評価モデル及び評価点を図2.2.3-(5)に示す。 

② グローブボックス 

グローブボックスの線源の位置はグローブボックス表面より 30cm 内部位置とする。常

時立ち入る場所の評価位置は、グローブボックスの遮蔽体表面又はグローブボックス表面

から 10cmとする。 

線量率の評価にあたっては、グローブボックス内のすべての線源からの影響を考慮する。

なお、グローブボックスの配置にあたっては、他のグローブボックス及び鉄セルの線源の

影響も考慮する。 

グローブボックスの評価モデル及び評価点を図 2.2.1-(6)、図 2.2.3-(3)及び図 2.2.3-

(5)に示す。 

a) 常時立ち入る場所 

グローブボックス遮蔽体表面から10cm 

（Ｃ－１、Ａ－７、Ｄ－１、Ｂ－５、Ｃ－７、Ａ－12） 

b) 管理区域境界 

建家北壁    （Ｄ－１Ａ、Ｄ－４Ａ、Ｄ－５Ａ、Ｃ－７Ａ） 

建家東壁    （Ａ－12Ａ） 

建家西壁    （Ａ－７Ａ、Ｃ－１Ａ） 

トラックロック （Ｂ－５Ａ） 

また、使用済燃料の取扱量については、通常 3.7×10７Bq程度とし、これを超える場合

は鉛遮蔽を設けて取り扱うこととする。 

2) 計算方法 

計算コードは一次元Ｓｎ輸送計算のＡＮＩＳＮ（1）を使用し、中性子線線量率及びガンマ線線

量率を計算する。群定数はＤＬＣ－２３Ｅライブラリを使用する。エネルギ群数は中性子線22

群及びガンマ線18群、計40群として計算する。実効線量換算係数はICRP Publication 74（2）を

用いて作成したものを使用する。 

線源は点線源とし、計算結果は、ＵＯ２燃料及びＭＯＸ燃料それぞれの線源条件で計算を行

い、値の大きい方を記載している。 
計算モデルは、図2.2.1-(6)、図2.2.3-(1)～(3)に示した線源と評価位置の関係を球状モデル

に近似して計算する。 

遮蔽能力評価のための鉄セルの構造及び線源位置と評価点との関係を図2.2.1-(6)、図

2.2.3-(1)及び図2.2.3-(2)に示す。図2.2.3-(1)及び図2.2.3-(2)には、遮蔽能力評価で考慮す

る壁、遮へい窓等の位置を示す。また、鉄セルの遮蔽体の構成及び評価モデルを図2.2.3-(4)に

示す。 

評価点は、点検等で一時的に立ち入る場所、人が常時立ち入る場所及び管理区域境界で、こ

れらの評価点は、他のグローブボックス等からの影響も考慮して線量率が最大となる位置と

し、具体的には以下のとおりである。 

① 鉄セル 

a) 常時立ち入る場所 

マニプレータ操作を行うための鉄セル前面（Ｆ－１、Ｆ－２） 

鉄セル側面   （Ｆ－３） 

サービスルーム（室に接したサービスルームの壁）（Ｆ－４） 

b) 点検等で一時的に立ち入る場所 

鉄セル背面   （Ｆ－５） 

排気機械室(Ｂ) （Ｆ－６） 

鉄セルの天井  （Ｆ－７） 

c) 管理区域境界 

建家北壁    （Ｆ－８Ａ） 

建家西壁    （Ｆ－４Ａ） 

トラックロック （Ｆ－３Ａ） 

分析用ボックスの線源の位置は分析用ボックス表面より30cm内部位置とする。分析用ボ

ックスにおける常時立ち入る場所の線量率の評価位置は、分析用ボックスの遮蔽体表面か

ら10cmとする。 

分析用ボックスの評価モデル及び評価点を図2.2.3-(5)に示す。 

② グローブボックス 

グローブボックスの線源の位置はグローブボックス表面より 30cm 内部位置とする。常

時立ち入る場所の評価位置は、グローブボックスの遮蔽体表面又はグローブボックス表面

から 10cmとする。 

線量率の評価にあたっては、グローブボックス内のすべての線源からの影響を考慮する。

なお、グローブボックスの配置にあたっては、他のグローブボックス及び鉄セルの線源の

影響も考慮する。 

グローブボックスの評価モデル及び評価点を図 2.2.1-(6)、図 2.2.3-(3)及び図 2.2.3-

(5)に示す。 

a) 常時立ち入る場所 

グローブボックス遮蔽体表面から10cm 

（Ｃ－２、Ａ－７、Ｄ－１、Ｂ－５、Ｃ－７、Ａ－10） 

b) 管理区域境界 

建家北壁    （Ｄ－１Ａ、Ｄ－４Ａ、Ｄ－５Ａ、Ｃ－７Ａ） 

建家東壁    （Ａ－10Ａ） 

建家西壁    （Ａ－７Ａ、Ｃ－２Ａ） 

トラックロック （Ｂ－５Ａ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｃ－１及びＣ－２にお

ける核燃料物質の最大
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価位置の変更 

Ａ－10 における核燃

料物質の種類の追加に

伴う評価位置の変更 
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3) 評価結果 

① 鉄セル 

鉄セルで使用する核燃料物質に起因する人が点検等で一時的に立ち入る場所の実効線量

は、立入時間を50時間/年とし、鉄セル天井（Ｆ－７）において最大で9.65×10-１mSv/年、

人が常時立ち入る場所の実効線量は、立入時間を40時間/週とし、鉄セル操作面（Ｆ－１）

及び鉄セル側面（Ｆ－３）において最大で5.04×10-1mSv/週、管理区域境界の実効線量は、

建家西壁（Ｆ－４Ａ）において最大で8.06×10-3mSv/3月となる。 

また、分析用ボックス表面から10cmにおける線量率の評価結果は2.56×10-1mSv/週とな

る。 

各評価位置における計算条件及び計算結果を表2.2.3-(3)、表2.2.3-(4)及び表2.2.3-(6)

に示す。 

② グローブボックス 

グローブボックスの遮蔽体表面又はグローブボックス表面から 10cm における線量率の

評価結果は立入時間を 40時間/週とし、グローブボックスＡ－７において最大で 5.32× 

10-1mSv/週、管理区域境界の実効線量は、建家西壁（Ｃ－１Ａ）において最大で 4.02× 

10-2mSv/3 月となる。 

各評価位置における計算条件及び計算結果を表 2.2.3-(5)及び表 2.2.3-(7)に示す。 

 

(2) 鉄セル及びグローブボックス周辺の使用施設、貯蔵施設又は保管廃棄施設に起因する線量 

1) 計算条件 

鉄セル及びグローブボックス周辺の使用施設、貯蔵施設又は保管廃棄施設の線源条件は、

2.2.1、2.2.2、2.3.1～2.3.10による。 

2) 計算方法 

鉄セル及びグローブボックス周辺の使用施設、貯蔵施設又は保管廃棄施設に起因する実効線

量の計算は、鉄セル及びグローブボックスで使用する核燃料物質に起因する線量の計算方法と

同様の方法で行う。評価位置は、図 2.2.1-(6)、図 2.2.3-(1)、図 2.2.3-(2)及び図 2.2.3-(3)

に示した鉄セル及びグローブボックスで使用する核燃料物質に起因する線量の評価点と同じ

とする。 

3) 評価結果 

① 鉄セル 

点検等で一時的に立ち入る場所における鉄セル及び分析用ボックスで使用する核燃料物

質、周辺の使用施設、貯蔵施設及び保管廃棄施設に起因する実効線量の合計は、最大で

1.2mSv/年となり、４月１日を始期とする１年間の実効線量限度50mSvを超えることはない。

また、平成13年４月１日以後５年ごとに区分した各期間の実効線量限度100mSvについても

超えることはない。 

人が常時立ち入る場所における鉄セル及び分析用ボックスで使用する核燃料物質、周辺

の使用施設、貯蔵施設及び保管廃棄施設に起因する実効線量の合計は、最大で7.0×10-1 

mSv/週となる。 

管理区域境界における鉄セル及び分析用ボックスで使用する核燃料物質、周辺の使用施

設、貯蔵施設及び保管廃棄施設に起因する実効線量の合計は、最大で8.4×10-1mSv/3月とな

り、線量告示で定める1.3mSv/3月を超えることはない。よって、遮蔽を追加する必要はな

い。 

各評価位置における計算結果まとめを表2.2.3-(8)に示す。 

② グローブボックス 

人が常時立ち入る場所における各グローブボックスで使用する核燃料物質、周辺の使用

施設、貯蔵施設及び保管廃棄施設に起因する実効線量の合計は、最大で 6.4×10-1mSv/週で

あり、放射線業務従事者の外部被ばくに係る実効線量は、3.20×10１mSv/年となる。このた

め４月１日を始期とする１年間の実効線量限度 50mSvを超えることはない。また、平成 13

年４月１日以後５年ごとに区分した各期間の実効線量限度 100mSv についても、立入時間

を制限すること等によりこれを超えないように管理する。 

管理区域境界における各グローブボックスで使用する核燃料物質、周辺の使用施設、貯

蔵施設及び保管廃棄施設に起因する実効線量の合計は、最大で 8.2×10-1mSv/3 月となり、

3) 評価結果 

① 鉄セル 

鉄セルで使用する核燃料物質に起因する人が点検等で一時的に立ち入る場所の実効線量

は、立入時間を50時間/年とし、鉄セル天井（Ｆ－７）において最大で9.65×10-１mSv/年、

人が常時立ち入る場所の実効線量は、立入時間を40時間/週とし、鉄セル操作面（Ｆ－１）

及び鉄セル側面（Ｆ－３）において最大で5.04×10-1mSv/週、管理区域境界の実効線量は、

建家西壁（Ｆ－４Ａ）において最大で8.06×10-3mSv/3月となる。 

また、分析用ボックス表面から10cmにおける線量率の評価結果は2.56×10-1mSv/週とな

る。 

各評価位置における計算条件及び計算結果を表2.2.3-(3)、表2.2.3-(4)及び表2.2.3-(6)

に示す。 

② グローブボックス 

グローブボックスの遮蔽体表面又はグローブボックス表面から 10cm における線量率の

評価結果は立入時間を 40時間/週とし、グローブボックスＡ－７において最大で 5.32× 

10-1mSv/週、管理区域境界の実効線量は、建家西壁（Ｃ－２Ａ）において最大で 4.02× 

10-2mSv/3 月となる。 

各評価位置における計算条件及び計算結果を表 2.2.3-(5)及び表 2.2.3-(7)に示す。 

 

(2) 鉄セル及びグローブボックス周辺の使用施設、貯蔵施設又は保管廃棄施設に起因する線量 

1) 計算条件 

鉄セル及びグローブボックス周辺の使用施設、貯蔵施設又は保管廃棄施設の線源条件は、

2.2.1、2.2.2、2.3.1～2.3.10による。 

2) 計算方法 

鉄セル及びグローブボックス周辺の使用施設、貯蔵施設又は保管廃棄施設に起因する実効線

量の計算は、鉄セル及びグローブボックスで使用する核燃料物質に起因する線量の計算方法と

同様の方法で行う。評価位置は、図 2.2.1-(6)、図 2.2.3-(1)、図 2.2.3-(2)及び図 2.2.3-(3)

に示した鉄セル及びグローブボックスで使用する核燃料物質に起因する線量の評価点と同じ

とする。 

3) 評価結果 

① 鉄セル 

点検等で一時的に立ち入る場所における鉄セル及び分析用ボックスで使用する核燃料物

質、周辺の使用施設、貯蔵施設及び保管廃棄施設に起因する実効線量の合計は、最大で

1.2mSv/年となり、４月１日を始期とする１年間の実効線量限度50mSvを超えることはない。

また、平成13年４月１日以後５年ごとに区分した各期間の実効線量限度100mSvについても

超えることはない。 

人が常時立ち入る場所における鉄セル及び分析用ボックスで使用する核燃料物質、周辺

の使用施設、貯蔵施設及び保管廃棄施設に起因する実効線量の合計は、最大で7.0×10-1 

mSv/週となる。 

管理区域境界における鉄セル及び分析用ボックスで使用する核燃料物質、周辺の使用施

設、貯蔵施設及び保管廃棄施設に起因する実効線量の合計は、最大で8.4×10-1mSv/3月とな

り、線量告示で定める1.3mSv/3月を超えることはない。よって、遮蔽を追加する必要はな

い。 

各評価位置における計算結果まとめを表2.2.3-(8)に示す。 

② グローブボックス 

人が常時立ち入る場所における各グローブボックスで使用する核燃料物質、周辺の使用

施設、貯蔵施設及び保管廃棄施設に起因する実効線量の合計は、最大で 6.4×10-1mSv/週で

あり、放射線業務従事者の外部被ばくに係る実効線量は、3.20×10１mSv/年となる。このた

め４月１日を始期とする１年間の実効線量限度 50mSvを超えることはない。また、平成 13

年４月１日以後５年ごとに区分した各期間の実効線量限度 100mSv についても、立入時間

を制限すること等によりこれを超えないように管理する。 

管理区域境界における各グローブボックスで使用する核燃料物質、周辺の使用施設、貯

蔵施設及び保管廃棄施設に起因する実効線量の合計は、最大で 8.2×10-1mSv/3 月となり、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｃ－１及びＣ－２にお

ける核燃料物質の最大

取扱量の変更に伴う評

価位置の変更 
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変 更 前 変 更 後 備 考 

線量告示で定める 1.3mSv/3 月を超えることはない。よって、遮蔽を追加する必要はない。 

各評価位置における計算結果まとめを表 2.2.3-(9)に示す。 

 

2.3 平成 25年 12月 18日以降に変更又は追加した設備・機器等の適合性 

2.3.1 保管廃棄施設 ～ 2.3.7 使用を終了し、維持管理する設備 

（記載省略） 

 

2.3.8 新たに使用の目的及び方法に追加するアクチノイド化学に関する研究開発にて使用する設

備 

2.3.8.1 実験室（Ⅲ） 

2.3.8.1.1 概要 

再処理プロセスに関する研究開発で使用している実験室（Ⅲ）の設備の一部は、使用の目的及

び方法を変更してアクチノイド化学に関する研究開発にて使用する。 

本施設では、実験室（Ⅲ）で使用する核燃料物質に起因する実効線量が、線量告示で定める「管

理区域に係る線量等」、「周辺監視区域外の線量限度」及び「放射線業務従事者の線量限度」を超

えることはない。また、実効線量を合理的に達成できる限り低減させる。 

 

2.3.8.1.2 実効線量評価 

実験室（Ⅲ）に係る実効線量評価では、人が常時立ち入る場所及び管理区域境界の実効線量に

ついて評価する。なお、実験室（Ⅲ）に起因する内部被ばくのおそれは極めて低いので、外部放

射線による評価を行う。（1.参照） 

 

(1) 実験室（Ⅲ）に起因する線量 

1) 計算条件 

実験室（Ⅲ）で使用する核燃料物質に起因する線量の計算条件は、以下のとおりとする。 

① 核燃料物質量は、実験室（Ⅲ）内のグローブボックス及びフードの最大取扱量とし、グ

ローブボックス及びフードに存在しているものとする。 

② 線量率の評価にあたっては、実験室（Ⅲ）内のグローブボックス及びフードの線源から

の影響を考慮する。人が常時立ち入る場所及び管理区域境界の評価点は、実験室（Ⅲ） 

で使用する核燃料物質に起因する線量率が最大となる位置とする。 

③ 核燃料物質の組成は、2.3.2と同様とする。 

④ グローブボックスＢ－１(Ｂ－２を含む)のプルトニウムは、最大取扱量10gのうち、1gを

鉛遮蔽付の容器から取り出した状態とし、使用済燃料は、最大取扱量3.7×108Bqのうち、

1.11×107Bqを鉛遮蔽付の容器から取り出した状態で存在しているものとする。 

⑤ 実験室（Ⅲ）内の人が常時立ち入る場所については40時間/週、実験室（Ⅲ）から最も近

い管理区域境界については500時間/3月で評価を行う。 

2) 計算方法 

2.3.1と同様の方法で行う。 

計算モデルは、図2.3.8-(1)に示した線源と評価位置の関係を球状モデルに近似して計算す

る。 

3) 評価結果 

実験室（Ⅲ）の核燃料物質に起因する、人が常時立ち入る場所の実効線量は最大で1.5×  

10-1mSv/週、管理区域境界の実効線量については、最大で1.2×10-3mSv/3月となる。各評価位置

における計算条件及び計算結果を表2.3.8-(1)及び表2.3.8-(2)に示す。 

 

(2) 実験室（Ⅲ）周辺の使用施設、貯蔵施設及び保管廃棄施設に起因する線量 

1) 計算条件 

実験室（Ⅲ）周辺の使用施設、貯蔵施設及び保管廃棄施設の線源条件は、2.2.1～2.2.3、2.3.1

～2.3.10による。 

2) 計算方法 

2.3.1と同様の方法で行う。評価位置は、図2.3.8-(1)に示した実験室（Ⅲ）に起因する線量

の評価点と同じとする。 

線量告示で定める 1.3mSv/3月を超えることはない。よって、遮蔽を追加する必要はない。 

各評価位置における計算結果まとめを表 2.2.3-(9)に示す。 

 

2.3 平成 25年 12月 18日以降に変更又は追加した設備・機器等の適合性 

2.3.1 保管廃棄施設 ～ 2.3.7 使用を終了し、維持管理する設備 

（変更なし） 

 

2.3.8 新たに使用の目的及び方法に追加するアクチノイド化学に関する研究開発にて使用する設

備 

2.3.8.1 （削除） 
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室の使用場所に実験室

（Ⅲ）を追加すること

に伴い、2.3.8.1 を削

除して 2.3.14 に再評

価するため 
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変 更 前 変 更 後 備 考 

3) 評価結果

実験室（Ⅲ）の人が常時立ち入る場所における実験室（Ⅲ）、実験室（Ⅲ）周辺の使用施設、

貯蔵施設及び保管廃棄施設に起因する実効線量の合計は、最大で1.5×10-1mSv/週であり、放射

線業務従事者の外部被ばくに係る実効線量は、7.50mSv/年となる。このため４月１日を始期と

する１年間の実効線量限度50mSvを超えることはない。また、平成13年４月１日以後５年ごとに

区分した各期間の実効線量限度100mSvについても、超えることはない。 

管理区域境界における実験室（Ⅲ）、実験室（Ⅲ）周辺の使用施設、貯蔵施設及び保管廃棄施

設に起因する実効線量の合計は、最大で9.1×10-3mSv/3月となり、線量告示で定める1.3mSv/3月

を超えることはない。よって、遮蔽を追加する必要はない。 

各評価位置における計算結果まとめを表2.3.8-(3)に示す。 

2.3.8.2 実験室（Ⅴ）～ 2.3.10 貯蔵施設として追加するアイソレーションルーム（Ⅰ）内貯

蔵施設 

（記載省略） 

（削る） 

2.3.8.2 実験室（Ⅴ）～ 2.3.10 貯蔵施設として追加するアイソレーションルーム（Ⅰ）内貯蔵

施設 

（変更なし） 

2.3.11 核燃料物質の種類を追加するフードＨ－３及びＨ－５ 

2.3.11.1 概要 

本施設では、核燃料物質の種類を追加するフードＨ－３及びＨ－５で使用する核燃料物質に起

因する実効線量が、線量告示で定める「管理区域に係る線量等」、「周辺監視区域外の線量限度」

及び「放射線業務従事者の線量限度」を超えることはない。また、実効線量を合理的に達成でき

る限り低減させる。 

2.3.11.2 実効線量評価 

フードＨ－３及びＨ－５に係る実効線量評価において、内部被ばくのおそれは極めて低いので、

外部放射線による評価を行う。（1.参照） 

フードＨ－３及びＨ－５で使用する核燃料物質に起因する線量、フードＨ－３及びＨ－５周辺

の使用施設、貯蔵施設及び保管廃棄施設に起因する線量の計算条件及び計算方法は、2.3.2と同様

とする。評価位置は、図2.3.3に示す。 

2.3.11.3 評価結果 

フードＨ－３及びＨ－５で使用する核燃料物質（同室内の鉄セル等からの寄与を含む。）に起因

する、人が常時立ち入る場所の実効線量は最大で5.05×10-1mSv/週、管理区域境界の実効線量につ

いては最大で4.87×10-1mSv/3月となる。 

各評価位置における計算条件及び計算結果を表2.3.11-(1)及び表2.3.11-(2)に示す。 

フードＨ－３及びＨ－５で使用する核燃料物質（同室内の鉄セル等からの寄与を含む。）、フー

ドＨ－３及びＨ－５周辺の使用施設、貯蔵施設及び保管廃棄施設に起因する、人が常時立ち入る

場所における実効線量の合計は、最大で6.4×10-1mSv/週であり、放射線業務従事者の外部被ばく

に係る実効線量は、3.20×10１mSv/年となる。このため４月１日を始期とする１年間の実効線量限

度50mSvを超えることはない。また、平成13年４月１日以後５年ごとに区分した各期間の実効線量

限度100mSvについても、立入時間を制限すること等によりこれを超えないように管理する。 

管理区域境界におけるフードＨ－３及びＨ－５で使用する核燃料物質（同室内の鉄セル等から

の寄与を含む。）、フードＨ－３及びＨ－５周辺の使用施設、貯蔵施設及び保管廃棄施設に起因す

る実効線量の合計は、最大で9.0×10-1mSv/3月となり、線量告示で定める1.3mSv/3月を超えること

はない。よって、遮蔽を追加する必要はない。 

各評価位置における計算結果まとめを表2.3.11-(3)に示す。 

室の使用場所に実験室

（Ⅲ）を追加すること

に伴い、2.3.8.1 を削

除して 2.3.14 に再評

価するため 

Ｈ－３及びＨ－５にお

ける核燃料物質の種類

の追加のため 
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参考文献 

（記載省略） 

 

2.3.12 核燃料物質の最大取扱量を変更するグローブボックスＣ－１及びＣ－２ 

核燃料物質の最大取扱量を変更するグローブボックスＣ－１及びＣ－２に起因する実効線量評

価については、他のグローブボックス等からの影響も考慮して線量率が最大となる位置として評

価を行う。評価結果は 2.2.3のとおり。 

 

 

2.3.13 核燃料物質の種類を追加するグローブボックスＡ－10 

核燃料物質の種類を追加するグローブボックスＡ－10 に起因する実効線量評価については、他

のグローブボックスからの影響も考慮して線量率が最大となる位置として評価を行う。評価結果

は 2.2.3のとおり。 

 

 

2.3.14 室の使用場所に追加する実験室（Ⅲ） 

2.3.14.1 概要 

本施設では、室の使用場所に追加する実験室（Ⅲ）で使用する核燃料物質に起因する実効線量

が、線量告示で定める「管理区域に係る線量等」、「周辺監視区域外の線量限度」及び「放射線業

務従事者の線量限度」を超えることはない。また、実効線量を合理的に達成できる限り低減させ

る。 

 

2.3.14.2 実効線量評価 

実験室（Ⅲ）で使用する核燃料物質に起因する内部被ばくのおそれは極めて低いので、外部放

射線による評価を行う。（1.参照） 

実験室（Ⅲ）で使用する核燃料物質のうち、最大取扱量を追加する室で使用する核燃料物質に

起因する実効線量、室への最大取扱量の追加も含めた実験室（Ⅲ）で使用する核燃料物質に起因

する実効線量、実験室（Ⅲ）周辺の使用施設、貯蔵施設及び保管廃棄施設に起因する線量の計算

条件及び計算方法は、2.3.2と同様とする。評価位置は、図2.3.14に示す。 

 

2.3.14.3 評価結果 

実験室（Ⅲ）で使用する核燃料物質に起因する、人が常時立ち入る場所の実効線量のうち、今

回使用の場所として追加した室で使用する核燃料物質（同室内のグローブボックスからの寄与も

含む）に起因する実効線量は2.24×10-2mSv/週、室も含めた実験室（Ⅲ）で使用する核燃料物質に

起因する実効線量は最大で5.19×10-1mSv/週、管理区域境界の実効線量については最大で

4.57×10-1mSv/3月となる。 

各評価位置における計算条件及び計算結果を表2.3.14-(1)及び表2.3.14-(2)に示す。 

実験室（Ⅲ）で使用する核燃料物質、実験室（Ⅲ）周辺の使用施設、貯蔵施設及び保管廃棄施

設に起因する、人が常時立ち入る場所における実効線量の合計は、最大で6.1×10-1mSv/週であり、

放射線業務従事者の外部被ばくに係る実効線量は、3.05×101mSv/年となる。このため４月１日を

始期とする１年間の実効線量限度50mSvを超えることはない。また、平成13年４月１日以後５年ご

とに区分した各期間の実効線量限度100mSvについても、立入時間を制限すること等によりこれを

超えないように管理する。 

管理区域境界における実験室（Ⅲ）で使用する核燃料物質、実験室（Ⅲ）周辺の使用施設、貯

蔵施設及び保管廃棄施設に起因する実効線量の合計は、最大で6.2×10-1mSv/3月となり、線量告示

で定める1.3mSv/3月を超えることはない。よって、遮蔽を追加する必要はない。 

各評価位置における計算結果まとめを表2.3.14-(3)に示す。 

 

 

 

参考文献 

（変更なし） 

 

Ｃ－１及びＣ－２にお

ける核燃料物質の最大

取扱量の変更のため 

 

 

 

Ａ－10 における核燃

料物質の種類の追加の

ため 

 

 

 

室の使用場所に実験室

（Ⅲ）を追加するため 
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表 2.2.1-(1) 線量率評価結果(受入セル) ～ 表 2.2.3-(1) 鉄セル及び分析用ボックスの線源条

件 

（記載省略） 

 

 

 

 

表 2.2.3-(2) グローブボックスの線源条件 

 

室名 

グローブ 

ボックス 

番号 

取扱量 

備考 プルトニウム 

(g) 

使用済燃料 

(Bq) 

実験室(Ⅳ) Ｃ－１ 
10 

(190) 注) 

1.11×107 

(1.74×108) 注) 

注)保管容器内の 

取扱量 

実験室(Ⅵ) Ａ－７ 
7 

(5) 注) 

1.11×107 

(3.59×108) 注) 

注)保管容器内の 

取扱量 

分析室(Ⅱ) Ｄ－１ 5 1.85×107  

アイソレーション 

ルーム(Ⅱ) 上部 
Ｂ－５ 0.002 注) 7.4×107 注) 

注)保管容器内の 

取扱量 

実験室(Ⅳ) Ｃ－７ 5 1.11×107  

実験室(Ⅷ) Ａ－12 0.3 ―  

備考 ： プルトニウムからの中性子発生数は酸化物系に比較して水溶液系が高くなるため、安

全側の仮定として水溶液で評価する。ただし、グローブボックス(Ｃ－１)の保管容器

内のプルトニウムは酸化物系に限定する。 
 

 

 

 

表 2.2.3-(3) 線量率評価結果(鉄セル) ～ 表 2.2.3-(4) 線量率評価結果(分析用ボックス) 

（記載省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.2.1-(1) 線量率評価結果(受入セル) ～ 表 2.2.3-(1) 鉄セル及び分析用ボックスの線源条

件 

（変更なし） 

 

 

 

 

表 2.2.3-(2) グローブボックスの線源条件 

 

室名 

グローブ 

ボックス 

番号 

取扱量 

備考 プルトニウム 

(g) 

使用済燃料 

(Bq) 

実験室(Ⅳ) Ｃ－２ 
10 

(190) 注) 

1.11×107 

(1.74×108) 注) 

注)保管容器内の 

取扱量 

実験室(Ⅵ) Ａ－７ 
7 

(5) 注) 

1.11×107 

(3.59×108) 注) 

注)保管容器内の 

取扱量 

分析室(Ⅱ) Ｄ－１ 5 1.85×107  

アイソレーション 

ルーム(Ⅱ) 上部 
Ｂ－５ 0.002 注) 7.4×107 注) 

注)保管容器内の 

取扱量 

実験室(Ⅳ) Ｃ－７ 5 1.11×107  

実験室(Ⅷ) Ａ－10 0.2 3.7×106  

備考 ： プルトニウムからの中性子発生数は酸化物系に比較して水溶液系が高くなるため、安

全側の仮定として水溶液で評価する。ただし、グローブボックス(Ｃ－２)の保管容器

内のプルトニウムは酸化物系に限定する。 
 

 

 

 

表 2.2.3-(3) 線量率評価結果(鉄セル) ～ 表 2.2.3-(4) 線量率評価結果(分析用ボックス) 

（変更なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｃ－１及びＣ－２にお

ける核燃料物質の最大

取扱量の変更に伴う評

価対象の変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ－10 における核燃

料物質の種類の追加に

伴う評価対象等の変更 

Ｃ－１及びＣ－２にお

ける核燃料物質の最大

取扱量の変更に伴う評

価対象の変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



バックエンド研究施設 核燃料物質使用変更許可申請書新旧対照表（添付書類１） 

添付 1-10 

変 更 前 変 更 後 備 考 

表 2.2.3-(5) 線量率評価結果(グローブボックス) 

評価位置*1 線源条件 遮蔽体厚さ 線源か

ら評価

点まで

の距離 

(cm) 

線量率 

グローブボックス 

番号 

グローブボックスか

ら評価点までの距離 

含鉛ア

クリル

(cm)

鉛 

(保管

容器) 

(cm) 

計算値 

(μSv/h) 

計算値 

合計 

(μSv/h) 

Ｃ－１ 
グローブボックスの 

遮蔽体表面から 10cm 

3.35 ― 43.35 2.5 

6.7 

3.35 5.0 43.35 4.2 

Ａ－７ 
グローブボックスの 

遮蔽体表面から 10cm 

1.7 ― 41.7 12.1 

13.3 

1.7 5.0 41.7 1.2 

Ｄ－１ 
グローブボックスの 

遮蔽体表面から 10cm 
3.35 ― 43.35 3.2 3.2 

Ｂ－５ 
グローブボックスの 

表面から 10cm 
― 2 40 2.8 2.8 

Ｃ－７ 
グローブボックスの 

遮蔽体表面から 10cm 
2.2 ― 42.2 4.0 4.0 

Ａ－12 
グローブボックスの 

遮蔽体表面から 10cm 
1.7 ― 41.7 0.5 0.5 

*1 評価位置は全て人が常時立ち入る場所。

表 2.2.3-(6) 鉄セル及び分析用ボックスに係る管理区域境界の計算条件及び計算結果 

（記載省略） 

表 2.2.3-(5) 線量率評価結果(グローブボックス) 

評価位置*1 線源条件 遮蔽体厚さ 線源か

ら評価

点まで

の距離 

(cm) 

線量率 

グローブボックス 

番号 

グローブボックスか

ら評価点までの距離 

含鉛ア

クリル

(cm)

鉛 

(保管

容器) 

(cm) 

計算値 

(μSv/h) 

計算値 

合計 

(μSv/h) 

Ｃ－２ 
グローブボックスの 

遮蔽体表面から 10cm 

3.35 ― 43.35 2.5 

6.7 

3.35 5.0 43.35 4.2 

Ａ－７ 
グローブボックスの 

遮蔽体表面から 10cm 

1.7 ― 41.7 12.1 

13.3 

1.7 5.0 41.7 1.2 

Ｄ－１ 
グローブボックスの 

遮蔽体表面から 10cm 
3.35 ― 43.35 3.2 3.2 

Ｂ－５ 
グローブボックスの 

表面から 10cm 
― 2 40 2.8 2.8 

Ｃ－７ 
グローブボックスの 

遮蔽体表面から 10cm 
2.2 ― 42.2 4.0 4.0 

Ａ－10 
グローブボックスの 

遮蔽体表面から 10cm 
1.7 ― 41.7 4.8 4.8 

*1 評価位置は全て人が常時立ち入る場所。

表 2.2.3-(6) 鉄セル及び分析用ボックスに係る管理区域境界の計算条件及び計算結果 

（変更なし） 

Ｃ－１及びＣ－２にお

ける核燃料物質の最大

取扱量の変更に伴う評

価位置の変更 

Ａ－10 における核燃

料物質の種類の追加に

伴う評価位置等の変更 



バックエンド研究施設 核燃料物質使用変更許可申請書新旧対照表（添付書類１） 

添付 1-11 

変 更 前 変 更 後 備 考 

表 2.2.3-(7) グローブボックスに係る管理区域境界の計算条件及び計算結果 

評価位置 線源条件 遮蔽体厚さ 線源か

ら評価

点まで

の距離 

(cm) 

計算結果 

(mSv/3月) 記号 位置名 線源位置 

含鉛 

アク

リル

(cm)

鉛 

(保管

容器) 

(cm) 

普通 

コンク

リート

(cm)

C-1A 建家西壁 
グローブボックス 

Ｃ－１ 

3.35 ― 35 198.35 

4.02×10-2 

3.35 5 35 198.35 

A-7A 建家北壁 
グローブボックス 

Ａ－７ 

1.7 ― 35 196.7 

5.40×10-3 

1.7 5 35 196.7 

D-1A 建家北壁 
グローブボックス 

Ｄ－１ 
2.2 ― 15 427.2 6.41×10-3 

B-5A
トラック

ロック

グローブボックス 

Ｂ－５ 
― 2 ― 502 7.93×10-3 

C-7A 建家北壁 
グローブボックス 

Ｃ－７ 
2.2 ― 55 467.2 4.46×10-5 

A-12A 建家東壁 
グローブボックス

Ａ－12 
1.7 ― 15 676.7 3.18×10-5 

表 2.2.3-(8) 鉄セル及び分析用ボックスに係る点検等で一時的に立ち入る場所、人が常時立ち入る

場所、管理区域境界の計算結果まとめ 

（記載省略） 

表 2.2.3-(7) グローブボックスに係る管理区域境界の計算条件及び計算結果 

評価位置 線源条件 遮蔽体厚さ 線源か

ら評価

点まで

の距離 

(cm) 

計算結果 

(mSv/3月) 記号 位置名 線源位置 

含鉛 

アク

リル

(cm)

鉛 

(保管

容器) 

(cm) 

普通 

コンク

リート

(cm)

C-2A 建家西壁 
グローブボックス 

Ｃ－２ 

3.35 ― 35 198.35 

4.02×10-2 

3.35 5 35 198.35 

A-7A 建家北壁 
グローブボックス 

Ａ－７ 

1.7 ― 35 196.7 

5.40×10-3 

1.7 5 35 196.7 

D-1A 建家北壁 
グローブボックス 

Ｄ－１ 
2.2 ― 15 427.2 6.41×10-3 

B-5A
トラック

ロック

グローブボックス 

Ｂ－５ 
― 2 ― 502 7.93×10-3 

C-7A 建家北壁 
グローブボックス 

Ｃ－７ 
2.2 ― 55 467.2 4.46×10-5 

A-10A 建家東壁 
グローブボックス

Ａ－10 
1.7 ― 15 676.7 1.11×10-2 

表 2.2.3-(8) 鉄セル及び分析用ボックスに係る点検等で一時的に立ち入る場所、人が常時立ち入る

場所、管理区域境界の計算結果まとめ 

（変更なし） 

Ｃ－１及びＣ－２にお

ける核燃料物質の最大

取扱量の変更に伴う評

価位置等の変更 

Ａ－10 における核燃

料物質の種類の追加に

伴う評価位置等の変更 



バックエンド研究施設 核燃料物質使用変更許可申請書新旧対照表（添付書類１） 

添付 1-12 

変 更 前 変 更 後 備 考 

表 2.2.3-(9) グローブボックスに係る放射線業務従事者、人が常時立ち入る場所、管理区域境

界の計算結果まとめ 

(周辺の使用施設、貯蔵施設及び保管廃棄施設に起因する実効線量の合計) 

グローブボックス 

番号 

放射線業務従事者 

(mSv/年) 

人が常時立ち入る場所

(mSv/週) 

管理区域境界 

(mSv/3月) 

Ｃ－１ 2.50×101 5.0×10-1 7.4×10-1 

Ａ－７ 3.20×101 6.4×10-1 3.2×10-1 

Ｄ－１ 1.05×101 2.1×10-1 5.6×10-1 

Ｂ－５ 1.75×101 3.5×10-1 8.2×10-1 

Ｃ－７ 1.30×101 2.6×10-1 1.6×10-1 

Ａ－12 1.10×101 2.2×10-1 3.2×10-1 

表 2.3.1-(1) 保管廃棄施設に係る廃棄物の取扱いに従事する者の計算条件及び計算結果(固体廃棄

物) ～ 表 2.3.4-(4) 核燃料保管室に係る人が一時的に立ち入る場所、人が常時立ち入る場所、管

理区域境界の計算結果まとめ 

（記載省略） 

表 2.2.3-(9) グローブボックスに係る放射線業務従事者、人が常時立ち入る場所、管理区域境

界の計算結果まとめ 

(周辺の使用施設、貯蔵施設及び保管廃棄施設に起因する実効線量の合計) 

グローブボックス 

番号 

放射線業務従事者 

(mSv/年) 

人が常時立ち入る場所

(mSv/週) 

管理区域境界 

(mSv/3月) 

Ｃ－２ 2.50×101 5.0×10-1 7.4×10-1 

Ａ－７ 3.20×101 6.4×10-1 3.2×10-1 

Ｄ－１ 1.05×101 2.1×10-1 5.6×10-1 

Ｂ－５ 1.75×101 3.5×10-1 8.2×10-1 

Ｃ－７ 1.30×101 2.6×10-1 1.6×10-1 

Ａ－10 1.55×101 3.1×10-1 3.2×10-1 

表 2.3.1-(1) 保管廃棄施設に係る廃棄物の取扱いに従事する者の計算条件及び計算結果(固体廃棄

物) ～ 表 2.3.4-(4) 核燃料保管室に係る人が一時的に立ち入る場所、人が常時立ち入る場所、管

理区域境界の計算結果まとめ 

（変更なし） 

Ｃ－１及びＣ－２にお

ける核燃料物質の最大

取扱量の変更に伴う評

価対象の変更 

Ａ－10 における核燃

料物質の種類の追加に

伴う評価対象等の変更 



バックエンド研究施設 核燃料物質使用変更許可申請書新旧対照表（添付書類１） 

添付 1-13 

変 更 前 変 更 後 備 考 

表 2.3.8-(1) 実験室(Ⅲ)に係る人が常時立ち入る場所の計算条件及び計算結果 

評価位置 
線源位置 

遮蔽体の種類 

及び厚さ 

線源から

評価点ま

での距離 

評価時間 

(h/週) 

計算結果 

(mSv/週) 

No. 位置名 

L-1

実験室

(Ⅲ) 

グローブ

ボックス 

Ｂ－１ 

グローブボ

ックスの遮

蔽体表面か

ら 10cm 

含鉛アクリル樹脂 

2.2cm 
42.2cm 40 

1.5×10-1 
含鉛アクリル樹脂 

2.2cm、鉛 5cm 
42.2cm 40 

表 2.3.8-(2) 実験室(Ⅲ)に係る管理区域境界の計算条件及び計算結果 

評価位置 
線源位置 

遮蔽体の種類 

及び厚さ 

線源から

評価点ま

での距離 

評価時間 

(h/3月) 

計算結果 

(mSv/3月) 

No. 位置名 

L-2 建家南壁 実験室(Ⅲ) 
普通コンクリート 

35cm 
375cm 500 1.2×10-3 

表2.3.8-(3) 実験室(Ⅲ)に係る放射線業務従事者、人が常時立ち入る場所、管理区域境界の計

算結果まとめ 

(実験室(Ⅲ)及び実験室(Ⅲ)周辺の使用施設、貯蔵施設及び保管廃棄施設に起因する

実効線量の合計) 

放射線業務従事者 

(mSv/年) 

人が常時立ち入る場所

(mSv/週) 

管理区域境界 

(mSv/3月) 

7.50 1.5×10-1 9.1×10-3 

表 2.3.8-(4) 実験室(Ⅴ)に係る人が常時立ち入る場所の計算条件及び計算結果 ～ 表 2.3.10-(4) 

アイソレーションルーム(Ⅰ)内貯蔵施設に係る人が一時的に立ち入る場所、人が常時立ち入る場所、

管理区域境界の計算結果まとめ

（記載省略）

表 2.3.8-(1) （削除） 

（削る） 

表 2.3.8-(2) （削除） 

（削る） 

表 2.3.8-(3) （削除） 

（削る） 

表 2.3.8-(4) 実験室(Ⅴ)に係る人が常時立ち入る場所の計算条件及び計算結果 ～ 表 2.3.10-(4) 

アイソレーションルーム(Ⅰ)内貯蔵施設に係る人が一時的に立ち入る場所、人が常時立ち入る場所、

管理区域境界の計算結果まとめ

（変更なし）

室の使用場所に実験室

（Ⅲ）を追加すること

に伴い、2.3.8.1 を削

除して 2.3.14 に再評

価するため 



バックエンド研究施設 核燃料物質使用変更許可申請書新旧対照表（添付書類１） 

添付 1-14 

変 更 前 変 更 後 備 考 

表 2.3.11-(1) 最大取扱量を追加するフードに係る人が常時立ち入る場所の計算条件及び計算

結果 

評価位置 
線源位置 

遮蔽体の種類 

及び厚さ 

線源から

評価点ま

での距離 

評価時間 

(h/週) 

計算結果 

(mSv/週) 

No. 位置名 

H-3

実験室 

(Ⅳ) 

フード

Ｈ－３ 

フードの表

面から 

10cm 

－ 40cm 40 4.84×10-1 

H-5

実験室 

(Ⅳ) 

フード

Ｈ－５ 

フードの表

面から 

10cm 

－ 

40cm 40 5.05×10-1 

鉛 5cm 

表 2.3.11-(2) 最大取扱量を追加するフードに係る管理区域境界の計算条件及び計算結果 

評価位置 
線源位置 

遮蔽体の種類 

及び厚さ 

線源から

評価点ま

での距離 

評価時間 

(h/3月) 

計算結果 

(mSv/3月) 

No. 位置名 

H-3A 建家西壁 

実験室(Ⅳ) 

フード

Ｈ－３ 

普通コンクリート 

35cm 
35cm 500 4.87×10-1 

H-5A
トラック

ロック

実験室(Ⅳ) 

フード

Ｈ－５ 

普通コンクリート 

45cm 
45cm 

500 1.17×10-1 
鉛 5cm、 

普通コンクリート 

45cm 
50cm 

表 2.3.11-(3) 最大取扱量を追加するフードに係る放射線業務従事者、人が常時立ち入る場所、

管理区域境界の計算結果まとめ 

(周辺の使用施設、貯蔵施設及び保管廃棄施設に起因する実効線量の合計) 

フード番号
放射線業務従事者 

(mSv/年) 

人が常時立ち入る場所

(mSv/週) 

管理区域境界 

(mSv/3月) 

Ｈ－３ 3.05×101 6.1×10-1 8.5×10-1 

Ｈ－５ 3.20×101 6.4×10-1 9.0×10-1 

Ｈ－３及びＨ－５にお

ける核燃料物質の種類

の追加に伴う追加 



バックエンド研究施設 核燃料物質使用変更許可申請書新旧対照表（添付書類１） 

添付 1-15 

変 更 前 変 更 後 備 考 

表 2.3.14-(1) 実験室(Ⅲ)に係る人が常時立ち入る場所の計算条件及び計算結果 

評価位置 
線源位置 

遮蔽体の種類 

及び厚さ 

線源から

評価点ま

での距離 

評価時間 

(h/週) 

計算結果 

(mSv/週) 

No. 位置名 

L-1

実験室 

(Ⅲ) 

グローブ

ボックス 

Ｂ－４ 

グローブボ

ックスの遮

蔽体表面か

ら 10cm 

含鉛アクリル樹脂 

2.2cm 
42.2cm 40 

5.19×10-1 
含鉛アクリル樹脂 

2.2cm、鉛 5cm 
42.2cm 40 

L-3
実験室 

(Ⅲ) 

実験室(Ⅲ) 

放射能測定

装置 

－ 30cm 40 2.24×10-2 

表 2.3.14-(2) 実験室(Ⅲ)に係る管理区域境界の計算条件及び計算結果 

評価位置 
線源位置 

遮蔽体の種類 

及び厚さ 

線源から

評価点ま

での距離 

評価時間 

(h/3月) 

計算結果 

(mSv/3月) 

No. 位置名 

L-2
トラック

ロック
実験室(Ⅲ) 

普通コンクリート 

25cm 
157.2cm 500 4.57×10-1 

表2.3.14-(3) 実験室(Ⅲ)に係る放射線業務従事者、人が常時立ち入る場所、管理区域境界の計

算結果まとめ 

(実験室(Ⅲ)及び実験室(Ⅲ)周辺の使用施設、貯蔵施設及び保管廃棄施設に起因する

実効線量の合計) 

放射線業務従事者 

(mSv/年) 

人が常時立ち入る場所

(mSv/週) 

管理区域境界 

(mSv/3月) 

3.05×101 6.1×10-1 6.2×10-1 

室の使用場所に実験室

（Ⅲ）を追加すること

に伴う追加 
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変 更 前 変 更 後 備 考 

 

3. 火災等による損傷の防止 

3.1 火災に対する考慮 ～ 3.2 爆発に対する考慮（記載省略） 

 

3.3 平成 25年 12月 18日以降に変更又は追加した設備・機器等の適合性 

(1) 保管廃棄施設 ～ (10)  精密測定室へ追加する放射能測定装置 

（記載省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 立入りの防止 

（記載省略） 

 

5. 自然現象による影響の考慮 

政令第 41条非該当施設に関する記載であるため、該当しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 火災等による損傷の防止 

3.1 火災に対する考慮 ～ 3.2 爆発に対する考慮（変更なし） 

 

3.3 平成 25年 12月 18日以降に変更又は追加した設備・機器等の適合性 

(1) 保管廃棄施設 ～ (10) 精密測定室へ追加する放射能測定装置 

（変更なし） 

 

 

(11) 核燃料物質の種類を追加するフードＨ－３及びＨ－５ 

核燃料物質の種類を追加するフードＨ－３及びＨ－５は、既設設備であるため、3.1及び 3.2の

とおりである。核燃料物質の種類の追加は、火災等による損傷の防止に影響を与えない。 

 

(12) 核燃料物質の最大取扱量を変更するグローブボックスＣ－１及びＣ－２ 

核燃料物質の最大取扱量を変更するグローブボックスＣ－１及びＣ－２は、既設設備であるた

め、3.1及び 3.2のとおりである。核燃料物質の最大取扱量の変更は、火災等による損傷の防止に

影響を与えない。 

 

(13) 核燃料物質の種類を追加するグローブボックスＡ－10 

核燃料物質の種類を追加するグローブボックスＡ－10は、既設設備であるため、3.1及び 3.2の

とおりである。核燃料物質の種類の追加は、火災等による損傷の防止に影響を与えない。 

 

(14) 室の使用場所に追加する実験室（Ⅲ） 

実験室（Ⅲ）は、鉄筋コンクリート造の耐火構造の建築物の内部に位置する。実験室（Ⅲ）にお

いて使用する放射能測定装置は接地するとともに、可能な限り不燃性又は難燃性の材料により構

成する。主な材料は金属（不燃性）である。 

実験室（Ⅲ）への化学薬品の持込みは最小限とし、発生した廃液は処理を行い速やかに廃棄する。 

 

 

4. 立入りの防止 

（変更なし） 

 

5. 自然現象による影響の考慮 

政令第 41条非該当施設に関する記載であるため、該当しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｈ－３及びＨ－５にお

ける核燃料物質の種類

の追加のため 

 

Ｃ－１及びＣ－２にお

ける核燃料物質の最大

取扱量の変更のため 

 

 

Ａ－10 における核燃

料物質の種類の追加の

ため 

 

室の使用場所に実験室

（Ⅲ）を追加し、放射

能測定装置において使

用するため 
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変 更 前 変 更 後 備 考 

6. 核燃料物質の臨界の防止

6.1 核燃料物質の臨界の防止（記載省略）

6.2 平成 25年 12月 18日以降に変更又は追加した設備・機器等の適合性 

(1) 使用施設の設備へ追加する設備

分析室（Ⅰ）及び廃液処理室（Ⅵ）においては、分析室（Ⅰ）及び廃液処理室（Ⅵ）をそれぞ

れ単一ユニットとし、Ｐｕ－水系の溶液燃料に対する核的制限値 210g（２３９Ｐｕ換算）を超えな

いように質量管理を行う。分析室（Ⅰ）及び廃液処理室（Ⅵ）への核燃料物質の搬入に際しては、

核燃料物質の量が測定・評価されていることを確認した後移動する。このように、臨界安全管理

は十分になされており、核燃料物質が臨界に達するおそれはない。 

(2) 最大取扱量を追加する実験室（Ⅳ） ～ (8) 貯蔵施設として追加するアイソレーションルー

ム（Ⅰ）内貯蔵施設

（記載省略）

7. 使用前検査対象施設の地盤

（記載省略）

8. 地震による損傷の防止

（記載省略）

9. 津波による損傷の防止

（記載省略）

10. 外部からの衝撃による損傷の防止

（記載省略）

11. 使用前検査対象施設への人の不法な侵入等の防止

（記載省略）

12. 溢水による損傷の防止

6. 核燃料物質の臨界の防止

6.1 核燃料物質の臨界の防止（変更なし）

6.2 平成 25年 12月 18日以降に変更又は追加した設備・機器等の適合性 

(1) 使用施設の設備へ追加する設備

分析室（Ⅰ）及び廃液処理室（Ⅵ）においては、分析室（Ⅰ）及び廃液処理室（Ⅵ）をそれぞ

れ単一ユニットとし、Ｐｕ－水系の溶液燃料に対する核的制限値 210g（２３９Ｐｕ換算）を超えな

いように質量管理を行う。分析室（Ⅰ）及び廃液処理室（Ⅵ）への核燃料物質の搬入に際しては、

核燃料物質の量が測定・評価されていることを確認した後移動する。このように、臨界安全管理

は十分になされており、核燃料物質が臨界に達するおそれはない。 

(2) 最大取扱量を追加する実験室（Ⅳ） ～ (8) 貯蔵施設として追加するアイソレーションルー

ム（Ⅰ）内貯蔵施設

（変更なし）

(9) 核燃料物質の種類を追加するフードＨ－３及びＨ－５

フードＨ－３及びＨ－５が設置されている実験室（Ⅳ）においては、実験室（Ⅳ）を単一ユニ

ットとし、(1)と同様に、Ｐｕ－水系の溶液燃料に対する核的制限値 210g（２３９Ｐｕ換算）を超え

ないように質量管理を行う。 

(10) 核燃料物質の最大取扱量を変更するグローブボックスＣ－１及びＣ－２

グローブボックスＣ－１及びＣ－２が設置されている実験室（Ⅳ）においては、実験室（Ⅳ）

を単一ユニットとし、(1)と同様に、Ｐｕ－水系の溶液燃料に対する核的制限値 210g（２３９Ｐｕ換

算）を超えないように質量管理を行う。 

(11) 核燃料物質の種類を追加するグローブボックスＡ－10

グローブボックスＡ－10が設置されている実験室（Ⅷ）においては、実験室（Ⅷ）を単一ユニ

ットとし、(1)と同様に、Ｐｕ－水系の溶液燃料に対する核的制限値 210g（２３９Ｐｕ換算）を超え

ないように質量管理を行う。 

(12) 室の使用場所に追加する実験室（Ⅲ）

実験室（Ⅲ）においては、実験室（Ⅲ）を単一ユニットとし、(1)と同様に、Ｐｕ－水系の溶液

燃料に対する核的制限値 210g（２３９Ｐｕ換算）を超えないように質量管理を行う。 

7. 使用前検査対象施設の地盤

（変更なし）

8. 地震による損傷の防止

（変更なし）

9. 津波による損傷の防止

（変更なし）

10. 外部からの衝撃による損傷の防止

（変更なし）

11. 使用前検査対象施設への人の不法な侵入等の防止

（変更なし）

12. 溢水による損傷の防止

Ｈ－３及びＨ－５にお

ける核燃料物質の種類

の追加のため 

Ｃ－１及びＣ－２にお

ける核燃料物質の最大

取扱量の変更のため 

Ａ－10 における核燃

料物質の種類の追加の

ため 

室の使用場所に実験室

（Ⅲ）を追加するため 
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変 更 前 変 更 後 備 考 

（記載省略） 

13. 化学薬品の漏えいによる損傷の防止

（記載省略）

14. 飛散物による損傷の防止

（記載省略）

15. 重要度に応じた安全機能の確保

（記載省略）

16. 環境条件を考慮した設計

（記載省略）

17. 検査等を考慮した設計

（記載省略）

18. 使用前検査対象施設の共用

（記載省略）

19. 誤操作の防止

（記載省略）

20. 安全避難通路等

（記載省略）

21. 設計評価事故時の放射線障害の防止

（記載省略）

22. 貯蔵施設

（記載省略）

23. 廃棄施設
23.1 気体廃棄施設

23.1.1 廃棄の方法 ～ 23.1.4 標識 

（記載省略） 

23.1.5 平成 25年 12月 18日以降に変更又は追加した設備・機器等の適合性 

(1) 使用施設の設備へ追加する設備 ～ (8) 貯蔵施設として追加するアイソレーションルーム

（Ⅰ）内貯蔵施設 

（記載省略） 

（変更なし） 

13. 化学薬品の漏えいによる損傷の防止

（変更なし）

14. 飛散物による損傷の防止

（変更なし）

15. 重要度に応じた安全機能の確保

（変更なし）

16. 環境条件を考慮した設計

（変更なし）

17. 検査等を考慮した設計

（変更なし）

18. 使用前検査対象施設の共用

（変更なし）

19. 誤操作の防止

（変更なし）

20. 安全避難通路等

（変更なし）

21. 設計評価事故時の放射線障害の防止

（変更なし）

22. 貯蔵施設

（変更なし）

23. 廃棄施設
23.1 気体廃棄施設

23.1.1 廃棄の方法 ～ 23.1.4 標識 

（変更なし） 

23.1.5 平成 25年 12月 18日以降に変更又は追加した設備・機器等の適合性 

(1) 使用施設の設備へ追加する設備 ～ (8) 貯蔵施設として追加するアイソレーションルーム

（Ⅰ）内貯蔵施設 

（変更なし） 

(9) 核燃料物質の種類を追加するフードＨ－３及びＨ－５

フードＨ－３及びＨ－５に起因する気体廃棄物は、施設のフードの排気系により排気され、

23.1.5（1）と同様にろ過される。 

(10) 核燃料物質の最大取扱量を変更するグローブボックスＣ－１及びＣ－２

グローブボックスＣ－１及びＣ－２に起因する気体廃棄物は、施設のグローブボックスの排気

系により排気され、23.1.5（1）と同様にろ過される。 

(11) 核燃料物質の種類を追加するグローブボックスＡ－10

Ｈ－３及びＨ－５にお

ける核燃料物質の種類

の追加のため 

Ｃ－１及びＣ－２にお

ける核燃料物質の最大

取扱量の変更のため 

Ａ－10 における核燃



バックエンド研究施設 核燃料物質使用変更許可申請書新旧対照表（添付書類１） 

添付 1-22 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

23.2 液体廃棄施設 

23.2.1 廃棄の方法 ～ 23.2.4 標識 

（記載省略） 

 

23.1.5 平成 25 年 12月 18日以降に変更又は追加した設備・機器等の適合性 

(1) 使用施設の設備へ追加する設備 ～ (8) 貯蔵施設として追加するアイソレーションルーム

（Ⅰ）内貯蔵施設 

（記載省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

23.3 固体廃棄施設 

（記載省略） 

 

24. 汚染を検査するための設備 

（記載省略） 

 

25. 監視設備 

（記載省略） 

 

26. 非常用電源設備 

（記載省略） 

 

27. 通信連絡設備等 

（記載省略） 

 

28. 多量の放射性物質等を放出する事故の拡大の防止 

（記載省略） 

 

グローブボックスＡ－10に起因する気体廃棄物は、施設のグローブボックスの排気系により排

気され、23.1.5（1）と同様にろ過される。 

 

(12) 室の使用場所に追加する実験室（Ⅲ） 

実験室（Ⅲ）の放射能測定装置において使用する核燃料物質は、金属板に焼き付け又は容器に

封入されており、気体廃棄物の発生はない。 

 

 

23.2 液体廃棄施設 

23.2.1 廃棄の方法 ～ 23.2.4 標識 

（変更なし） 

 

23.1.5 平成 25年 12月 18日以降に変更又は追加した設備・機器等の適合性 

(1) 使用施設の設備へ追加する設備 ～ (8) 貯蔵施設として追加するアイソレーションルーム

（Ⅰ）内貯蔵施設 

（変更なし） 

 

 
(9) 核燃料物質の種類を追加するフードＨ－３及びＨ－５ 

フードＨ－３及びＨ－５に起因する液体廃棄物は、23.2.5（1）と同様に処分する。 

 

(10) 核燃料物質の最大取扱量を変更するグローブボックスＣ－１及びＣ－２ 

グローブボックスＣ－１及びＣ－２に起因する液体廃棄物は、23.2.5（1）と同様に処分する。 

 

(11) 核燃料物質の種類を追加するグローブボックスＡ－10 

グローブボックスＡ－10に起因する液体廃棄物は、23.2.5（1）と同様に処分する。 

 

(12) 室の使用場所に追加する実験室（Ⅲ） 

実験室（Ⅲ）の放射能測定装置において使用する核燃料物質は、金属板に焼き付け又は容器に

封入されており、液体廃棄物の発生はない。 

 

 

23.3 固体廃棄施設 

（変更なし） 

 

24. 汚染を検査するための設備 

（変更なし） 

 

25. 監視設備 

（変更なし） 

 

26. 非常用電源設備 

（変更なし） 

 

27. 通信連絡設備等 

（変更なし） 

 

28. 多量の放射性物質等を放出する事故の拡大の防止 

（変更なし） 

 

料物質の種類の追加の

ため 

 

室の使用場所に実験室

（Ⅲ）を追加し、放射

能測定装置において使

用するため 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｈ－３及びＨ－５にお

ける核燃料物質の種類

の追加のため 

Ｃ－１及びＣ－２にお

ける核燃料物質の最大

取扱量の変更のため 

Ａ－10 における核燃

料物質の種類の追加の

ため 

室の使用場所に実験室

（Ⅲ）を追加し、放射

能測定装置において使

用するため 



バックエンド研究施設 核燃料物質使用変更許可申請書新旧対照表（添付書類２） 

添付 2-1 

変 更 前 変 更 後 備 考 

添付書類２ 

変更後における使用施設等の操作上の過失、機械又は装置の故障、地震、

火災、爆発等があった場合に発生すると想定される事故の種類及び程度並

びにこれらの原因又は事故に応ずる災害防止の措置に関する説明書 

（バックエンド研究施設）

添付書類２ 

変更後における使用施設等の操作上の過失、機械又は装置の故障、地震、

火災、爆発等があった場合に発生すると想定される事故の種類及び程度並

びにこれらの原因又は事故に応ずる災害防止の措置に関する説明書 

（バックエンド研究施設）



バックエンド研究施設 核燃料物質使用変更許可申請書新旧対照表（添付書類２） 

添付 2-2 

変 更 前 変 更 後 備 考 

（記載省略） （変更なし） 



バックエンド研究施設 核燃料物質使用変更許可申請書新旧対照表（添付書類３） 

添付 3-1 

変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

添付書類３ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更に係る核燃料物質の使用に必要な技術的能力に関する説明書 
 

（バックエンド研究施設） 
 

 

 

添付書類３ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更に係る核燃料物質の使用に必要な技術的能力に関する説明書 
 

（バックエンド研究施設） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



バックエンド研究施設 核燃料物質使用変更許可申請書新旧対照表（添付書類３） 

添付 3-2 

変 更 前 変 更 後 備 考 

（記載省略） （変更なし） 





核燃料物質の使用の変更の許可申請書新旧対照表

（バックエンド技術開発建家）

（申請書本文） 

令和４年２月 

別添（４）



バックエンド技術開発建家 核燃料物質の使用の変更の許可申請書新旧対照表（本文） 

本文-1 

変 更 前 変 更 後 備 考

目 次

（記載省略）

１．氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名（記載省略）

２．使用の目的及び方法

目的番号 使用の目的

１ 放射性廃棄物（事故廃棄物を含む）の合理的処理・処分に資するため、廃棄物

に対する放射能測定手法の技術開発及びその技術を用いた分析並びに東京電力

(株)福島第一原子力発電所から受入れた試料（土壌、瓦礫、植物、汚染水）、原子

炉建屋内及びタービン建屋内で採取した試料（金属材料、有機材料、瓦礫、滞留

水）及び汚染水の処理設備の試料（処理水、構造物、吸着材、汚染水処理に伴う

二次廃棄物）（以下「１Ｆ汚染物」という。）の分析を行う。

使用の方法

使用する部屋、設備・機器

調製室１ フード 2 台 

取扱核燃料物質

天然ウラン （物理的形態：液体）

（化学形：硝酸塩、塩化物）

劣化ウラン （物理的形態：液体）

（化学形：硝酸塩、塩化物）

トリウム （物理的形態：液体）

（化学形：硝酸塩、塩化物）

濃縮ウラン （物理的形態：液体）

（化学形：硝酸塩、塩化物）

プルトニウム （物理的形態：液体）

（化学形：硝酸塩、塩化物）

ウラン２３３ （物理的形態：液体）

（化学形：硝酸塩、塩化物）

使用済燃料 （物理的形態：液体）

（化学形：硝酸塩、塩化物）

一回あたりの最大取扱量（フード 1 台あたり） 

天然ウラン 100mg 

劣化ウラン 100mg 

トリウム 100mg 

目 次

（変更なし）

１．氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名（変更なし）

２．使用の目的及び方法

（削る） 核燃料物質の使用を終

了するため



バックエンド技術開発建家 核燃料物質の使用の変更の許可申請書新旧対照表（本文） 

本文-2 

変 更 前 変 更 後 備 考 

濃縮ウラン（5%未満）   100μg 

（5%以上 20%未満） 100μg 

プルトニウム    20μg 

ウラン２３３    500μg 

使用済燃料    3.7MBq 

 

目的番号 使用の方法 

１ 使用する部屋、設備・機器 

調製室２  フード  1 台 

取扱核燃料物質 

天然ウラン （物理的形態：固体、粉体、液体） 

  （化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物） 

劣化ウラン （物理的形態：固体、粉体、液体） 

  （化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物） 

トリウム （物理的形態：固体、粉体、液体） 

  （化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物） 

濃縮ウラン （物理的形態：固体、粉体、液体） 

  （化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物） 

ウラン２３３ （物理的形態：固体、粉体、液体） 

  （化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物） 

使用済燃料 （物理的形態：固体、粉体、液体） 

  （化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物） 

一回あたりの最大取扱量 

天然ウラン    100mg 

劣化ウラン    100mg 

トリウム    100mg 

濃縮ウラン（5%未満）   100μg 

（5%以上 20%未満） 100μg 

ウラン２３３    500μg 

使用済燃料    3.7MBq 

取扱方法 

単一または複数の種類の核燃料物質を含む試料（１Ｆ汚染物を含む）

を、加熱操作を含む酸分解、アルカリ融解等の分析前処理により溶液化す

る。また、放射能測定用試料、質量分析用試料及び表面分析用試料の調製

を行う。放射能測定用試料、質量分析用試料については、ポリ容器に封入

 

 

 

 

 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

核燃料物質の使用を終

了するため 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



バックエンド技術開発建家 核燃料物質の使用の変更の許可申請書新旧対照表（本文） 

本文-3 

変 更 前 変 更 後 備 考 

する等の飛散防止策を施す。表面分析用試料については、樹脂に埋め込

み、金、白金等で表面をコーティングする等の飛散防止処理を施す。 

１Ｆ汚染物の放射能量と使用済燃料の放射能量の合計は、一回あたりの

最大取扱量を超えないように管理し、１Ｆ汚染物を受入れる場合には、受

入後の貯蔵設備における収納量が「８－３ 貯蔵施設の設備」に示す最大

収納量以下であることを事前に確認する。また、１Ｆ汚染物の放射能量と

使用済燃料の放射能量の合計が、「５．予定使用期間及び年間予定使用量」

に示す最大存在量及び延べ取扱量を超えないように管理する。 

取扱注意事項（安全確保の方法） 

作業開始前にフード開口部の風向を確認する。取り扱う設備、機器及び

装置はフード内に収納し、核燃料物質等の閉じ込めを確保する。加熱操作

等を行う際は、周辺の状況、可燃物の有無を確認し、火気に十分注意して

作業を行う。また、作業前後において、作業エリア及び作業者に汚染が無

いことを確認する。作業に伴い発生する放射性廃棄物は、作業終了の都

度、その性状に応じて分類し指定容器に収納する。なお、フードにおいて

非密封核燃料物質を取り扱う場合の最大取扱量については、JIS Z 4808-

2002 及び IAEA Safety Series No.30 等の文献を参考に設定した基準量とす

る。 

 

目的番号 使用の方法 

１ 使用する部屋、設備・機器 

調製室３  フード  6 台 

取扱核燃料物質 

天然ウラン （物理的形態：固体、液体） 

  （化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物） 

劣化ウラン （物理的形態：固体、液体） 

  （化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物） 

トリウム （物理的形態：固体、液体） 

  （化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物） 

濃縮ウラン （物理的形態：固体、液体） 

  （化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物） 

プルトニウム （物理的形態：固体、液体） 

  （化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物） 

ウラン２３３ （物理的形態：固体、液体） 

  （化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物） 

使用済燃料 （物理的形態：固体、液体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

核燃料物質の使用を終

了するため 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



バックエンド技術開発建家 核燃料物質の使用の変更の許可申請書新旧対照表（本文） 

本文-4 

変 更 前 変 更 後 備 考

（化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物）

一回あたりの最大取扱量（フード 1 台あたり） 

天然ウラン 100mg 

劣化ウラン 100mg 

トリウム 100mg 

濃縮ウラン（5%未満） 100μg 

（5%以上 20%未満） 100μg 

プルトニウム 20μg 

ウラン２３３ 500μg 

使用済燃料 3.7MBq 

取扱方法

単一または複数の種類の核燃料物質を含む溶液（１Ｆ汚染物及びその溶

解液を含む）を用いて、放射化学的手法による分離抽出、加熱操作等によ

り放射能測定用試料及び質量分析用試料の調製を行う。放射能測定用試料

及び質量分析用試料については、ポリ容器に封入する等の飛散防止策を施

す。

１Ｆ汚染物の放射能量と使用済燃料の放射能量の合計は、一回あたりの

最大取扱量を超えないように管理し、１Ｆ汚染物を受入れる場合には、受

入後の貯蔵設備における収納量が「８－３ 貯蔵施設の設備」に示す最大

収納量以下であることを事前に確認する。また、１Ｆ汚染物の放射能量と

使用済燃料の放射能量の合計が、「５．予定使用期間及び年間予定使用量」

に示す最大存在量及び延べ取扱量を超えないように管理する。

取扱注意事項（安全確保の方法）

作業開始前にフード開口部の風向を確認する。取り扱う設備、機器及び

装置はフード内に収納し、核燃料物質等の閉じ込めを確保する。加熱操作

等を行う際は、周辺の状況、可燃物の有無を確認し、火気に十分注意して

作業を行う。また、作業前後において、作業エリア及び作業者に汚染が無

いことを確認する。作業に伴い発生する放射性廃棄物は、作業終了の都

度、その性状に応じて分類し指定容器に収納する。なお、フードにおいて

非密封核燃料物質を取り扱う場合の最大取扱量については、JIS Z 4808-

2002 及び IAEA Safety Series No.30 等の文献を参考に設定した基準量とす

る。

目的番号 使用の方法

１ 使用する部屋、設備・機器

調製室４ フード 3 台 

（削る） 核燃料物質の使用を終

了するため



バックエンド技術開発建家 核燃料物質の使用の変更の許可申請書新旧対照表（本文） 

本文-5 

変 更 前 変 更 後 備 考

取扱核燃料物質

天然ウラン （物理的形態：固体、粉体、液体）

（化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物）

劣化ウラン （物理的形態：固体、粉体、液体）

（化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物）

トリウム （物理的形態：固体、粉体、液体）

（化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物）

濃縮ウラン （物理的形態：固体、粉体、液体）

（化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物）

ウラン２３３ （物理的形態：固体、粉体、液体）

（化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物）

使用済燃料 （物理的形態：固体、粉体、液体）

（化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物）

一回あたりの最大取扱量（フード 1 台あたり） 

天然ウラン 100mg 

劣化ウラン 100mg 

トリウム 100mg 

濃縮ウラン（5%未満） 100μg 

（5%以上 20%未満） 100μg 

ウラン２３３ 500μg 

使用済燃料 3.7MBq 

取扱方法

単一または複数の種類の核燃料物質を含む試料（１Ｆ汚染物を含む）

を、加熱操作を含む酸分解、アルカリ融解等の分析前処理により溶液化す

る。また、放射能測定用試料、質量分析用試料及び表面分析用試料の調製

を行う。放射能測定用試料、質量分析用試料については、ポリ容器に封入

する等の飛散防止策を施す。表面分析用試料については、樹脂に埋め込

み、金、白金等で表面をコーティングする等の飛散防止処理を施す。

１Ｆ汚染物の放射能量と使用済燃料の放射能量の合計は、一回あたりの

最大取扱量を超えないように管理し、１Ｆ汚染物を受入れる場合には、受

入後の貯蔵設備における収納量が「８－３ 貯蔵施設の設備」に示す最大

収納量以下であることを事前に確認する。また、１Ｆ汚染物の放射能量と

使用済燃料の放射能量の合計が、「５．予定使用期間及び年間予定使用量」

に示す最大存在量及び延べ取扱量を超えないように管理する。

取扱注意事項（安全確保の方法）



バックエンド技術開発建家 核燃料物質の使用の変更の許可申請書新旧対照表（本文） 

本文-6 

変 更 前 変 更 後 備 考 

作業開始前にフード開口部の風向を確認する。取り扱う設備、機器及び

装置はフード内に収納し、核燃料物質等の閉じ込めを確保する。加熱操作

等を行う際は、周辺の状況、可燃物の有無を確認し、火気に十分注意して

作業を行う。また、作業前後において、作業エリア及び作業者に汚染が無

いことを確認する。作業に伴い発生する放射性廃棄物は、作業終了の都

度、その性状に応じて分類し指定容器に収納する。なお、フードにおいて

非密封核燃料物質を取り扱う場合の最大取扱量については、JIS Z 4808-

2002 及び IAEA Safety Series No.30 等の文献を参考に設定した基準量とす

る。 

 

目的番号 使用の方法 

１ 使用する部屋、設備・機器 

放射能測定室１  放射能測定器（γ 線スペクトロメータ）  1 台 

取扱核燃料物質 

天然ウラン （物理的形態：固体、液体） 

  （化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物） 

劣化ウラン （物理的形態：固体、液体） 

  （化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物） 

トリウム （物理的形態：固体、液体） 

  （化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物） 

濃縮ウラン （物理的形態：固体、液体） 

  （化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物） 

プルトニウム （物理的形態：固体、液体） 

  （化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物） 

ウラン２３３ （物理的形態：固体、液体） 

  （化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物） 

使用済燃料 （物理的形態：固体、液体） 

  （化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物） 

一回あたりの最大取扱量 

天然ウラン    10mg 

劣化ウラン    10mg 

トリウム    10mg 

濃縮ウラン（5%未満）   10μg 

（5%以上 20%未満） 10μg 

プルトニウム    2μg 

ウラン２３３    50μg 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

核燃料物質の使用を終

了するため 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



バックエンド技術開発建家 核燃料物質の使用の変更の許可申請書新旧対照表（本文） 

本文-7 

変 更 前 変 更 後 備 考

使用済燃料 370kBq 

取扱方法

単一または複数の種類の核燃料物質を含む試料（１Ｆ汚染物を含む）の

放射能測定を行う。各種試料は、ポリ容器に封入する等の飛散防止策を施

した状態で持込み、放射能測定終了の都度、密封容器等に保管する。

１Ｆ汚染物の放射能量と使用済燃料の放射能量の合計は、一回あたりの

最大取扱量を超えないように管理し、１Ｆ汚染物を受入れる場合には、受

入後の貯蔵設備における収納量が「８－３ 貯蔵施設の設備」に示す最大

収納量以下であることを事前に確認する。また、１Ｆ汚染物の放射能量と

使用済燃料の放射能量の合計が、「５．予定使用期間及び年間予定使用量」

に示す最大存在量及び延べ取扱量を超えないように管理する。

取扱注意事項（安全確保の方法）

作業に伴い発生する放射性廃棄物は、作業終了の都度、その性状に応じ

て分類し指定容器に収納する。

目的番号 使用の方法

１ 使用する部屋、設備・機器

放射能測定室２ 放射能測定器（β 線スペクトロメータ） 1 台 

取扱核燃料物質

天然ウラン （物理的形態：固体、液体）

（化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物）

劣化ウラン （物理的形態：固体、液体）

（化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物）

トリウム （物理的形態：固体、液体）

（化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物）

濃縮ウラン （物理的形態：固体、液体）

（化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物）

プルトニウム （物理的形態：固体、液体）

（化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物）

ウラン２３３ （物理的形態：固体、液体）

（化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物）

使用済燃料 （物理的形態：固体、液体）

（化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物）

一回あたりの最大取扱量

天然ウラン 10mg 

（削る） 核燃料物質の使用を終

了するため



バックエンド技術開発建家 核燃料物質の使用の変更の許可申請書新旧対照表（本文） 

本文-8 

変 更 前 変 更 後 備 考

劣化ウラン 10mg 

トリウム 10mg 

濃縮ウラン（5%未満） 10μg 

（5%以上 20%未満） 10μg 

プルトニウム 2μg 

ウラン２３３ 50μg 

使用済燃料 370kBq 

取扱方法

単一または複数の種類の核燃料物質を含む試料（１Ｆ汚染物を含む）の

放射能測定を行う。各種試料は、ポリ容器に封入する等の飛散防止策を施

した状態で持込み、放射能測定終了の都度、密封容器等に保管する。

１Ｆ汚染物の放射能量と使用済燃料の放射能量の合計は、一回あたりの

最大取扱量を超えないように管理し、１Ｆ汚染物を受入れる場合には、受

入後の貯蔵設備における収納量が「８－３ 貯蔵施設の設備」に示す最大

収納量以下であることを事前に確認する。また、１Ｆ汚染物の放射能量と

使用済燃料の放射能量の合計が、「５．予定使用期間及び年間予定使用量」

に示す最大存在量及び延べ取扱量を超えないように管理する。

取扱注意事項（安全確保の方法）

作業に伴い発生する放射性廃棄物は、作業終了の都度、その性状に応じ

て分類し指定容器に収納する。

目的番号 使用の方法

１ 使用する部屋、設備・機器

放射能測定室３ 放射能測定器（γ 線スペクトロメータ） 1 台 

取扱核燃料物質

天然ウラン （物理的形態：固体、液体）

（化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物）

劣化ウラン （物理的形態：固体、液体）

（化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物）

トリウム （物理的形態：固体、液体）

（化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物）

濃縮ウラン （物理的形態：固体、液体）

（化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物）

プルトニウム （物理的形態：固体、液体）

（化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物）

ウラン２３３ （物理的形態：固体、液体）

（削る） 核燃料物質の使用を終

了するため
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変 更 前 変 更 後 備 考 

  （化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物） 

使用済燃料 （物理的形態：固体、液体） 

  （化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物） 

一回あたりの最大取扱量 

天然ウラン    10mg 

劣化ウラン    10mg 

トリウム    10mg 

濃縮ウラン（5%未満）   10μg 

（5%以上 20%未満） 10μg 

プルトニウム    2μg 

ウラン２３３    50μg 

使用済燃料    370kBq 

取扱方法 

単一または複数の種類の核燃料物質を含む試料（１Ｆ汚染物を含む）の

放射能測定を行う。各種試料は、ポリ容器に封入する等の飛散防止策を施

した状態で持込み、放射能測定終了の都度、密封容器等に保管する。 

１Ｆ汚染物の放射能量と使用済燃料の放射能量の合計は、一回あたりの

最大取扱量を超えないように管理し、１Ｆ汚染物を受入れる場合には、受

入後の貯蔵設備における収納量が「８－３ 貯蔵施設の設備」に示す最大

収納量以下であることを事前に確認する。また、１Ｆ汚染物の放射能量と

使用済燃料の放射能量の合計が、「５．予定使用期間及び年間予定使用量」

に示す最大存在量及び延べ取扱量を超えないように管理する。 

取扱注意事項（安全確保の方法） 

作業に伴い発生する放射性廃棄物は、作業終了の都度、その性状に応じ

て分類し指定容器に収納する。 

 

目的番号 使用の方法 

１ 使用する部屋、設備・機器 

放射能測定室４  放射能測定器（γ 線スペクトロメータ）  1 台 

取扱核燃料物質 

天然ウラン （物理的形態：固体、液体） 

  （化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物） 

劣化ウラン （物理的形態：固体、液体） 

  （化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物） 

トリウム （物理的形態：固体、液体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

核燃料物質の使用を終

了するため 
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変 更 前 変 更 後 備 考

（化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物）

濃縮ウラン （物理的形態：固体、液体）

（化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物）

プルトニウム （物理的形態：固体、液体）

（化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物）

ウラン２３３ （物理的形態：固体、液体）

（化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物）

使用済燃料 （物理的形態：固体、液体）

（化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物）

一回あたりの最大取扱量

天然ウラン 10mg 

劣化ウラン 10mg 

トリウム 10mg 

濃縮ウラン（5%未満） 10μg 

（5%以上 20%未満） 10μg 

プルトニウム 2μg 

ウラン２３３ 50μg 

使用済燃料 370kBq 

取扱方法

単一または複数の種類の核燃料物質を含む試料（１Ｆ汚染物を含む）の

放射能測定を行う。各種試料は、ポリ容器に封入する等の飛散防止策を施

した状態で持込み、放射能測定終了の都度、密封容器等に保管する。

１Ｆ汚染物の放射能量と使用済燃料の放射能量の合計は、一回あたりの

最大取扱量を超えないように管理し、１Ｆ汚染物を受入れる場合には、受

入後の貯蔵設備における収納量が「８－３ 貯蔵施設の設備」に示す最大

収納量以下であることを事前に確認する。また、１Ｆ汚染物の放射能量と

使用済燃料の放射能量の合計が、「５．予定使用期間及び年間予定使用量」

に示す最大存在量及び延べ取扱量を超えないように管理する。

取扱注意事項（安全確保の方法）

作業に伴い発生する放射性廃棄物は、作業終了の都度、その性状に応じ

て分類し指定容器に収納する。

目的番号 使用の方法

１ 使用する部屋、設備・機器

化学分析室 フード 1 台 

質量分析装置 1 台 

（削る） 核燃料物質の使用を終

了するため
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変 更 前 変 更 後 備 考

取扱核燃料物質

天然ウラン （物理的形態：固体、液体）

（化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物）

劣化ウラン （物理的形態：固体、液体）

（化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物）

トリウム （物理的形態：固体、液体）

（化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物）

濃縮ウラン （物理的形態：固体、液体）

（化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物）

プルトニウム （物理的形態：固体、液体）

（化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物）

ウラン２３３ （物理的形態：固体、液体）

（化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物）

使用済燃料 （物理的形態：固体、液体）

（化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物）

一回あたりの最大取扱量

天然ウラン 10mg 

劣化ウラン 10mg 

トリウム 10mg 

濃縮ウラン（5%未満） 10μg 

（5%以上 20%未満） 10μg 

プルトニウム 2μg 

ウラン２３３ 50μg 

使用済燃料 370kBq 

取扱方法

フードでは、単一または複数の種類の核燃料物質を含む溶液（１Ｆ汚染

物及びその溶解液を含む）を用いて、質量分析用試料を調製する。なお、

核燃料物質の一回あたりの最大取扱量は、フードまたは質量分析装置 1 台

あたりの量である。質量分析用試料については、ポリ容器に封入する等の

飛散防止策を施す。質量分析装置では、単一または複数の種類の核燃料物

質を含む溶液（１Ｆ汚染物及びその溶解液を含む）中の核燃料物質の濃度

及び化学組成分析を行う。

１Ｆ汚染物の放射能量と使用済燃料の放射能量の合計は、一回あたりの

最大取扱量を超えないように管理し、１Ｆ汚染物を受入れる場合には、受

入後の貯蔵設備における収納量が「８－３ 貯蔵施設の設備」に示す最大

収納量以下であることを事前に確認する。また、１Ｆ汚染物の放射能量と
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変 更 前 変 更 後 備 考 

使用済燃料の放射能量の合計が、「５．予定使用期間及び年間予定使用量」

に示す最大存在量及び延べ取扱量を超えないように管理する。 

取扱注意事項（安全確保の方法） 

作業開始前にフード開口部の風向を確認する。取り扱う設備、機器及び

装置はフード内に収納し、核燃料物質等の閉じ込めを確保する。質量分析

装置には、作業時の汚染拡大防止策として、フードと同等の性能を有する

風向管理がなされた飛散防止のための囲いを設ける。試料の取り扱いは、

転倒防止のための対策を講じ、漏出防止用バット等を設けた上で行う。試

料の取り扱いを終了する際は、試料導入部を洗浄する。飛散防止囲いの中

で使用した試料、器材、洗浄瓶等は、外部の汚染検査を行い、汚染がない

ことを確認してから取り出す。また、作業前後において、作業エリア及び

作業者に汚染が無いことを確認する。作業に伴い発生する放射性廃棄物

は、作業終了の都度、その性状に応じて分類し指定容器に収納する。な

お、フードにおいて非密封核燃料物質を取り扱う場合の最大取扱量につい

ては、JIS Z 4808-2002 及び IAEA Safety Series No.30 等の文献を参考に

設定した基準量とする。 

 

目的番号 使用の方法 

１ 使用する部屋、設備・機器 

表面分析室  表面分析装置  2 台 

取扱核燃料物質 

天然ウラン （物理的形態：固体、液体） 

  （化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物） 

劣化ウラン （物理的形態：固体、液体） 

  （化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物） 

トリウム （物理的形態：固体、液体） 

  （化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物） 

濃縮ウラン （物理的形態：固体、液体） 

  （化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物） 

プルトニウム （物理的形態：固体、液体） 

  （化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物） 

ウラン２３３ （物理的形態：固体、液体） 

  （化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物） 

使用済燃料 （物理的形態：固体、液体） 

  （化学形：酸化物、硝酸塩、塩化物） 

一回あたりの最大取扱量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

核燃料物質の使用を終

了するため 
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変 更 前 変 更 後 備 考

天然ウラン 10mg 

劣化ウラン 10mg 

トリウム 10mg 

濃縮ウラン（5%未満） 10μg 

（5%以上 20%未満） 10μg 

プルトニウム 2μg 

ウラン２３３ 50μg 

使用済燃料 370kBq 

取扱方法

表面分析装置を用いて、単一または複数の種類の核燃料物質が付着した

試料（１Ｆ汚染物を含む）の化学結合状態、元素分布状態を調べる。な

お、核燃料物質の一回あたりの最大取扱量は、表面分析装置 1 台あたりの

量である。各種試料は、ポリ容器に封入する等の飛散防止策を施した状態

で持込み、表面分析終了の都度、密封容器等に保管する。

１Ｆ汚染物の放射能量と使用済燃料の放射能量の合計は、一回あたりの

最大取扱量を超えないように管理し、１Ｆ汚染物を受入れる場合には、受

入後の貯蔵設備における収納量が「８－３ 貯蔵施設の設備」に示す最大

収納量以下であることを事前に確認する。また、１Ｆ汚染物の放射能量と

使用済燃料の放射能量の合計が、「５．予定使用期間及び年間予定使用量」

に示す最大存在量及び延べ取扱量を超えないように管理する。

取扱注意事項（安全確保の方法）

作業に伴い発生する放射性廃棄物は、作業終了の都度、その性状に応じ

て分類し指定容器に収納する。
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変 更 前 変 更 後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目的番号 使用の目的 

１ 施設の廃止に向けた措置の実施に伴う核燃料物質によって汚染された設備の

管理 

 使用の方法 

 
使用を終了し、維持管理する設備 

「７－４ 使用施設の設備のうち使用を終了し、維持管理する設備」及び「８

－４ 貯蔵施設の設備のうち使用を終了し、維持管理する設備」に示す。 

 

取扱核燃料物質及び取扱数量 

使用を終了し、維持管理する設備において核燃料物質は使用及び貯蔵しな

い。 

 

使用の方法 

使用を終了し、維持管理する設備について、撤去作業着手までの間、設備・

機器の保守、点検等の管理を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

核燃料物質によって汚

染された設備の管理に

関する使用の目的及び

方法の追加 
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変 更 前 変 更 後 備 考

３．核燃料物質の種類

核燃料物質の種類 化合物の名称 主な化学形 性状（物理的形態）

天然ウラン

酸化物

硝酸塩

塩化物

U3O8、UO2、UO3 

UO2(NO3)2 

UCl3 

固体、粉体、液体

劣化ウラン

酸化物

硝酸塩

塩化物

U3O8、UO2、UO3 

UO2(NO3)2 

UCl3 

固体、粉体、液体

トリウム

酸化物

硝酸塩

塩化物

ThO2 

Th(NO3)4 

ThCl4 

固体、粉体、液体

濃縮ウラン

5％未満 

5％以上 20％未満 

酸化物

硝酸塩

塩化物

U3O8、UO2、UO3 

UO2(NO3)2 

UCl3 

固体、粉体、液体

プルトニウム

酸化物

硝酸塩

塩化物

PuO2 

Pu(NO3)4 

PuCl4、PuOCl2 

固体、液体

ウラン２３３

酸化物

硝酸塩

塩化物

U3O8、UO2、UO3 

UO2(NO3)2 

UCl3 

固体、粉体、液体

使用済燃料

酸化物

硝酸塩

塩化物

U3O8、UO2、UO3、PuO2 

UO2(NO3)2、Pu(NO3)4 

UCl3、PuCl4、PuOCl2 

固体、粉体、液体

４．使用の場所（記載省略）

３．核燃料物質の種類

核燃料物質の種類 化合物の名称 主な化学形 性状（物理的形態）

該当なし ― ― ― 

４．使用の場所（変更なし）

核燃料物質の使用及び

貯蔵を終了するため
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変 更 前 変 更 後 備 考

５．予定使用期間及び年間予定使用量

核燃料物質の種類 予定使用期間
年間予定使用量

最大存在量 延べ取扱量

天然ウラン 共通編に記載。 0g 0g 

劣化ウラン 0g 0g 

トリウム 0g 0g 

濃縮ウラン

5％未満 
0g  

(235U 量 0g) 

0g 

(235U 量 0g) 

5％以上 20％未満 
0g 

(235U 量 0g) 

0g 

(235U 量 0g) 

プルトニウム（非密封） 0g 0g 

ウラン２３３ 0g 0g 

使用済燃料 0Bq 0Bq 

６．使用済燃料の処分の方法（記載省略）

７．核燃料物質の使用施設の位置、構造及び設備

７－１ 使用施設の位置

使用施設の位置

バックエンド技術開発建家の位置は、平坦な地形で崖はないので地

崩れのおそれはない。また、本施設は海抜約 10m に位置し、付近に河

川はなく、本施設における浸水のおそれはない。

バックエンド技術開発建家の使用施設は、第 4-4 図、第 4-4-1 図、第

4-5 図、第 4-5-1 図に示す調製室１、調製室２、調製室３、調製室４、

放射能測定室１、放射能測定室２、放射能測定室３、放射能測定室４、

化学分析室、表面分析室である。

５．予定使用期間及び年間予定使用量

核燃料物質の種類 予定使用期間
年間予定使用量

最大存在量 延べ取扱量

該当なし ― ― ― 

６．使用済燃料の処分の方法（変更なし）

７．核燃料物質の使用施設の位置、構造及び設備

７－１ 使用施設の位置

使用施設の位置

バックエンド技術開発建家の位置は、平坦な地形で崖はないので地

崩れのおそれはない。また、本施設は海抜約 10m に位置し、付近に河

川はなく、本施設における浸水のおそれはない。

バックエンド技術開発建家の使用施設は、第 4-4 図、第 4-4-1 図、第

4-5 図、第 4-5-1 図に示す調製室１、調製室２、調製室３、調製室４、

化学分析室である。

核燃料物質の使用を終

了するため

分析装置の撤去に伴う使

用施設の部屋の削除
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変 更 前 変 更 後 備 考 

７－２ 使用施設の構造 

バックエンド技術開発建家は鉄筋コンクリート造、地上 3 階、地下 1 階からなる。核燃料

物質の使用施設は 1 階と 2 階に位置している。各使用施設の構造は以下のとおりである。 

使用施設 
の名称 構造 床面積 設計仕様 

調製室１ 壁 ：鉄筋コンクリート及び石膏ボード、ビニル 

樹脂塗料、厚さ 900mm 

柱 ：鉄筋コンクリート及び軽量鉄骨 

床 ：鉄筋コンクリート、エポキシ樹脂塗料及び 

ウレタン樹脂ライニング 

天井：石膏ボード、ビニル樹脂塗料、厚さ 21mm 

20.0m2 

除染性 

各使用施設の

内壁、床、天井

の表面は除染

作業が容易な

樹脂系材料に

よる仕上げを

施す。 
調製室２ 壁 ：鉄筋コンクリート及び石膏ボード、ビニル 

樹脂塗料、厚さ 900mm 

柱 ：鉄筋コンクリート及び軽量鉄骨 

床 ：鉄筋コンクリート、エポキシ樹脂塗料及び 

ウレタン樹脂ライニング 

天井：石膏ボード、ビニル樹脂塗料、厚さ 21mm 

19.4m2 

調製室３ 壁 ：鉄筋コンクリート及び石膏ボード、ビニル 

樹脂塗料、厚さ 300mm 

柱 ：鉄筋コンクリート及び軽量鉄骨 

床 ：鉄筋コンクリート、樹脂シート 

天井：鉄筋コンクリート、ビニル樹脂塗料、 

厚さ 600mm 

62.9m2 

調製室４ 壁 ：鉄筋コンクリート及び石膏ボード、ビニル 

樹脂塗料、厚さ 300mm 

柱 ：鉄筋コンクリート及び軽量鉄骨 

床 ：鉄筋コンクリート、樹脂シート 

天井：鉄筋コンクリート、ビニル樹脂塗料、 

厚さ 600mm 

39.9m2 

放射能 
測定室１ 

壁 ：鉄筋コンクリート、ビニル樹脂塗料、 

厚さ 200mm 

柱 ：鉄筋コンクリート 

床 ：鉄筋コンクリート、エポキシ樹脂塗料 

天井：鉄筋コンクリート、ビニル樹脂塗料、 

厚さ 150mm 

22.6m2 

 

 

７－２ 使用施設の構造 

バックエンド技術開発建家は鉄筋コンクリート造、地上 3 階、地下 1 階からなる。核燃料

物質の使用施設は 1 階と 2 階に位置している。各使用施設の構造は以下のとおりである。 

使用施設 
の名称 構造 床面積 設計仕様 

調製室１ 壁 ：鉄筋コンクリート及び石膏ボード、ビニル 

樹脂塗料、厚さ 900mm 

柱 ：鉄筋コンクリート及び軽量鉄骨 

床 ：鉄筋コンクリート、エポキシ樹脂塗料及び 

ウレタン樹脂ライニング 

天井：石膏ボード、ビニル樹脂塗料、厚さ 21mm 

20.0m2 

除染性 

各使用施設の

内壁、床、天井

の表面は除染

作業が容易な

樹脂系材料に

よる仕上げを

施す。 
調製室２ 壁 ：鉄筋コンクリート及び石膏ボード、ビニル 

樹脂塗料、厚さ 900mm 

柱 ：鉄筋コンクリート及び軽量鉄骨 

床 ：鉄筋コンクリート、エポキシ樹脂塗料及び 

ウレタン樹脂ライニング 

天井：石膏ボード、ビニル樹脂塗料、厚さ 21mm 

19.4m2 

調製室３ 壁 ：鉄筋コンクリート及び石膏ボード、ビニル 

樹脂塗料、厚さ 300mm 

柱 ：鉄筋コンクリート及び軽量鉄骨 

床 ：鉄筋コンクリート、樹脂シート 

天井：鉄筋コンクリート、ビニル樹脂塗料、 

厚さ 600mm 

62.9m2 

調製室４ 壁 ：鉄筋コンクリート及び石膏ボード、ビニル 

樹脂塗料、厚さ 300mm 

柱 ：鉄筋コンクリート及び軽量鉄骨 

床 ：鉄筋コンクリート、樹脂シート 

天井：鉄筋コンクリート、ビニル樹脂塗料、 

厚さ 600mm 

39.9m2 

（削る） 
 
 
 
 
 
 
 

（削る） （削

る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分析装置の撤去に伴う使

用施設の削除 
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変 更 前 変 更 後 備 考

放射能

測定室２

壁 ：鉄筋コンクリート、ビニル樹脂塗料、

厚さ 200mm 

柱 ：鉄筋コンクリート

床 ：鉄筋コンクリート、エポキシ樹脂塗料

天井：鉄筋コンクリート、ビニル樹脂塗料、

厚さ 150mm 

18.7m2 

放射能

測定室３

壁 ：石膏ボード、ビニル樹脂塗料、厚さ 114mm 

柱 ：軽量鉄骨

床 ：ガラス繊維補強セメント板、エポキシ樹脂 

塗料

天井：石膏ボード、ビニル樹脂塗料、厚さ 12mm 

20.9m2 

放射能

測定室４

壁 ：石膏ボード、ビニル樹脂塗料、厚さ 124mm 

柱 ：軽量鉄骨

床 ：鉄筋コンクリート、樹脂シート

天井：石膏ボード、ビニル樹脂塗料、厚さ 12mm 

36.4m2 

化学

分析室

壁 ：鉄筋コンクリート、ビニル樹脂塗料、

厚さ 900mm 

柱 ：鉄筋コンクリート

床 ：鉄筋コンクリート、エポキシ樹脂塗料

天井：鉄筋コンクリート、ビニル樹脂塗料、

厚さ 600mm 

70.3m2 

表面

分析室

壁 ：鉄筋コンクリート及び石膏ボード、ビニル樹

脂塗料、ビニル樹脂塗料、厚さ 200mm 

柱 ：鉄筋コンクリート及び軽量鉄骨

床 ：鉄筋コンクリート、エポキシ樹脂塗料

天井：石膏ボード、ビニル樹脂塗料、厚さ 150mm 

30.2m2 

（削る） （削る） （削

る）

（削る） （削る） （削

る）

（削る） （削る） （削

る）

化学

分析室

壁 ：鉄筋コンクリート、ビニル樹脂塗料、

厚さ 900mm 

柱 ：鉄筋コンクリート

床 ：鉄筋コンクリート、エポキシ樹脂塗料

天井：鉄筋コンクリート、ビニル樹脂塗料、

厚さ 600mm 

70.3m2 

（削る） （削る） （削

る）

分析装置の撤去に伴う使

用施設の削除

分析装置の撤去に伴う使

用施設の削除
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変 更 前 変 更 後 備 考

７－３ 使用施設の設備

使用設備の名称 個数 仕様

調製室１ フード 2 台 構造：オークリッジ型（第 7-1 図参照） 

寸法：W 1500mm×D 750mm×H 2100mm 

風速：0.5m/s 以上（半開時） 

調製室２ フード 1 台 構造：オークリッジ型（第 7-1 図参照） 

寸法：W 1200mm×D 750mm×H 2200mm 

風速：0.5m/s 以上（半開時） 

調製室３ フード 6 台 構造：オークリッジ型（第 7-1 図参照） 

寸法：W 1500mm×D 840mm×H 2300mm 

風速：0.5m/s 以上（半開時） 

調製室４ フード 2 台 構造：オークリッジ型（第 7-1 図参照） 

寸法：W 1500mm×D 840mm×H 2300mm 

風速：0.5m/s 以上（半開時） 

1 台 構造：カリフォルニア型（第 7-2 図参照） 

寸法：W 1500mm×D 1000mm×H 2300mm 

風速：0.5m/s 以上（半開時） 

放射能

測定室１

放射能測定器 1 台 γ 線スペクトロメータ

放射能

測定室２

放射能測定器 1 台 β 線スペクトロメータ

放射能

測定室３

放射能測定器 1 台 γ 線スペクトロメータ

放射能

測定室４

放射能測定器 1 台 γ 線スペクトロメータ

７－３ 使用施設の設備

（削る） フードの使用終了に伴

う維持管理する設備へ

の移行

放射能測定器の撤去に伴

う記載の削除
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変 更 前 変 更 後 備 考

使用設備の名称 個数 仕様

化学分析室 フード 1 台 構造：オークリッジ型（第 7-1 図参照） 

寸法：W 1200mm×D 800mm×H 2200mm 

風速：0.5m/s 以上（半開時） 

質量分析装置 1 台 寸法：W 1000mm×D 700mm×H 600mm 

（飛散防止囲い）

個数：1 台 

寸法：W 2100mm×D 850mm×H 1100mm 

表面分析室 表面分析装置

(１)

1 台 寸法：W 1500mm×D 700mm×H 1200mm 

表面分析装置

(２)

1 台 寸法：W 800mm×D 700mm×H 1500mm 

放射線管理設備 1 式 ハンドフットクロスモニタ

（α 線測定用）

（β 線測定用）

1 式 サーベイメータ

（α 線測定用）

（β・γ 線測定用）

1 式 室内ダストモニタ

（α 線測定用）

（β・γ 線測定用）

1 台 エリアモニタ

（γ 線測定用）

使用設備の名称 個数 仕様

（削る） （削る） （削

る）

（削る）

（削る） （削

る）

（削る）

（削る） （削る） （削

る）

（削る）

（削る） （削

る）

（削る）

放射線管理設備 1 式 ハンドフットクロスモニタ

（α 線測定用）

（β 線測定用）

1 式 サーベイメータ

（α 線測定用）

（β・γ 線測定用）

1 式 室内ダストモニタ

（α 線測定用）

（β・γ 線測定用）

1 台 エリアモニタ

（γ 線測定用）

フードの使用終了に伴う

維持管理する設備への移

行

質量分析装置の撤去に

伴う記載の削除

表面分析装置（１）、表

面分析装置（２）の撤去

に伴う記載の削除
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変 更 前 変 更 後 備 考

７－４ 使用施設の設備のうち使用を終了し、維持管理する設備

使用を終了し、維持管理する

設備の名称
個数 仕様・維持管理

調製室１ フード 2 台 構造：オークリッジ型（第 7-1 図参照） 

寸法：W 1500mm×D 750mm×H 2100mm 

維持管理

・気体廃棄設備の運転によりフード開口部の風速

を維持する。

・点検時以外は、窓を閉じた状態とする。

・核燃料物質の使用を禁止する旨の表示を行う。

調製室２ フード 1 台 構造：オークリッジ型（第 7-1 図参照） 

寸法：W 1200mm×D 750mm×H 2200mm 

維持管理

・気体廃棄設備の運転によりフード開口部の風速

を維持する。

・点検時以外は、窓を閉じた状態とする。

・核燃料物質の使用を禁止する旨の表示を行う。

調製室３ フード 6 台 構造：オークリッジ型（第 7-1 図参照） 

寸法：W 1500mm×D 840mm×H 2300mm 

維持管理

・気体廃棄設備の運転によりフード開口部の風速

を維持する。

・点検時以外は、窓を閉じた状態とする。

・核燃料物質の使用を禁止する旨の表示を行う。

調製室４ フード 2 台 構造：オークリッジ型（第 7-1 図参照） 

寸法：W 1500mm×D 840mm×H 2300mm 

維持管理

・気体廃棄設備の運転によりフード開口部の風速

を維持する。

・点検時以外は、窓を閉じた状態とする。

・核燃料物質の使用を禁止する旨の表示を行う。

フードを維持管理する

設備とするため
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変 更 前 変 更 後 備 考

８．核燃料物質の貯蔵施設の位置、構造及び設備

８－１ 貯蔵施設の位置（記載省略）

８－２ 貯蔵施設の構造（記載省略）

８－３ 貯蔵施設の設備

貯蔵設備

の名称
個数 最大収納量

内容物の物理

的･化学的性状
仕様

核燃料物質

保管庫

1 台 天然ウラン

劣化ウラン

トリウム

濃縮ウラン

(5%未満) 

(5%以上 20%未満) 

プルトニウム

ウラン２３３

使用済燃料

10g 

10g 

10g 

10mg 

10mg 

2mg 

50mg 

370MBq 

物理的性状

固体

粉体

液体

化学的性状

酸化物

硝酸塩

塩化物

スチール鋼板製、施

錠機能付、受皿付

(第 8-1 図参照)。 

使用済燃料の貯蔵

は、厚さ 5cm の鉛

遮蔽を施す。

1 台 構造：カリフォルニア型（第 7-2 図参照） 

寸法：W 1500mm×D 1000mm×H 2300mm 

維持管理

・気体廃棄設備の運転によりフード開口部の風速

を維持する。

・点検時以外は、窓を閉じた状態とする。

・核燃料物質の使用を禁止する旨の表示を行う。

化学分析室 フード 1 台 構造：オークリッジ型（第 7-1 図参照） 

寸法：W 1200mm×D 800mm×H 2200mm 

維持管理

・気体廃棄設備の運転によりフード開口部の風速

を維持する。

・点検時以外は、窓を閉じた状態とする。

・核燃料物質の使用を禁止する旨の表示を行う。

８．核燃料物質の貯蔵施設の位置、構造及び設備

８－１ 貯蔵施設の位置（変更なし）

８－２ 貯蔵施設の構造（変更なし）

８－３ 貯蔵施設の設備

貯蔵設備

の名称
個数 最大収納量

内容物の物理

的･化学的性状
仕様

該当なし ― ― ― ― 

貯蔵設備の使用終了に

伴う維持管理する設備

への移行
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変 更 前 変 更 後 備 考

９．核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物の廃棄施設の位置、構造及び設備（記載省略） 

図目次

（記載省略）

８－４ 貯蔵施設の設備のうち使用を終了し、維持管理する設備

使用を終了

し、維持管

理する設備

の名称

個数 仕様・維持管理

核燃料物質

保管庫
1 台 

設置場所：核燃料物質保管室

スチール鋼板製 (第 8-1 図参照)

維持管理：核燃料物質の貯蔵を禁止する旨の表示を行う。

施錠管理の措置を講じ、許可なくして触れることを禁ずる

旨の標識を設ける。

９．核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物の廃棄施設の位置、構造及び設備（変更なし） 

図目次

（変更なし）

核燃料物質保管庫を維

持管理する設備とする

ため
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変 更 前 変 更 後 備 考

第４－１図 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構原子力科学研究所配置図

第４－２図～第４－３－１図 （記載省略）

第４－１図 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構原子力科学研究所配置図

第４－２図～第４－３－１図 （変更なし）

： 原 規 規 発 第

1812143 号の許可の反

映

： 原 規 規 発 第

2005011 号の許可の反

映

 ：記載の適正化

（大学院の専攻名称の

変更反映）



バックエンド技術開発建家 核燃料物質の使用の変更の許可申請書新旧対照表（本文） 
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変 更 前 変 更 後 備 考

第４－４図 バックエンド技術開発建家１階平面図 第４－４図 バックエンド技術開発建家１階平面図
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変 更 前 変 更 後 備 考 

 
第４－４－１図 使用、貯蔵、廃棄の場所（１階） 
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変 更 前 変 更 後 備 考

第４－５図 バックエンド技術開発建家２階平面図 第４－５図 バックエンド技術開発建家２階平面図

：放射能測定器、質
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変 更 前 変 更 後 備 考

第４－５－１図 使用の場所（２階）

第４－６図～第９－１－１図 （記載省略）

第４－５－１図 使用の場所（２階）

第４－６図～第９－１－１図 （変更なし）

：放射能測定器、質

量分析装置、表面分析装

置（1）、表面分析装置（2）

の撤去に伴う使用施設の

削除
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変 更 前 変 更 後 備 考

第９－２図 排気系統図

第９－３図 排水系統図（記載省略）

第９－２図 排気系統図

第９－３図 排水系統図（変更なし）

：放射能測定器、質

量分析装置、表面分析装

置（１）、表面分析装置

（２）の撤去に伴う使用
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除
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（バックエンド技術開発建家）
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令和４年２月 



バックエンド技術開発建家 核燃料物質の使用の変更の許可申請書新旧対照表（添付書類１） 

添付 1-1 

変 更 前 変 更 後 備 考

添付書類１

変更後における核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律

（昭和 32 年法律第 166 号）第 53 条第 2 号に規定する使用施設等の位

置、構造及び設備の基準に対する適合性に関する説明書（事故に関する

ものを除く。）

（バックエンド技術開発建家） 

添付書類１

変更後における核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律

（昭和 32 年法律第 166 号）第 53 条第 2 号に規定する使用施設等の位

置、構造及び設備の基準に対する適合性に関する説明書（事故に関する

ものを除く。）

（バックエンド技術開発建家） 



バックエンド技術開発建家 核燃料物質の使用の変更の許可申請書新旧対照表（添付書類１） 

添付 1-2 

変 更 前 変 更 後 備 考

1. 閉じ込めの機能

1.1 概要

保管廃棄施設は、鉄筋コンクリート等に囲まれた室である。室内壁、床等は、平滑で突起や

目地等の隙間の少ない構造であり、その表面は気体、液体が浸透しにくく、腐食しにくい材料

（樹脂系材料）で仕上げられている。また、固体廃棄物は、容器への封入、シートによる梱包

等の適切な汚染拡大防止措置を講じて保管する。

1.2 保管廃棄施設に係る放射性物質の閉じ込め及び放射性物質漏えいの拡大防止対策 

(1)放射性物質の閉じ込め

固体廃棄物は、可燃性、不燃性等に区分し、適切な固体廃棄物容器に封入し、放射性物質の閉

じ込めを確保する。封入することが著しく困難なものは、放射性物質の飛散又は漏えいの防止の

措置を講ずる。閉じ込め機能の損傷を防止するため、火災防護対策を行う（3.参照）。 

(2)放射性物質漏えいの拡大防止対策

固体廃棄物から放射性物質が漏えいする可能性は極めて低いと考えられるが、仮に漏えいした

場合に備え、以下の拡大防止対策を講ずる。

1)保管廃棄施設の床表面は、除染性の良い樹脂系材料により平滑に仕上げる。

2)1cm 線量当量率又は床面の表面密度を定期的に測定する。

1.3 管理区域内の放射性物質濃度 

(1)保管廃棄施設内の放射性物質濃度

保管廃棄施設内にフード等の放射性物質が飛散する可能性のある設備は存在しないため、「核

原料物質又は核燃料物質の製錬の事業に関する規則等の規定に基づく線量限度等を定める告示」

1. 閉じ込めの機能

1.1 概要

保管廃棄施設は、鉄筋コンクリート等に囲まれた室である。室内壁、床等は、平滑で突起や

目地等の隙間の少ない構造であり、その表面は気体、液体が浸透しにくく、腐食しにくい材料

（樹脂系材料）で仕上げられている。また、固体廃棄物は、容器への封入、シートによる梱包

等の適切な汚染拡大防止措置を講じて保管する。

1.2 放射性物質の閉じ込め 

(1)保管廃棄施設

固体廃棄物は、可燃性、不燃性等に区分し、適切な固体廃棄物容器に封入し、放射性物質の閉

じ込めを確保する。封入することが著しく困難なものは、放射性物質の飛散又は漏えいの防止の

措置を講ずる。閉じ込め機能の損傷を防止するため、火災防護対策を行う。（3.参照） 

(2)使用施設の設備のうち使用を終了し、維持管理する設備

使用施設の設備のうち使用を終了し、維持管理する設備とするフードでの核燃料物質の使用は

行わない。フード内部は除染を行い、遊離性の汚染がないことから、放射性物質の漏えいのおそ

れはないが、気体廃棄施設の運転により開口部の風速を維持する。また、点検時以外は、窓を閉

じた状態とする。

使用施設の設備のうち使用を終了し、維持管理する設備には、核燃料物質の使用を禁止する旨

の表示を行う。

(3)貯蔵施設の設備のうち使用を終了し、維持管理する設備

貯蔵施設の設備のうち使用を終了し、維持管理する設備である核燃料物質保管庫に汚染はなく、

核燃料物質の貯蔵は行わないため、閉じ込めの機能を要さない。

貯蔵施設の設備のうち使用を終了し、維持管理する設備には、核燃料物質の貯蔵を禁止する旨

の表示を行う。

1.3 放射性物質漏えいの拡大防止対策 

固体廃棄物から放射性物質が漏えいする可能性は極めて低いと考えられるが、仮に漏えいした

場合に備え、以下の拡大防止対策を講ずる。

1)保管廃棄施設の床表面は、除染性の良い樹脂系材料により平滑に仕上げる。

2)1cm 線量当量率又は床面の表面密度を定期的に測定する。

1.4 管理区域内の放射性物質濃度 

(1)保管廃棄施設内の放射性物質濃度

保管廃棄施設内にフード等の放射性物質が飛散する可能性のある設備は存在しないため、「核

原料物質又は核燃料物質の製錬の事業に関する規則等の規定に基づく線量限度等を定める告示」

項目の変更

項目の変更

記載の適正化

（句読点の移動）

使用施設の設備のうち

使用を終了し、維持管理

する設備に係る記載の

追加

貯蔵施設の設備のうち

使用を終了し、維持管理

する設備に係る記載の

追加

項番の変更

項番の変更
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変 更 前 変 更 後 備 考

（以後、「線量告示」という）に定める「放射線業務従事者に係る濃度限度」を超えることはな

い。

2. 遮蔽

2.1 概要

本施設では、使用施設及び貯蔵施設にある核燃料物質並びに保管廃棄施設に保管する固体廃棄

物に起因する実効線量を、線量告示で定める「管理区域に係る線量等」、「周辺監視区域外の線

量限度」及び「放射線業務従事者の線量限度」を満足するよう、合理的に達成できる限り低減さ

せる。

2.2 保管廃棄施設に係る実効線量評価 

(1)保管廃棄施設の固体廃棄物に起因する線量

保管廃棄施設に起因する内部被ばくのおそれはないので、外部放射線による評価を行う（1.参

照）。

1)前提条件

保管廃棄施設に保管する固体廃棄物の線源条件は、次のとおりとする。

①評価対象核種は、本施設の固体廃棄物中に含まれる主要な核種である 137Cs で代表する。

②廃棄物保管室の固体廃棄物の線源 S1 は、平成 24 年度及び平成 25 年度の 2 年間に放射性

廃棄物処理場へ引き渡した可燃性廃棄物の容器表面における 1cm 線量当量率の実績値（平

均 1.1μSv/h）から、直径 30cm の 20ℓ容器の中心に 137Cs が存在するとして求めた容器 1

個あたりの値 0.27MBq を算出し、固体廃棄物設備の保管能力（20ℓ容器換算 51 個）によ

り 13.8MBq とする。

③線源 S1の高さは、100cm とする。

2)計算方法

計算コードは QAD-CGGP2R (1)を使用し、γ線線量率を計算する。実効線量換算係数は ICRP

Publication 74 (2)を用いて作成したものを使用する。線源形状は点状等方線源とし、線源を収

納する容器による遮蔽能力は考慮しない。評価点及び評価時間は、以下の地点及び時間とする。

図 2.2-(1)に線源と評価位置の関係を示す。 

（以後、「線量告示」という）に定める「放射線業務従事者に係る濃度限度」を超えることはな

い。

2. 遮蔽

2.1 概要

本施設では、使用施設及び貯蔵施設にある核燃料物質並びに保管廃棄施設に保管する固体廃棄

物に起因する実効線量を、線量告示で定める「管理区域に係る線量等」、「周辺監視区域外の線

量限度」及び「放射線業務従事者の線量限度」を満足するよう、合理的に達成できる限り低減さ

せる。

なお、使用施設及び貯蔵施設では、核燃料物質の使用及び貯蔵は行わないため、放射線業務従

事者の実効線量への影響はない。

2.2 保管廃棄施設に係る実効線量評価 

(1)保管廃棄施設の固体廃棄物に起因する線量

保管廃棄施設に係る実効線量評価では、廃棄物の取扱いに従事する者及び人が常時立ち入る場

所並びに管理区域境界の実効線量について評価する。なお、本施設では、核燃料物質の使用及び

貯蔵は行わないため、保管廃棄施設の固体廃棄物に起因する線量の評価点への使用施設及び貯蔵

施設からの寄与はない。

保管廃棄施設に起因する内部被ばくのおそれはないので、外部放射線による評価を行う。（1.

参照）

1)前提条件

保管廃棄施設に保管する固体廃棄物の線源条件は、次のとおりとする。

①評価対象核種は、本施設の固体廃棄物中に含まれる主要な核種である 137Cs で代表する。

②廃棄物保管室の固体廃棄物の線源 S1 は、平成 24 年度及び平成 25 年度の 2 年間に放射性

廃棄物処理場へ引き渡した可燃性廃棄物の容器表面における 1cm 線量当量率の実績値（平

均 1.1μSv/h）から、直径 30cm の 20ℓ容器の中心に 137Cs が存在するとして求めた容器 1

個あたりの値 0.27MBq を算出し、固体廃棄物設備の保管能力（20ℓ容器換算 51 個）によ

り 13.8MBq とする。

③線源 S1の高さは、100cm とする。

2)計算方法

計算コードは QAD-CGGP2R (1)を使用し、ガンマ線線量率を計算する。実効線量換算係数は

ICRP Publication 74 (2)を用いて作成したものを使用する。線源形状は点状等方線源とし、線源

を収納する容器による遮蔽能力は考慮しない。評価点及び評価時間は、以下の地点及び時間と

する。図 2.2 に線源と評価位置の関係を示す。 

使用施設及び貯蔵施設

からの実効線量影響の

考え方について追加

評価条件の明確化

記載の適正化

（句読点の移動）

記載の適正化

（ギリシア文字をカタ

カナに変更）

図番の変更
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変 更 前 変 更 後 備 考

①廃棄物の取扱いに従事する者の評価点 P1 は線源からの距離を 50cm とし、評価時間は

250h/年（5h/週）とする。

②保管廃棄施設に隣接する使用施設内の人が常時立ち入る場所の評価点 P2 は保管廃棄施設

壁面からの距離を 50cm とし、評価時間は 40h/週とする。

③保管廃棄場所から最も近い管理区域境界の評価点 P3は線源からの距離を 410cm とし、評

価時間は 500h/3 月とする。

④評価点 P1～P3の高さは、100cm とする。

3)計算結果

保管廃棄施設に保管する固体廃棄物に起因する廃棄物の取扱いに従事する者の実効線量は

1.03mSv/年、人が常時立ち入る場所の実効線量は 2.43×10-2mSv/週、管理区域境界の実効線量

については、1.04×10-4mSv/3 月となる。 

各評価位置における計算条件及び計算結果を表 2.2-(1)～(3)に示す。 

(2)保管廃棄施設周辺の使用施設又は貯蔵施設に起因する線量

1)前提条件

保管廃棄施設周辺の使用施設又は貯蔵施設の線源条件は、次のとおりとする。

①評価対象核種は、本施設の取扱核燃料物質である天然ウラン、劣化ウラン、トリウム、濃

縮ウラン、プルトニウム、ウラン 233、使用済燃料とする。 

②使用施設 1 階の線源 S2は、保管廃棄施設に最も近い放射能測定室 3 の放射線測定器に、1

階の使用施設における一回あたりの最大取扱量をすべての核燃料物質について使用する

とする。

③使用施設 2 階の線源 S3は、保管廃棄施設に最も近い調製室 4 のフードに、2 階の使用施設

における一回あたりの最大取扱量をすべての核燃料物質について使用するとする。

④貯蔵施設の線源 S4は、核燃料物質保管室内に設置されている核燃料物質保管庫に、最大存

在量のすべての核燃料物質が保管されているとする。

⑤線源 S2～S4の高さは、各部屋の設備・機器を考慮して、80cm とする。

2)計算条件

線源強度の計算は、ORIGEN2 (3)コードを用いて行う。ここで、核燃料物質の同位元素の組

成は次のとおりとする。

①天然ウラン 1g には、238U 0.99276g、235U 0.007196g、234U 0.000057g が含まれる。線源

強度の計算では 234Th 等、子孫核種の放射能も考慮する。 

②劣化ウランの同位元素の組成は、天然ウランの組成と同じものとする。

③トリウムには現在 24 の同位体が知られているが、天然のトリウムは、大部分 232Th から成

り、その中には 232Th の崩壊系列に属する 228Th が極微量含まれる。この他に、235U の崩

壊系列に属する 231Th や 227Th、238U の崩壊系列に属する 234Th や 230Th が存在し、他の

①廃棄物の取扱いに従事する者の評価点 P1 は線源からの距離を 50cm とし、評価時間は

250h/年（5h/週）とする。

②保管廃棄施設に隣接する使用施設内の人が常時立ち入る場所の評価点 P2 は保管廃棄施設

壁面からの距離を 50cm とし、評価時間は 40h/週とする。

③保管廃棄場所から最も近い管理区域境界の評価点 P3は線源からの距離を 410cm とし、評

価時間は 500h/3 月とする。

④評価点 P1～P3の高さは、100cm とする。

3)計算結果

保管廃棄施設に保管する固体廃棄物に起因する廃棄物の取扱いに従事する者の実効線量は

1.03mSv/年、人が常時立ち入る場所の実効線量は 2.43×10-2mSv/週、管理区域境界の実効線量

については、1.04×10-4mSv/3 月となる。 

各評価位置における計算条件及び計算結果を表 2.2-(1)～(3)に示す。 

（削る） 核燃料物質の使用及び

貯蔵終了に伴う使用施

設及び貯蔵施設からの

実効線量影響の削除
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変 更 前 変 更 後 備 考

同位体は全て人工同位体である。ここで、トリウムの同位体のうち 232Th は、最も寿命が

長く、天然にも最も多量に存在することから、本計算においては、232Th の崩壊系列につい

て計算を実施する。なお、子孫核種 208Tl の放射能も考慮する。 

④濃縮ウランは、濃縮度 5％未満の濃縮ウランについては 235U が 5％、濃縮度 5％以上 20％

未満の濃縮ウランについては 235U が 20％含まれると仮定する。他の組成は、238U 及び

234U である。線源強度の計算ではウランの崩壊系列における子孫核種の放射能も考慮す

る。

⑤プルトニウムは一般的に使用済燃料の再処理によって得られるが、同位体の存在比は燃料

の燃焼条件や再処理等の分離時期によって異なる。また、分離後の冷却期間の長短によっ

て子孫核種の生成量も異なる。ここでは、燃焼度 36GWd/t で 1 年冷却した使用済燃料に

含まれるプルトニウムを分離して得られたものとして計算する。これらの条件下ではプル

トニウムの同位体として 236Pu、238Pu、239Pu、240Pu、241Pu 及び 242Pu が含まれる。その

放射能はプルトニウム 1g につき、 236Pu 1.29×108Bq、 238Pu 1.35×1010Bq、 239Pu 

1.38×109Bq、240Pu 2.01×109Bq、241Pu 4.14×1011Bq 及び 242Pu 5.47×106Bq である。線源

強度の計算では、241Pu の子孫核種 241Am の放射能も考慮する。 

⑥ウラン 233 の放射能は 233U 1g で 3.51×108Bq である。線源強度の計算では 213Bi 等、子孫

核種の放射能も考慮する。

⑦使用済燃料に関する γ線の線源強度は、核種、濃縮度又はプルトニウム富化度、燃焼率及

び冷却期間を設定し、ORIGEN2 (3)コードを用いて計算する。 

3)計算方法

保管廃棄施設周辺の使用施設又は貯蔵施設に起因する実効線量の計算は、中性子線の寄与は

無視できることを確認したので、保管廃棄施設の固体廃棄物に起因する線量の計算方法と同様

の方法で行う。線源の位置は図 2.2-(2)～(3)の設備・機器の位置とし、評価位置は固体廃棄物に

起因する線量の評価点と同じとする。

(3)評価結果

廃棄物の取扱いに従事する者における保管廃棄施設に保管する固体廃棄物に起因する実効線

量及び保管廃棄施設周辺の使用施設又は貯蔵施設に起因する実効線量の合計は、1.1mSv/年とな

り、4 月 1 日を始期とする１年間の実効線量限度 50mSv を超えることはない。また、平成 13 年

4 月 1 日以後 5 年ごとに区分した各期間の実効線量限度 100mSv についても超えることはない。 

本施設の人が常時立ち入る場所における保管廃棄施設に保管する固体廃棄物に起因する実効

線量及び保管廃棄施設周辺の使用施設又は貯蔵施設に起因する実効線量の合計は、2.5×10-2mSv/

週となり、線量限度である 1mSv/週を超えることはない。 

管理区域境界における保管廃棄施設に保管する固体廃棄物に起因する実効線量及び保管廃棄

施設周辺の使用施設又は貯蔵施設に起因する実効線量の合計は、2.9×10-3mSv/3 月となり、線量

(2)評価結果

廃棄物の取扱いに従事する者における保管廃棄施設に保管する固体廃棄物に起因する実効線

量は、1.1mSv/年となり、4 月 1 日を始期とする１年間の実効線量限度 50mSv を超えることは

ない。また、平成 13 年 4 月 1 日以後 5 年ごとに区分した各期間の実効線量限度 100mSv につい

ても超えることはない。

本施設の人が常時立ち入る場所における保管廃棄施設に保管する固体廃棄物に起因する実効

線量は、2.5×10-2mSv/週となり、線量限度である 1mSv/週を超えることはない。 

管理区域境界における保管廃棄施設に保管する固体廃棄物に起因する実効線量は、1.1×10-4

mSv/3 月となり、線量告示で定める 1.3mSv/3 月を下回る。 

項番の変更

核燃料物質の使用及び

貯蔵終了に伴う使用施

設及び貯蔵施設からの

実効線量影響の削除

核燃料物質の使用及び

貯蔵終了に伴う使用施
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変 更 前 変 更 後 備 考

告示で定める 1.3mSv/3 月を下回る。 

計算結果まとめを表 2.2-(4)に示す。以上の結果により、遮蔽を追加する必要はない。 

参考文献

(1) Y. Sakamoto, S. Tanaka, QAD-CGGP2 and G33-GP2:Revised Versions of QAD-CGGP and

G33-GP, JAERI-M 90-110(1990)

(2) 公益社団法人日本アイソトープ協会, “外部放射線に対する放射線防護に用いるための換算係

数”, ICRP Publication 74, 平成 10 年 3 月

(3) A.G. Croff：“A User's Manual for the ORIGEN2 Computer Code”，ORNL/TM-7175，

1980 

表 2.2-(1)～表 2.2-(3)（記載省略） 

計算結果まとめを表 2.2-(4)に示す。以上の結果により、遮蔽を追加する必要はない。 

参考文献

(1) Y. Sakamoto, S. Tanaka, QAD-CGGP2 and G33-GP2:Revised Versions of QAD-CGGP and

G33-GP, JAERI-M 90-110(1990)

(2) 公益社団法人日本アイソトープ協会, “外部放射線に対する放射線防護に用いるための換算係

数”, ICRP Publication 74, 平成 10 年 3 月

（削る）

表 2.2-(1)～表 2.2-(3)（変更なし） 

設及び貯蔵施設からの

実効線量影響の削除に

伴う実効線量の減少

文献の削除
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変 更 前 変 更 後 備 考 

 
表 2.2-(4) 廃棄物の取扱いに従事する者、人が常時立ち入る場所、管理区域境界の計算結果まとめ

（固体廃棄物、保管廃棄施設周辺の使用施設又は貯蔵施設に起因する実効線量の合計） 

 

 

図 2.2-(1) 保管廃棄施設における線源と評価点の関係 
(P1：廃棄物の取扱いに従事する者の評価点、P2：人が常時立ち入る場所の評価点、 

P3：管理区域境界の評価点、S1：固体廃棄物の線源) 

 

 

保管廃棄施設 
廃棄物の取扱いに従事する者 

（mSv/年） 
人が常時立ち入る場所 

（mSv/週） 
管理区域境界 
（mSv/3 月） 

廃棄物保管室 1.1 2.5×10-2 2.9×10-3 

 
表 2.2-(4) 廃棄物の取扱いに従事する者、人が常時立ち入る場所、管理区域境界の計算結果まとめ

（固体廃棄物に起因する実効線量） 

 

 

図 2.2 保管廃棄施設における線源と評価点の関係 
(P1：廃棄物の取扱いに従事する者の評価点、P2：人が常時立ち入る場所の評価点、 

P3：管理区域境界の評価点、S1：固体廃棄物の線源) 
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廃棄物保管室 1.1 2.5×10-2 1.1×10-4 
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バックエンド技術開発建家 核燃料物質の使用の変更の許可申請書新旧対照表（添付書類１） 

添付 1-8 

変 更 前 変 更 後 備 考

図 2.2-(2) 保管廃棄施設周辺の使用施設における線源と評価点の関係 
(P1：廃棄物の取扱いに従事する者の評価点、P2：人が常時立ち入る場所の評価点、 
P3：管理区域境界の評価点、S2：使用施設 1 階の線源、S3：使用施設 2 階の線源) 

図 2.2-(3) 保管廃棄施設周辺の貯蔵施設における線源と評価点の関係 
(P1：廃棄物の取扱いに従事する者の評価点、P2：人が常時立ち入る場所の評価点、 

P3：管理区域境界の評価点、S4：貯蔵施設の線源) 
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バックエンド技術開発建家 核燃料物質の使用の変更の許可申請書新旧対照表（添付書類１） 

添付 1-9 

変 更 前 変 更 後 備 考

3. 火災等による損傷の防止

3.1 火災の発生防止対策

保管廃棄施設は鉄筋コンクリート造の耐火構造である。また、固体廃棄物は金属製容器に収納

する。金属製容器への収納が著しく困難なものについては、火災防護上必要な措置を講ずる。

4. 立ち入りの防止

本申請の範囲外

5. 自然現象による影響の考慮

本申請の範囲外

6. 核燃料物質の臨界防止（記載省略）

7. 施設検査対象施設の地盤（記載省略）

8. 地震による損傷の防止（記載省略）

9. 津波による損傷の防止（記載省略）

10. 外部からの衝撃による損傷の防止（記載省略）

11. 施設検査対象施設への人の不法な侵入等の防止（記載省略）

12. 溢水による損傷の防止（記載省略）

13. 化学薬品の漏えいによる損傷の防止（記載省略）

3. 火災等による損傷の防止

3.1 火災の発生防止対策

(1) 保管廃棄施設に係る火災防護

保管廃棄施設は鉄筋コンクリート造の耐火構造である。また、固体廃棄物は金属製容器に収納

する。金属製容器への収納が著しく困難なものについては、火災防護上必要な措置を講ずる。

(2) 使用を終了した使用施設の設備に係る火災防護

使用を終了し、維持管理する設備であるフードは、可能な限り不燃性又は難燃性の材質により

構成されており、鉄筋コンクリート造の耐火構造の建家内に設置している。

4. 立入りの防止

本施設の管理区域境界及び周辺監視区域境界は、壁、柵等の区画物により区画され、所定の標識

を設けている。また、保管廃棄施設である廃棄物保管室は、壁等により区画され、所定の標識が設

けられており、施錠可能な構造となっている。

5. 自然現象による影響の考慮

本施設は、津波、洪水の影響を受けるおそれのない立地条件に位置している。また、風（台風）、

地震への考慮として、建家は建築基準法の構造設計に従って設計されているため、倒壊のおそれは

ない。

6. 核燃料物質の臨界防止（変更なし）

7. 使用前検査対象施設の地盤（変更なし）

8. 地震による損傷の防止（変更なし）

9. 津波による損傷の防止（変更なし）

10. 外部からの衝撃による損傷の防止（変更なし）

11. 使用前検査対象施設への人の不法な侵入等の防止（変更なし）

12. 溢水による損傷の防止（変更なし）

13. 化学薬品の漏えいによる損傷の防止（変更なし）

記載の適正化

（表題の変更）

使用を終了した設備の

火災防護の考え方につ

いて追加

記載の適正化

（表題の変更）

基準規則との適合性を

示す記載の追加

基準規則との適合性を

示す記載の追加

記載の適正化

（法令改正に伴う検査

名称の変更）

記載の適正化

（法令改正に伴う検査

名称の変更）



バックエンド技術開発建家 核燃料物質の使用の変更の許可申請書新旧対照表（添付書類１） 

添付 1-10 

変 更 前 変 更 後 備 考

14. 飛散物による損傷の防止（記載省略）

15. 重要度に応じた安全機能の確保（記載省略）

16. 環境条件を考慮した設計（記載省略）

17. 検査等を考慮した設計（記載省略）

18. 施設検査対象施設の共用（記載省略）

19. 誤操作の防止（記載省略）

20. 安全避難通路等（記載省略）

21. 設計評価事故時の放射線障害の防止（記載省略）

22. 貯蔵施設

本申請の範囲外

23. 廃棄施設（記載省略）

24. 汚染を検査するための設備

本申請の範囲外

25. 監視設備（記載省略）

26. 非常用電源設備（記載省略）

27. 通信連絡設備等（記載省略）

14. 飛散物による損傷の防止（変更なし）

15. 重要度に応じた安全機能の確保（変更なし）

16. 環境条件を考慮した設計（変更なし）

17. 検査等を考慮した設計（変更なし）

18. 使用前検査対象施設の共用（変更なし）

19. 誤操作の防止（変更なし）

20. 安全避難通路等（変更なし）

21. 設計評価事故時の放射線障害の防止（変更なし）

22. 貯蔵施設

本施設においては、核燃料物質の使用及び貯蔵は行わないため、貯蔵施設のうち使用を終了し、

維持管理する設備とする核燃料物質保管庫に核燃料物質は貯蔵しない。核燃料物質保管庫には、核

燃料物質の貯蔵を禁止する旨の表示を行う。なお、施設は壁等により区画され、核燃料物質保管庫

は施錠管理の措置を講じ、許可なくして触れることを禁ずる旨の標識を設ける。

23. 廃棄施設（変更なし）

24. 汚染を検査するための設備

管理区域から退出する際の汚染を検査するための設備として、管理区域の出入口に汚染検査室を

設ける。汚染検査室にはハンドフットクロスモニタ及びサーベイメータを配置し、管理区域から退

出する者の身体及び衣服等の表面密度を測定する。汚染検査室の壁、床、その他放射性物質によっ

て汚染されるおそれのある部分は樹脂塗料等により汚染の除去及び拡大防止が容易な構造としてい

る。

25. 監視設備（変更なし）

26. 非常用電源設備（変更なし）

27. 通信連絡設備等（変更なし）

記載の適正化

（法令改正に伴う検査

名称の変更）

基準規則との適合性を

示す記載の追加

基準規則との適合性を

示す記載の追加



バックエンド技術開発建家 核燃料物質の使用の変更の許可申請書新旧対照表（添付書類１） 

添付 1-11 

変 更 前 変 更 後 備 考

28. 多量の放射性物質等を放出する事故の拡大の防止（記載省略） 28. 多量の放射性物質等を放出する事故の拡大の防止（変更なし）



バックエンド技術開発建家 核燃料物質の使用の変更の許可申請書新旧対照表（添付書類３） 

添付 3-1 

変 更 前 変 更 後 備 考 

添付書類３ 

 

 

 

 

 

 

 

変更に係る核燃料物質の使用に必要な技術的能力に関する説明書 
 

（バックエンド技術開発建家） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

添付書類３ 

 

 

 

 

 

 

 

変更に係る核燃料物質の使用に必要な技術的能力に関する説明書 
 

（バックエンド技術開発建家） 
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変 更 前 変 更 後 備 考

（記載省略） （変更なし）



核燃料物質使用変更許可申請書新旧対照表 

（ 共 通 編 ） 

（申請書本文） 

令和４年２月 

別添（５）



共通編 核燃料物質使用変更許可申請書新旧対照表（本文） 

本文－1 

変 更 前 変 更 後 備 考 

１．氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

～ 

１０．使用施設、貯蔵施設又は廃棄施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の整備に関す

る事項 

（記載省略） 

図－1 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構原子力科学研究所核燃料物質使用施設等配置図 

（記載省略） 

（備考） 

事務上の連絡先 

事務上の連絡先 

名  称 
国立研究開発法人 

日本原子力研究開発機構 

所在地 東京都千代田区内幸町 2-2-2 

連絡員の所属 
安全・核セキュリティ統括部 

安全・核セキュリティ推進室 

氏  名 井坂 浩二 

電話番号 03－3592－2324 

E ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ isaka.koji@jaea.go.jp 

１．氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

～ 

１０．使用施設、貯蔵施設又は廃棄施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の整備に関す

る事項 

（変更なし） 

図－1 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構原子力科学研究所核燃料物質使用施設等配置図 

（変更なし） 

（削る） 核原料物質、核燃

料物質及び原子炉

の規制に関する法

律第 52 条第 2 項

（使用の許可）の

要求事項並びに使

用施設等の位置、

構造及び設備の基

準に関する規則の

解釈の別記４の記

載例に記載がない

ため削除 



核燃料物質使用変更許可申請書新旧対照表 

（ 共 通 編 ） 

（添付書類１～４） 

令和４年２月 



共通編 核燃料物質使用変更許可申請書新旧対照表（添付書類１） 

添付 1-1 

変 更 前 変 更 後 備 考 

添付書類１ 

変更後における核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭

和 32 年法律第 166 号）第 53 条第 2 号に規定する使用施設等の位置、構造及

び設備の基準に対する適合性に関する説明書（事故に関するものを除く。） 

（共通編） 

添付書類１ 

変更後における核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭

和 32 年法律第 166 号）第 53 条第 2 号に規定する使用施設等の位置、構造及

び設備の基準に対する適合性に関する説明書（事故に関するものを除く。） 

（共通編） 



共通編 核燃料物質使用変更許可申請書新旧対照表（添付書類１） 

添付 1-2 

変 更 前 変 更 後 備 考 

Ⅰ 共通編 

１. 閉じ込めの機能 ～ ５．自然現象による影響の考慮（記載省略）

６．核燃料物質の臨界防止  

ホットラボ、ＪＲＲ－３、燃料試験施設、バックエンド研究施設及びＪＲＲ－４については、施設

編に記載。 

７．使用前検査対象施設 

（本文省略） 

８．地震による損傷の防止 ～ 10．外部からの衝撃による損傷の防止（記載省略） 

11．使用前検査対象施設への人の不法な侵入等の防止  

ホットラボ、ＪＲＲ－３、燃料試験施設及びバックエンド研究施設については、施設編に記載。

12．溢水による損傷の防止  

ホットラボ、ＪＲＲ－３、燃料試験施設及びバックエンド研究施設については、施設編に記載。

13．化学薬品の漏えいによる損傷の防止  

ホットラボ、ＪＲＲ－３、燃料試験施設及びバックエンド研究施設については、施設編に記載。

14．飛散物による損傷の防止  

ホットラボ、ＪＲＲ－３、燃料試験施設及びバックエンド研究施設については、施設編に記載。

15．重要度に応じた安全機能の確保 （記載省略） 

16．環境条件を考慮した設計  

ホットラボ、ＪＲＲ－３、燃料試験施設及びバックエンド研究施設については、施設編に記載。

17．検査等を考慮した設計  

ホットラボ、ＪＲＲ－３、燃料試験施設及びバックエンド研究施設については、施設編に記載。

18．使用前検査対象施設の共用  

ホットラボ、ＪＲＲ－３、燃料試験施設及びバックエンド研究施設については、施設編に記載。

Ⅰ 共通編 

１. 閉じ込めの機能 ～５．自然現象による影響の考慮（変更なし）

６．核燃料物質の臨界防止  

ホットラボ、ＪＲＲ－３、燃料試験施設、廃棄物安全試験施設、バックエンド研究施設及びＪＲ

Ｒ－４については、施設編に記載。 

７．使用前検査対象施設の地盤 

（変更なし） 

８．地震による損傷の防止 ～ 10．外部からの衝撃による損傷の防止（変更なし） 

11．使用前検査対象施設への人の不法な侵入等の防止  

ホットラボ、ＪＲＲ－３、燃料試験施設、廃棄物安全試験施設及びバックエンド研究施設につい

ては、施設編に記載。 

12．溢水による損傷の防止  

ホットラボ、ＪＲＲ－３、燃料試験施設、廃棄物安全試験施設及びバックエンド研究施設につい

ては、施設編に記載。 

13．化学薬品の漏えいによる損傷の防止  

ホットラボ、ＪＲＲ－３、燃料試験施設、廃棄物安全試験施設及びバックエンド研究施設につい

ては、施設編に記載。 

14．飛散物による損傷の防止  

ホットラボ、ＪＲＲ－３、燃料試験施設、廃棄物安全試験施設及びバックエンド研究施設につい

ては、施設編に記載。 

15．重要度に応じた安全機能の確保 （変更なし） 

16．環境条件を考慮した設計  

ホットラボ、ＪＲＲ－３、燃料試験施設、廃棄物安全試験施設及びバックエンド研究施設につい

ては、施設編に記載。 

17．検査等を考慮した設計  

ホットラボ、ＪＲＲ－３、燃料試験施設、廃棄物安全試験施設及びバックエンド研究施設につい

ては、施設編に記載。 

18．使用前検査対象施設の共用  

ホットラボ、ＪＲＲ－３、燃料試験施設、廃棄物安全試験施設及びバックエンド研究施設につい

ては、施設編に記載。 

施設編（廃棄物安全

試験施設）の追加に

伴う反映 

記載の適正化 

（見出しの修正） 

施設編（廃棄物安全

試験施設）の追加に

伴う反映 

施設編（廃棄物安全

試験施設）の追加に

伴う反映 

施設編（廃棄物安全

試験施設）の追加に

伴う反映 

施設編（廃棄物安全

試験施設）の追加に

伴う反映 

施設編（廃棄物安全

試験施設）の追加に

伴う反映 

施設編（廃棄物安全

試験施設）の追加に

伴う反映 

施設編（廃棄物安全

試験施設）の追加に

伴う反映 



共通編 核燃料物質使用変更許可申請書新旧対照表（添付書類１） 

添付 1-3 

変 更 前 変 更 後 備 考 

19．誤操作の防止  

ホットラボ、ＪＲＲ－３、燃料試験施設及びバックエンド研究施設については、施設編に記載。

20．安全避難通路等  

ホットラボ、ＪＲＲ－３、燃料試験施設及びバックエンド研究施設については、施設編に記載。

21．設計評価事故時の放射線障害の防止  

ホットラボ、ＪＲＲ－３、燃料試験施設及びバックエンド研究施設については、施設編に記載。

22．貯蔵施設 

ホットラボ、ＪＲＲ－３、燃料試験施設、バックエンド研究施設、ＪＲＲ－４、プルトニウム研

究１棟、第４研究棟、再処理特別研究棟、ＪＲＲ－３実験利用棟（第２棟）並びにＳＴＡＣＹ施設

及びＴＲＡＣＹ施設については、施設編に記載。 

23．廃棄施設  

23.1 気体廃棄物管理 

（記載省略） 

23.1.1 気体廃棄物による一般公衆の実効線量の評価 

（記載省略） 

23.1.1.1 計算条件 

施設毎の核燃料物質の種類及び年間予定使用量を基に同位体組成を考慮して、次に示す方法によ

り一般公衆の実効線量を評価した。 

(1) 排気系への移行（記載省略）

(2) 排気筒からの放出量（記載省略）

(3) 地表空気中濃度

各施設からの放射性核種毎の放出率を用いて、評価地点における地表空気中濃度を「気象指針」

に示されている拡散式により計算する。計算は研究所のこれまでの気象観測結果（1991 年～1995

年）を基に、適切と考えられる気象条件（風向及び風速）を設定して行った。 

評価は排気筒から人の居住に着目した周辺監視区域境界までの最短距離、又は周辺監視区域外

において最大地表空気中濃度を与える地点で行う。 

地表空気中濃度の計算に用いる施設毎の排気筒高、最大地表空気中濃度を与える評価地点まで

の距離等の主要なパラメータを第 23.2-1 表に示す。 

(4) 一般公衆の実効線量（記載省略）

19．誤操作の防止  

ホットラボ、ＪＲＲ－３、燃料試験施設、廃棄物安全試験施設及びバックエンド研究施設につい

ては、施設編に記載。 

20．安全避難通路等  

ホットラボ、ＪＲＲ－３、燃料試験施設、廃棄物安全試験施設及びバックエンド研究施設につい

ては、施設編に記載。 

21．設計評価事故時の放射線障害の防止  

ホットラボ、ＪＲＲ－３、燃料試験施設、廃棄物安全試験施設及びバックエンド研究施設につい

ては、施設編に記載。 

22．貯蔵施設 

ホットラボ、ＪＲＲ－３、燃料試験施設、廃棄物安全試験施設、バックエンド研究施設、ＪＲ

Ｒ－４、プルトニウム研究１棟、第４研究棟、再処理特別研究棟、ＪＲＲ－３実験利用棟（第２

棟）、ＳＴＡＣＹ施設及びＴＲＡＣＹ施設並びにバックエンド技術開発建家については、施設編に

記載。 

23．廃棄施設  

23.1 気体廃棄物管理 

（変更なし） 

23.1.1 気体廃棄物による一般公衆の実効線量の評価 

（変更なし） 

23.1.1.1 計算条件 

施設毎の核燃料物質の種類及び年間予定使用量を基に同位体組成を考慮して、次に示す方法によ

り一般公衆の実効線量を評価した。 

(1) 排気系への移行（変更なし）

(2) 排気筒からの放出量（変更なし）

(3) 地表空気中濃度

各施設からの放射性核種毎の放出率を用いて、評価地点における地表空気中濃度を「気象指針」

に示されている拡散式により計算する。計算は研究所のこれまでの気象観測結果（2009 年～2013

年）を基に、適切と考えられる気象条件（風向及び風速）を設定して行った。 

評価は排気筒から人の居住に着目した周辺監視区域境界までの最短距離、又は周辺監視区域外

において最大地表空気中濃度を与える地点で行う。 

地表空気中濃度の計算に用いる施設毎の排気筒高、最大地表空気中濃度を与える評価地点まで

の距離等の主要なパラメータを第 23.2-1 表に示す。 

(4) 一般公衆の実効線量（変更なし）

施設編（廃棄物安全

試験施設）の追加に

伴う反映 

施設編（廃棄物安全

試験施設）の追加に

伴う反映 

施設編（廃棄物安全

試験施設）の追加に

伴う反映 

施設編（廃棄物安全

試験施設、バックエ

ンド技術開発建家）

の追加に伴う反映 

原子力科学研究所

内の気象データの

整合を図るための

更新 



共通編 核燃料物質使用変更許可申請書新旧対照表（添付書類１） 

添付 1-4 

変 更 前 変 更 後 備 考 

23.1.1.2 計算方法 

(1) 最大地表空気中濃度 11）

（記載省略）

(2) 一般公衆の実効線量

イ．吸入摂取による実効線量 ～ ホ．放射性雲による実効線量（記載省略）

へ．地表沈着による実効線量 19)、20） 

1) 乾燥沈着率

i・χＶ＝Ｄ gddi (23.1-16) 

ここで、 

Ｄdi   ：１施設の放出量に対する無降水期間中の核種ｉの乾燥沈着率 (Bq/m2・s) 

Ｖgd   ：沈着速度 (1×10－2m/s) 14) 

2) 降水沈着率

・ＬΛ・χ＝Ｄri i (23.1-17) 

ここで、 

Ｄri   ：１施設の放出量に対する降水期間中の核種ｉの降水沈着率 (Bq/m2・s) 

Λ   ：洗浄係数 (s－1) 

Λ＝1.2×10－4・Ｉ0.5  20) 

降水強度Ｉ(mm/h)は 1991 年～1995 年の研究所の降水量と降水時間より 

Ｉ＝1253mm(年平均降水量)/624(年平均降水時間)＝ 2.0 

とする。 

Ｌ   ：混合層高度（1.0×103m（気象指針より 1.0×103m 以上の拡散は考慮しない。）） 

3) 核種の地表沈着量

ridii ＋ＡＡ＝Ａ (23.1-18) 

（無降水期間） 

｝・ｔλ）・｛λ＝（ＤＡ )exp(1/ iididi   (23.1-19) 

（降水期間） 

｝・Ｋ・ｔλ｝・｛λ＋ＤＤ｛＝Ａ )exp(1/)( iiridriri  (23.1-20) 

ここで、 

Ａi   ：１施設の放出量に対する核種ｉの地表沈着量 (Bq/m2) 

Ａdi   ：無降水期間中の核種ｉの地表沈着量 (Bq/m2) 

Ａri   ：降水期間中の核種ｉの地表沈着量 (Bq/m2) 

λi   ：土壌からの核種ｉの実効除去率 (s－1) 

(土壌からの系外除去を無視し物理的壊変のみ考慮する。） 

ｔ   ：地表沈着を考慮する期間 (6.3×108s：20 年) 14) 

Ｄdri  ：降水期間中の核種ｉの乾燥沈着率 (Bq/m2・s) 

(Ｄdiと同じとした。) 

23.1.1.2 計算方法 

(1) 最大地表空気中濃度 11）

（変更なし）

(2) 一般公衆の実効線量

イ．吸入摂取による実効線量 ～ ホ．放射性雲による実効線量（変更なし）

へ．地表沈着による実効線量 19)、20） 

1) 乾燥沈着率

i・χＶ＝Ｄ gddi (23.1-16) 

ここで、 

Ｄdi   ：１施設の放出量に対する無降水期間中の核種ｉの乾燥沈着率 (Bq/m2・s) 

Ｖgd   ：沈着速度 (1×10－2m/s) 14) 

2) 降水沈着率

・ＬΛ・χ＝Ｄri i (23.1-17) 

ここで、 

Ｄri   ：１施設の放出量に対する降水期間中の核種ｉの降水沈着率 (Bq/m2・s) 

Λ   ：洗浄係数 (s－1) 

Λ＝1.2×10－4・Ｉ0.5  20) 

降水強度Ｉ(mm/h)は 2009 年～2013 年の研究所の降水量と降水時間より 

Ｉ＝1330mm(年平均降水量)/594(年平均降水時間)＝ 2.2 

とする。 

Ｌ   ：混合層高度（1.0×103m（気象指針より 1.0×103m 以上の拡散は考慮しない。）） 

3) 核種の地表沈着量

ridii ＋ＡＡ＝Ａ (23.1-18) 

（無降水期間） 

｝・ｔλ）・｛λ＝（ＤＡ )exp(1/ iididi   (23.1-19) 

（降水期間） 

｝・Ｋ・ｔλ｝・｛λ＋ＤＤ｛＝Ａ )exp(1/)( iiridriri  (23.1-20) 

ここで、 

Ａi   ：１施設の放出量に対する核種ｉの地表沈着量 (Bq/m2) 

Ａdi   ：無降水期間中の核種ｉの地表沈着量 (Bq/m2) 

Ａri   ：降水期間中の核種ｉの地表沈着量 (Bq/m2) 

λi   ：土壌からの核種ｉの実効除去率 (s－1) 

(土壌からの系外除去を無視し物理的壊変のみ考慮する。） 

ｔ   ：地表沈着を考慮する期間 (6.3×108s：20 年) 14) 

Ｄdri  ：降水期間中の核種ｉの乾燥沈着率 (Bq/m2・s) 

(Ｄdiと同じとした。) 

原子力科学研究所

内の気象データの

整合を図るための

更新 



共通編 核燃料物質使用変更許可申請書新旧対照表（添付書類１） 

添付 1-5 

変 更 前 変 更 後 備 考 

Ｋ ：降水期間割合（7.2×10－2） 

（1991 年～1995 年の研究所の観測データより） 

4) 沈着した放射性核種による実効線量


f

d dfＨ＝Ｈ (23.1-21) 


i

Aiidf )( ・ＫＡ＝Ｈ (23.1-22) 

ここで、 

Ｈd    ：全施設からの寄与による年間の実効線量 (Sv) 

Ｈdf   ：１施設の放出量に対する着目地点での年間の実効線量 (Sv) 

ＫAi   ：核種ｉの年間の実効線量換算係数 (Sv/(Bq/m2)) 

(23.1-3)、(23.1-7)、(23.1-10)、(23.1-13)、(23.1-22)式に用いたパラメータ及び換算係数

等を第 23.2-2(2)、(3)、(4)表に示す。 

23.1.1.3  計算結果 

 研究所の核燃料物質使用施設等から放出される気体廃棄物による年間の実効線量の計算結果を

第 23.2-3 表に示す。これによれば、気体廃棄物による周辺監視区域外の一般公衆の吸入摂取、葉菜

摂取、米摂取及び牛乳摂取による年間の実効線量は、それぞれ約 2.7×10－6 Sv、約 1.2×10－6 Sv、約

1.6×10－5 Sv、約 1.8×10－6 Sv であり、放射性雲及び地表沈着による年間の実効線量は、約 1.5×10
－6 Sv、約 3.6×10－6 Sv である。これらを合計した年間の実効線量は、約 2.7×10－5 Sv であり、法令

で定める周辺監視区域外の線量限度に比べ十分小さい。 

23.2 固体廃棄物管理 

（記載省略） 

24．汚染を検査するための設備 

ホットラボ、ＪＲＲ－３、燃料試験施設、バックエンド研究施設、プルトニウム研究１棟、第４

研究棟、再処理特別研究棟、ＪＲＲ－３実験利用棟（第２棟）並びにＳＴＡＣＹ施設及びＴＲＡＣ

Ｙ施設については、施設編に記載。 

25．監視設備（記載省略） 

26．非常用電源設備  

ホットラボ、ＪＲＲ－３、燃料試験施設及びバックエンド研究施設については、施設編に記載。

27．通信連絡設備等  

ホットラボ、ＪＲＲ－３、燃料試験施設及びバックエンド研究施設については、施設編に記載。

28．多量の放射性物質等を放出する事故の拡大の防止（記載省略） 

Ｋ ：降水期間割合（6.8×10－2） 

（2009 年～2013 年の研究所の観測データより） 

4) 沈着した放射性核種による実効線量


f

d dfＨ＝Ｈ (23.1-21) 


i

Aiidf )( ・ＫＡ＝Ｈ (23.1-22) 

ここで、 

Ｈd    ：全施設からの寄与による年間の実効線量 (Sv) 

Ｈdf   ：１施設の放出量に対する着目地点での年間の実効線量 (Sv) 

ＫAi   ：核種ｉの年間の実効線量換算係数 (Sv/(Bq/m2)) 

(23.1-3)、(23.1-7)、(23.1-10)、(23.1-13)、(23.1-22)式に用いたパラメータ及び換算係数

等を第 23.2-2(2)、(3)、(4)表に示す。 

23.1.1.3  計算結果 

 研究所の核燃料物質使用施設等から放出される気体廃棄物による年間の実効線量の計算結果を

第 23.2-3 表に示す。これによれば、気体廃棄物による周辺監視区域外の一般公衆の吸入摂取、葉菜

摂取、米摂取及び牛乳摂取による年間の実効線量は、それぞれ約 2.7×10－6 Sv、約 1.2×10－6 Sv、

約 1.6×10－5 Sv、約 1.7×10－6 Sv であり、放射性雲及び地表沈着による年間の実効線量は、約 1.5

×10－6 Sv、約 3.2×10－6 Sv である。これらを合計した年間の実効線量は、約 2.6×10－5 Sv であり、

法令で定める周辺監視区域外の線量限度に比べ十分小さい。 

23.2 固体廃棄物管理 

（変更なし） 

24．汚染を検査するための設備 

ホットラボ、ＪＲＲ－３、燃料試験施設、廃棄物安全試験施設、バックエンド研究施設、プルト

ニウム研究１棟、第４研究棟、再処理特別研究棟、ＪＲＲ－３実験利用棟（第２棟）、ＳＴＡＣＹ

施設及びＴＲＡＣＹ施設並びにバックエンド技術開発建家については、施設編に記載。 

25．監視設備（変更なし） 

26．非常用電源設備  

ホットラボ、ＪＲＲ－３、燃料試験施設、廃棄物安全試験施設及びバックエンド研究施設につい

ては、施設編に記載。 

27．通信連絡設備等  

ホットラボ、ＪＲＲ－３、燃料試験施設、廃棄物安全試験施設及びバックエンド研究施設につい

ては、施設編に記載。 

28．多量の放射性物質等を放出する事故の拡大の防止（変更なし） 

原子力科学研究所

内の気象データの

整合を図るための

更新 

バックエンド技術

開発建家の核燃料

物質の在庫がなく

気体廃棄物の発生

がないことに伴う

変更及び原子力科

学研究所内の気象

データの整合を図

るための更新によ

る変更 

施設編（廃棄物安全

試験施設、バックエ

ンド技術開発建家）

の追加に伴う反映 

施設編（廃棄物安全

試験施設）の追加に

伴う反映 

施設編（廃棄物安全

試験施設）の追加に

伴う反映 



共通編 核燃料物質使用変更許可申請書新旧対照表（添付書類１） 

添付 1-6 

変 更 前 変 更 後 備 考 

参考文献（記載省略） 

第 2.1 表 核燃料物質使用施設等（放射性廃棄物処理場については、保管廃棄施設（処理前廃棄物保管

場所及び発生廃棄物保管場所を除く。））に係る直接線及びスカイシャイン放射線による年間

の実効線量の計算に使用するパラメータ 

施 設 名 

コンクリー

ト 壁 厚 さ 

(m)

コンクリー 

ト天井厚さ 

(m) 

施 設 名 

コンクリー

ト 壁 厚 さ

(m)

コンクリー

ト天井厚さ

(m)

プルトニウム研究１棟 0.15 0.15 第 ４ 研 究 棟 0.20 0.15 

ホ ッ ト ラ ボ
0.25 

0.60 

0.12 

0.12 
放 射 線 標 準 施 設 0.15 0.15 

Ｊ Ｒ Ｒ － ３ 0.40 0 タンデム加速器建家 0.23 0.15 

燃 料 試 験 施 設 0.18 0.10 Ｊ Ｒ Ｒ － １ 0.20 0.35 

廃棄物安全試験施設 0.20 0.12 再 処 理 特 別 研 究 棟 ― ― 

Ｎ Ｓ Ｒ Ｒ 0.30 0 
ＪＲＲ－３実験利用棟 

（ 第 ２ 棟 ） 
0.15 0.15 

バックエンド研究施設 

（セル） 

0.30 

（1.35） 

0.20 

（1.45） 

トリチウムプロセス

研 究 棟
0.15 0.36 

放射性廃棄物処理場 

・廃棄物保管棟・Ⅰ

・廃棄物保管棟・Ⅱ

・解体分別保管棟

0.28 

0.28 

0.43 

0.28 

0.28 

0 

Ｔ Ｃ Ａ 0.30 0.15 

Ｊ Ｒ Ｒ － ４ 0.20 0 Ｆ Ｎ Ｓ 棟 0.20 0.30 

ＦＣＡ ＦＣＡ施設 0.40 0.40 
ＳＴＡＣＹ施設及び 

Ｔ Ｒ Ａ Ｃ Ｙ 施 設 
0.40 0.75 

ラジオアイソトープ

製 造 棟
0.21 0.21 高度環境分析研究棟 0.20 0.10 

核 燃 料 倉 庫 0.20 0.15 
バ ッ ク エ ン ド 技 術 

開 発 建 家 
0.20 0.15 

注）本欄が「－」である施設は、核燃料物質の在庫がなく受け入れ予定のない施設である。 

第 2.2 表 核燃料物質使用施設等（放射性廃棄物処理場については、保管廃棄施設（処理前廃棄物保管

場所及び発生廃棄物保管場所を除く。））に係る直接線及びスカイシャイン放射線による年間

の実効線量(1/2)  

（記載省略） 

参考文献（変更なし） 

第 2.1 表 核燃料物質使用施設等（放射性廃棄物処理場については、保管廃棄施設（処理前廃棄物保管

場所及び発生廃棄物保管場所を除く。））に係る直接線及びスカイシャイン放射線による年間

の実効線量の計算に使用するパラメータ 

施 設 名 

コンクリー 

ト壁厚さ

(m)

コンクリー

ト天井厚さ

(m)

施 設 名 

コンクリー

ト 壁 厚 さ

(m)

コンクリー

ト天井厚さ

(m)

プルトニウム研究１棟 ― ― 第 ４ 研 究 棟 0.20 0.15 

ホ ッ ト ラ ボ
0.25 

0.60 

0.12 

0.12 
放 射 線 標 準 施 設 0.15 0.15 

Ｊ Ｒ Ｒ － ３ 0.40 0 タンデム加速器建家 0.23 0.15 

燃 料 試 験 施 設 0.18 0.10 Ｊ Ｒ Ｒ － １ 0.20 0.35 

廃棄物安全試験施設 0.20 0.12 再 処 理 特 別 研 究 棟 ― ― 

Ｎ Ｓ Ｒ Ｒ 0.30 0 
ＪＲＲ－３実験利用棟 

（ 第 ２ 棟 ） 
0.15 0.15 

バックエンド研究施設 

（セル） 

0.30 

（1.35） 

0.20 

（1.45） 

トリチウムプロセス

研 究 棟
0.15 0.36 

放射性廃棄物処理場 

・廃棄物保管棟・Ⅰ

・廃棄物保管棟・Ⅱ

・解体分別保管棟

0.28 

0.28 

0.43 

0.28 

0.28 

0 

Ｔ Ｃ Ａ 0.30 0.15 

Ｊ Ｒ Ｒ － ４ 0.20 0 Ｆ Ｎ Ｓ 棟 0.20 0.30 

ＦＣＡ ＦＣＡ施設 0.40 0.40 
ＳＴＡＣＹ施設及び 

Ｔ Ｒ Ａ Ｃ Ｙ 施 設 
0.40 0.75 

ラジオアイソトープ

製 造 棟
0.21 0.21 高度環境分析研究棟 0.20 0.10 

核 燃 料 倉 庫 0.20 0.15 
バ ッ ク エ ン ド 技 術 

開 発 建 家 
― ― 

注）本欄が「－」である施設は、核燃料物質の在庫がなく受け入れ予定のない施設である。 

第 2.2 表 核燃料物質使用施設等（放射性廃棄物処理場については、保管廃棄施設（処理前廃棄物保管

場所及び発生廃棄物保管場所を除く。））に係る直接線及びスカイシャイン放射線による年間

の実効線量(1/2)  

（変更なし） 

プルトニウム研究

１棟の核燃料物質

の在庫がなく受入

予定がないことに

伴う変更 

バックエンド技術

開発建家の核燃料

物質の在庫がなく

受入予定がないこ

とに伴う変更 



共通編 核燃料物質使用変更許可申請書新旧対照表（添付書類１） 

添付 1-7 

変 更 前 変 更 後 備 考 

第 2.2 表 核燃料物質使用施設等（放射性廃棄物処理場については、保管廃棄施設（処理前廃棄物保管

場所及び発生廃棄物保管場所を除く。））に係る直接線及びスカイシャイン放射線による年間

の実効線量(2/2) 

施  設  名 

直 接 線 に よ る 

実 効 線 量 

(Sv) 

スカイシャイン

放 射 線 に よ る

実効線量 ( S v )

Ｊ Ｒ Ｒ － ３ 実 験 利 用 棟 

（第２棟） 
  1.3×10－8  5.2×10－9 

ト リ チ ウ ム プ ロ セ ス

研 究 棟
  5.0×10－9  3.2×10－9 

Ｔ Ｃ Ａ   1.0×10－10  1.4×10－10 

Ｆ Ｎ Ｓ 棟  2.0×10－13  1.2×10－13 

Ｓ Ｔ Ａ Ｃ Ｙ 施 設 及 び 

Ｔ Ｒ Ａ Ｃ Ｙ 施 設 
  3.1×10－9  2.2×10－8 

高 度 環 境 分 析 研 究 棟  7.0×10－13  2.9×10－12 

バ ッ ク エ ン ド 技 術 

開 発 建 家
  1.9×10－11   3.8×10－11 

合 計 3.3×10－5 

第 2.3 表 各施設の保管廃棄施設（放射性廃棄物処理場については、処理前廃棄物保管場所及び発生廃

棄物保管場所とする。）に起因する直接線及びスカイシャイン放射線による年間の実効線量

の計算に使用するパラメータ 

～ 

第 2.4 表 各施設の保管廃棄施設（放射性廃棄物処理場については、処理前廃棄物保管場所及び発生廃

棄物保管場所とする。）に起因する直接線及びスカイシャイン放射線による年間の実効線量

(2/2) 

（記載省略） 

第 2.2 表 核燃料物質使用施設等（放射性廃棄物処理場については、保管廃棄施設（処理前廃棄物保管

場所及び発生廃棄物保管場所を除く。））に係る直接線及びスカイシャイン放射線による年間

の実効線量(2/2) 

施  設  名 

直 接 線 に よ る 

実 効 線 量 

(Sv) 

スカイシャイン

放 射 線 に よ る

実効線量 ( S v )

Ｊ Ｒ Ｒ － ３ 実 験 利 用 棟 

（第２棟） 
  1.3×10－8  5.2×10－9 

ト リ チ ウ ム プ ロ セ ス

研 究 棟
  5.0×10－9  3.2×10－9 

Ｔ Ｃ Ａ   1.0×10－10  1.4×10－10 

Ｆ Ｎ Ｓ 棟  2.0×10－13  1.2×10－13 

Ｓ Ｔ Ａ Ｃ Ｙ 施 設 及 び 

Ｔ Ｒ Ａ Ｃ Ｙ 施 設 
  3.1×10－9  2.2×10－8 

高 度 環 境 分 析 研 究 棟  7.0×10－13  2.9×10－12 

バ ッ ク エ ン ド 技 術 

開 発 建 家
― ― 

合 計 3.3×10－5 

注１）本欄が「－」である施設は、核燃料物質の在庫がなく受け入れ予定のな 

い施設である。 

第 2.3 表 各施設の保管廃棄施設（放射性廃棄物処理場については、処理前廃棄物保管場所及び発生

廃棄物保管場所とする。）に起因する直接線及びスカイシャイン放射線による年間の実効線

量の計算に使用するパラメータ 

～ 

第 2.4 表 各施設の保管廃棄施設（放射性廃棄物処理場については、処理前廃棄物保管場所及び発生廃

棄物保管場所とする。）に起因する直接線及びスカイシャイン放射線による年間の実効線量

(2/2) 

（変更なし） 

バックエンド技術

開発建家の核燃料

物質の在庫がなく

受入予定がないこ

とに伴う変更 



共通編 核燃料物質使用変更許可申請書新旧対照表（添付書類１） 

添付 1-8 

変 更 前 変 更 後 備 考 

第 23.2-1 表 地表空気中濃度の計算に用いられる施設毎の主要なパラメータ(1/2) 

（記載省略） 

第 23.2-1 表 地表空気中濃度の計算に用いられる施設毎の主要なパラメータ(2/2) 

施 設 名 
排 気 風 量 

(m3/h) 

排 風 機 

稼動時間 

(h/y) 

排気筒高 

(評価高) 

(m) 

建屋投影 

面 積 

(m2) 

評 価 地 点 

までの距離 

(m) 

Ｊ Ｒ Ｒ － １   10,000  1,976  16(0)  316   280 

再 処 理 特 別 研 究 棟 － － － － － 

ＪＲＲ－３実験利用棟 

( 第 ２ 棟 ) 
  42,000  8,760  19.8(0)  800   230 

ﾄ ﾘ ﾁ ｳ ﾑ ﾌ ﾟ ﾛ ｾ ｽ 研 究 棟 － － － － － 

Ｔ Ｃ Ａ － － － － －

Ｆ Ｎ Ｓ 棟 － － － － －

Ｓ Ｔ Ａ Ｃ Ｙ 施 設 及 び 

Ｔ Ｒ Ａ Ｃ Ｙ 施 設 
－ － － － － 

高 度 環 境 分 析 研 究 棟  47,000  8,760  9(0)  337  190 

バックエンド技術開発建家 26,000  8,760  12(0) 40   720 

注）本欄の全項目が「－」である施設は、気体廃棄物の発生のない核燃料物質取扱施設を示し、建屋投

影面積が「－」である施設は、建屋の影響がないことを示す。 

第 23.2-2(1)表 核燃料物質使用施設等から放出される放射性核種の周辺監視区域外 

における最大地表空気中濃度(1/2) 

（記載省略） 

第 23.2-1 表 地表空気中濃度の計算に用いられる施設毎の主要なパラメータ(1/2) 

（変更なし） 

第 23.2-1 表 地表空気中濃度の計算に用いられる施設毎の主要なパラメータ(2/2) 

施 設 名 
排 気 風 量 

(m3/h) 

排 風 機 

稼動時間 

(h/y) 

排気筒高 

(評価高) 

(m) 

建屋投影 

面 積 

(m2) 

評 価 地 点 

までの距離 

(m) 

Ｊ Ｒ Ｒ － １   10,000  1,976  16(0)  316   280 

再 処 理 特 別 研 究 棟 － － － － － 

ＪＲＲ－３実験利用棟 

( 第 ２ 棟 ) 
  42,000  8,760  19.8(0)  800   230 

ﾄ ﾘ ﾁ ｳ ﾑ ﾌ ﾟ ﾛ ｾ ｽ 研 究 棟 － － － － － 

Ｔ Ｃ Ａ － － － － －

Ｆ Ｎ Ｓ 棟 － － － － －

Ｓ Ｔ Ａ Ｃ Ｙ 施 設 及 び 

Ｔ Ｒ Ａ Ｃ Ｙ 施 設 
－ － － － － 

高 度 環 境 分 析 研 究 棟  47,000  8,760  9(0)  337  190 

バックエンド技術開発建家 － － － － － 

注）本欄の全項目が「－」である施設は、気体廃棄物の発生のない核燃料物質取扱施設を示し、建屋投

影面積が「－」である施設は、建屋の影響がないことを示す。 

第 23.2-2(1)表 核燃料物質使用施設等から放出される放射性核種の周辺監視区域外 

における最大地表空気中濃度(1/2) 

（変更なし） 

バックエンド技術

開発建家の核燃料

物質の在庫がなく

気体廃棄物の発生

がないことに伴う

変更 



共通編 核燃料物質使用変更許可申請書新旧対照表（添付書類１） 

添付 1-9 

変 更 前 変 更 後 備 考 

第 23.2-2(1)表 核燃料物質使用施設等から放出される放射性核種の周辺監視区域外 

における最大地表空気中濃度(2/2) 

施 設 名 核 種 名 及 び 最 大 地 表 空 気 中 濃 度（Bq/m3） 

ラ ジ オ ア イ ソ

ト ー プ 製 造 棟 

235Ｕ 238Ｕ 

7.9×10－13 4.4×10－12 

核 燃 料 倉 庫 
232Th 235Ｕ 238Ｕ 

4.6×10－9 4.2×10－9 6.0×10－8 

第 ４ 研 究 棟 

232Th 233Ｕ 235Ｕ 238Ｕ 236Pu 

5.2×10－10 4.3×10－9 2.5×10－11 2.9×10－9 3.1×10－15 
238Pu 239Pu 240Pu 241Pu 242Pu 

1.1×10－9 3.0×10－8 1.2×10－8 4.9×10－9 2.0×10－9 

放 射 線 標 準 施 設 ――― 

タ ン デ ム 加 速 器

建  家

232Th 233Ｕ 235Ｕ 238Ｕ 239Pu 

3.4×10－13 2.9×10－10 3.3×10－13 5.1×10－12 9.5×10－12 

Ｊ Ｒ Ｒ － １ 
235Ｕ 238Ｕ 

1.1×10－20 2.5×10－19

再 処 理 特 別 研 究 棟 ――― 

Ｊ Ｒ Ｒ － ３ 実 験 

利 用 棟 （ 第 ２ 棟 ） 

232Th 235Ｕ 238Ｕ 

2.6×10－9 6.8×10－8 1.8×10－8 

ト リ チ ウ ム

プ ロ セ ス 研 究 棟
――― 

Ｔ Ｃ Ａ ―――

Ｆ Ｎ Ｓ 棟 ――― 

Ｓ Ｔ Ａ Ｃ Ｙ 施 設 及 び 

Ｔ Ｒ Ａ Ｃ Ｙ 施 設 
――― 

高 度 環 境 分 析 

研  究  棟 

233Ｕ 235Ｕ 236Ｕ 238Ｕ 239Pu 

1.8×10－11 2.0×10－16 1.2×10－13 2.8×10－16 5.6×10－13 
242Pu 244Pu 

7.7×10－13 3.4×10－15 

バ ッ ク エ ン ド 技 術 

開 発 建 家

3Ｈ 85Kr 90Sr 90Y 106Ru 

4.6×10－7 3.9×10－6 2.7×10－10 2.7×10－10 4.8×10－6 
106Rｈ 125Sb 129I 131I 131ｍXe 

4.8×10－6 1.1×10－7 3.0×10－11 2.0×10－7 8.1×10－8 
134Cs 137Cs 144Ce 144Pr 147Pm 

1.2×10－6 7.6×10－7 4.2×10－9 4.2×10－9 7.0×10－10 
154Eu 155Eu 233U 234U 

235U 
1.1×10－10 8.7×10－11 1.3×10－9 1.8×10－11 8.7×10－13 

238U 232Th 236Pu 238Pu 239Pu 

1.7×10－11 2.9×10－12 1.8×10－11 1.9×10－9 2.0×10－10 
240Pu 241Pu 242Pu 241Am 242Cm 

3.0×10－10 6.1×10－8 7.7×10－11 7.5×10－12 1.2×10－9 
243Cm 

244Cm 
1.2×10－12 1.0×10－10

注）本欄中「－」で示した施設は、気体廃棄物の発生のない核燃料物質取扱施設である。 

第 23.2-2(1)表 核燃料物質使用施設等から放出される放射性核種の周辺監視区域外 

における最大地表空気中濃度(2/2) 

施 設 名 核 種 名 及 び 最 大 地 表 空 気 中 濃 度（Bq/m3） 

ラ ジ オ ア イ ソ

ト ー プ 製 造 棟 

235Ｕ 238Ｕ 

7.9×10－13 4.4×10－12 

核 燃 料 倉 庫 
232Th 235Ｕ 238Ｕ 

4.6×10－9 4.2×10－9 6.0×10－8 

第 ４ 研 究 棟 

232Th 233Ｕ 235Ｕ 238Ｕ 236Pu 

5.2×10－10 4.3×10－9 2.5×10－11 2.9×10－9 3.1×10－15 
238Pu 239Pu 240Pu 241Pu 242Pu 

1.1×10－9 3.0×10－8 1.2×10－8 4.9×10－9 2.0×10－9 

放 射 線 標 準 施 設 ――― 

タ ン デ ム 加 速 器

建  家

232Th 233Ｕ 235Ｕ 238Ｕ 239Pu 

3.4×10－13 2.9×10－10 3.3×10－13 5.1×10－12 9.5×10－12 

Ｊ Ｒ Ｒ － １ 
235Ｕ 238Ｕ 

1.1×10－20 2.5×10－19

再 処 理 特 別 研 究 棟 ――― 

Ｊ Ｒ Ｒ － ３ 実 験 

利 用 棟 （ 第 ２ 棟 ） 

232Th 235Ｕ 238Ｕ 

2.6×10－9 6.8×10－8 1.8×10－8 

ト リ チ ウ ム

プ ロ セ ス 研 究 棟
――― 

Ｔ Ｃ Ａ ―――

Ｆ Ｎ Ｓ 棟 ――― 

Ｓ Ｔ Ａ Ｃ Ｙ 施 設 及 び 

Ｔ Ｒ Ａ Ｃ Ｙ 施 設 
――― 

高 度 環 境 分 析 

研  究  棟 

233Ｕ 235Ｕ 236Ｕ 238Ｕ 239Pu 

1.8×10－11 2.0×10－16 1.2×10－13 2.8×10－16 5.6×10－13 
242Pu 244Pu 

7.7×10－13 3.4×10－15 

バ ッ ク エ ン ド 技 術 

開 発 建 家
――― 

注）本欄中「－」で示した施設は、気体廃棄物の発生のない核燃料物質取扱施設である。 

バックエンド技術

開発建家の核燃料

物質の在庫がなく

気体廃棄物の発生

がないことに伴う

変更 



共通編 核燃料物質使用変更許可申請書新旧対照表（添付書類１） 

添付 1-10 

変 更 前 変 更 後 備 考 

第 23.2-2(2)表 吸入摂取及び経口摂取による実効線量係数 21）

核 種 

吸入摂取による 

実効線量係数 

ＫIi (Sv/Bq) 

経口摂取による 

実効線量係数 

ＫTi (Sv/Bq) 

核 種 

吸入摂取による 

実効線量係数 

ＫIi (Sv/Bq) 

経口摂取による 

実効線量係数 

ＫTi (Sv/Bq) 
3Ｈ 4.5×10－11 4.2×10－11 232Th 4.5×10－5 2.3×10－7 
54Mn 1.5×10－9 7.1×10－10 233Ｕ 9.6×10－6 5.1×10－8 
60Co 3.1×10－8 3.4×10－9 234Ｕ 9.4×10－6 4.9×10－8 
90Sr 1.6×10－7 2.8×10－8 235Ｕ 8.5×10－6 4.7×10－8 
90Ｙ 1.5×10－9 2.7×10－9 236Ｕ 8.7×10－6 4.7×10－8 
106Ru 6.6×10－8 7.0×10－9 238Ｕ 8.0×10－6 4.5×10－8 
125Sb 4.8×10－9 1.1×10－9 236Pu 2.0×10－5 8.7×10－8 
129Ｉ 8.4×10－8 7.2×10－8 238Pu 4.6×10－5 2.3×10－7 
131Ｉ 1.5×10－8 1.6×10－8 239Pu 5.0×10－5 2.5×10－7 
132Ｉ 2.6×10－10 2.3×10－10 240Pu 5.0×10－5 2.5×10－7 
133Ｉ 2.9×10－9 3.1×10－9 241Pu 9.0×10－7 4.8×10－9 
135Ｉ 7.0×10－10 7.0×10－10 242Pu 4.8×10－5 2.4×10－7 
134Cs 6.6×10－9 1.9×10－8 244Pu 4.7×10－5 2.4×10－7 
137Cs 4.6×10－9 1.3×10－8 241Am 4.2×10－5 2.0×10－7 
144Ce 5.3×10－8 5.2×10－9 243Am 4.1×10－5 2.0×10－7 
144Pr 1.8×10－11 5.0×10－11 242Cm 5.2×10－6 1.2×10－8 
147Pm 5.0×10－9 2.6×10－10 243Cm 3.1×10－5 1.5×10－7 
154Eu 5.3×10－8 2.0×10－9 244Cm 2.7×10－5 1.2×10－7 
155Eu 6.9×10－9 3.2×10－10

注）実効線量係数は、核種の中で最も厳しい係数である。なお、よう素に係る実効線量係数は、評

価指針の考えに基づき、よう素が体液中から甲状腺へ達する割合を 0.2 として計算した値である

（科学技術庁の日本原子力研究所に対する委託調査「原子力発電施設等内部被ばく評価技術調

査」（平成 7年～平成 11 年度：内部被ばく線量評価コード（INDES）からの値））。  

第 23.2-3 表 核燃料物質使用施設等に係る気体廃棄物による年間の実効線量(1/2) 

施    設    名 

年 間 の 実 効 線 量 (Sv) 

内  部  被  ば  く 外 部 被 ば く 

合 計 
吸入摂取 葉菜摂取 米 摂 取 牛乳摂取 

放射性雲か

らの被ばく

地表沈着に

よる被ばく

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ研究１棟 ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― 

ホ ッ ト ラ ボ 1.5×10－11 1.3×10－12 2.3×10－11 6.8×10－14 ＊ 9.3×10－13 4.0×10－11 

Ｊ Ｒ Ｒ － ３ ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― 

燃 料 試 験 施 設 2.3×10－6 9.6×10－7 1.2×10－5 1.6×10－6 2.7×10－7 1.2×10－6 1.8×10－5 

廃 棄 物 安 全 試 験 

施  設
1.1×10－9 1.3×10－9 2.0×10－8 1.5×10－9 2.0×10－10 8.8×10－8 1.1×10－7 

Ｎ Ｓ Ｒ Ｒ 1.0×10－7 1.8×10－7 3.3×10－6 1.6×10－7 1.2×10－6 2.4×10－7 5.2×10－6 

ﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ研究施設 2.4×10－7 4.4×10－8 7.4×10－7 1.9×10－8 8.7×10－10 8.1×10－7 1.9×10－6 

放 射 性 廃 棄 物 

処 理 場
7.1×10－9 9.4×10－9 1.4×10－7 1.3×10－8 ＊ 9.3×10－7 1.1×10－6 

Ｊ Ｒ Ｒ ― ４ ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― 

第 23.2-2(2)表 吸入摂取及び経口摂取による実効線量係数 21）

核 種 

吸入摂取による 

実効線量係数 

ＫIi (Sv/Bq) 

経口摂取による 

実効線量係数 

ＫTi (Sv/Bq) 

核 種 

吸入摂取による 

実効線量係数 

ＫIi (Sv/Bq) 

経口摂取による 

実効線量係数 

ＫTi (Sv/Bq) 
3Ｈ 4.5×10－11 4.2×10－11 232Th 4.5×10－5 2.3×10－7 
54Mn 1.5×10－9 7.1×10－10 233Ｕ 9.6×10－6 5.1×10－8 
60Co 3.1×10－8 3.4×10－9 （削る） 
90Sr 1.6×10－7 2.8×10－8 235Ｕ 8.5×10－6 4.7×10－8 
90Ｙ 1.5×10－9 2.7×10－9 236Ｕ 8.7×10－6 4.7×10－8 
106Ru 6.6×10－8 7.0×10－9 238Ｕ 8.0×10－6 4.5×10－8 
125Sb 4.8×10－9 1.1×10－9 236Pu 2.0×10－5 8.7×10－8 
129Ｉ 8.4×10－8 7.2×10－8 238Pu 4.6×10－5 2.3×10－7 
131Ｉ 1.5×10－8 1.6×10－8 239Pu 5.0×10－5 2.5×10－7 
132Ｉ 2.6×10－10 2.3×10－10 240Pu 5.0×10－5 2.5×10－7 
133Ｉ 2.9×10－9 3.1×10－9 241Pu 9.0×10－7 4.8×10－9 
135Ｉ 7.0×10－10 7.0×10－10 242Pu 4.8×10－5 2.4×10－7 
134Cs 6.6×10－9 1.9×10－8 244Pu 4.7×10－5 2.4×10－7 
137Cs 4.6×10－9 1.3×10－8 241Am 4.2×10－5 2.0×10－7 
144Ce 5.3×10－8 5.2×10－9 243Am 4.1×10－5 2.0×10－7 
144Pr 1.8×10－11 5.0×10－11 242Cm 5.2×10－6 1.2×10－8 
147Pm 5.0×10－9 2.6×10－10 243Cm 3.1×10－5 1.5×10－7 
154Eu 5.3×10－8 2.0×10－9 244Cm 2.7×10－5 1.2×10－7 
155Eu 6.9×10－9 3.2×10－10

注）実効線量係数は、核種の中で最も厳しい係数である。なお、よう素に係る実効線量係数は、

評価指針の考えに基づき、よう素が体液中から甲状腺へ達する割合を 0.2 として計算した値で

ある（科学技術庁の日本原子力研究所に対する委託調査「原子力発電施設等内部被ばく評価技

術調査」（平成 7年～平成 11 年度：内部被ばく線量評価コード（INDES）からの値））。  

第 23.2-3 表 核燃料物質使用施設等に係る気体廃棄物による年間の実効線量(1/2)  

施    設    名 

年 間 の 実 効 線 量 (Sv) 

内  部  被  ば  く 外 部 被 ば く 

合 計 
吸入摂取 葉菜摂取 米 摂 取 牛乳摂取 

放射性雲か

らの被ばく 

地表沈着に

よる被ばく 

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ研究１棟 ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― 

ホ ッ ト ラ ボ 1.5×10－11 1.3×10－12 2.3×10－11 6.8×10－14 ＊ 9.2×10－13 4.0×10－11 

Ｊ Ｒ Ｒ － ３ ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― 

燃 料 試 験 施 設 2.3×10－6 9.6×10－7 1.2×10－5 1.6×10－6 2.7×10－7 1.2×10－6 1.8×10－5 

廃棄物安全試験 

施  設
1.1×10－9 1.3×10－9 2.0×10－8 1.5×10－9 2.0×10－10 8.7×10－8 1.1×10－7 

Ｎ Ｓ Ｒ Ｒ 1.0×10－7 1.8×10－7 3.3×10－6 1.6×10－7 1.2×10－6 2.4×10－7 5.2×10－6 

ﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ研究施設 2.4×10－7 4.4×10－8 7.4×10－7 1.9×10－8 8.7×10－10 8.0×10－7 1.9×10－6 

放 射 性 廃 棄 物 

処 理 場
7.1×10－9 9.4×10－9 1.4×10－7 1.3×10－8 ＊ 9.2×10－7 1.1×10－6 

Ｊ Ｒ Ｒ ― ４ ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― 

バックエンド技術

開発建家の核燃料

物質の在庫がなく

気体廃棄物の発生

がないことに伴う

変更 

原子力科学研究所

内の気象データの

整合を図るための

更新 



共通編 核燃料物質使用変更許可申請書新旧対照表（添付書類１） 

添付 1-11 

変 更 前 変 更 後 備  考 

F C A FCA 施設 ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― 

ﾗ ｼ ﾞ ｵ ｱ ｲ ｿ ﾄ ｰ ﾌ ﾟ 

製 造 棟 
3.4×10－13 3.2×10－14 5.5×10－13 1.9×10－15 ＊ 5.1×10－14 9.8×10－13 

核 燃 料 倉 庫 5.8×10－9 5.3×10－10 9.2×10－9 2.4×10－11 ＊ 2.8×10－10 1.6×10－8 

第 ４ 研 究 棟 1.9×10－8 1.6×10－9 2.8×10－8 3.3×10－12 ＊ 1.1×10－11 4.8×10－8 

放 射 線 標 準 施 設 ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― 

タ ン デ ム 加 速 器 

建  家 
2.7×10－11 2.4×10－12 4.1×10－11 1.2×10－13 ＊ 1.0×10－13 7.0×10－11 

Ｊ Ｒ Ｒ ― １ 1.7×10－20 1.6×10－21 2.7×10－20 9.5×10－23 ＊ 7.4×10－22 4.7×10－20 

注)本欄中「－」で示した施設は、気体廃棄物の発生のない核燃料物質取扱施設である。 

また、「＊」で示した施設は、放射性希ガスを放出しない施設である。 

 

第 23.2-3 表 核燃料物質使用施設等に係る気体廃棄物による年間の実効線量(2/2) 

施    設    名 

年  間  の  実  効  線  量  (Sv) 

内  部  被  ば  く 外 部 被 ば く 

合 計 
吸入摂取 葉菜摂取 米 摂 取 牛乳摂取 

放射性雲か

らの被ばく 
地表沈着に

よる被ばく 

再処理特別研究棟 ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― 

ＪＲＲ―３実験 

利用棟(第２棟) 
6.8×10－9 6.2×10－10 1.1×10－8 3.3×10－11 ＊ 4.3×10－9 2.3×10－8 

ﾄ ﾘ ﾁ ｳ ﾑ ﾌ ﾟ ﾛ ｾ ｽ 

研  究  棟 
―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― 

Ｔ Ｃ Ａ ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― 

Ｆ Ｎ Ｓ 棟 ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― 

STACY 施設及び 

T R A C Y 施 設 
―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― 

高 度 環 境 分 析 

研  究  棟 
1.9×10－12 1.7×10－13 2.9×10－12 7.5×10－15 ＊ 5.2×10－15 5.0×10－12 

バックエンド技

術 開 発 建 家 
4.3×10－9 8.8×10－9 1.5×10－7 5.2×10－9 4.0×10－14 3.4×10－7 5.1×10－7 

合  計 2.7×10－6 1.2×10－6 1.6×10－5 1.8×10－6 1.5×10－6 3.6×10－6 2.7×10－5 

注)本欄中「－」で示した施設は、気体廃棄物の発生のない核燃料物質取扱施設である。 

また、「＊」で示した施設は、放射性希ガスを放出しない施設である。 

 

第 2.1 図 直接線及びスカイシャイン放射線による線量計算のためのモデル図(1) 

～  

第 2.3 図 直接線及びスカイシャイン放射線による線量計算のためのモデル図(3) 

（記載省略） 

 

Ⅱ 施設編（施設毎に変更許可申請書に添付） 

（記載省略） 

F C A FCA 施設 ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― 

ﾗ ｼ ﾞ ｵ ｱ ｲ ｿ ﾄ ｰ ﾌ ﾟ 

製 造 棟 
3.4×10－13 3.2×10－14 5.5×10－13 1.9×10－15 ＊ 5.1×10－14 9.8×10－13 

核 燃 料 倉 庫 5.8×10－9 5.3×10－10 9.2×10－9 2.4×10－11 ＊ 2.8×10－10 1.6×10－8 

第 ４ 研 究 棟 1.9×10－8 1.6×10－9 2.8×10－8 3.3×10－12 ＊ 1.1×10－11 4.8×10－8 

放射線標準施設 ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― 

タンデム加速器 

建  家 
2.7×10－11 2.4×10－12 4.1×10－11 1.2×10－13 ＊ 1.0×10－13 7.0×10－11 

Ｊ Ｒ Ｒ ― １ 1.7×10－20 1.6×10－21 2.7×10－20 9.5×10－23 ＊ 7.3×10－22 4.7×10－20 

注)本欄中「－」で示した施設は、気体廃棄物の発生のない核燃料物質取扱施設である。 

また、「＊」で示した施設は、放射性希ガスを放出しない施設である。 

 

第 23.2-3 表 核燃料物質使用施設等に係る気体廃棄物による年間の実効線量(2/2) 

施    設    名 

年  間  の  実  効  線  量  (Sv) 

内  部  被  ば  く 外 部 被 ば く 

合 計 
吸入摂取 葉菜摂取 米 摂 取 牛乳摂取 

放射性雲か

らの被ばく 
地表沈着に

よる被ばく 

再処理特別研究棟 ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― 

ＪＲＲ―３実験 

利用棟(第２棟) 
6.8×10－9 6.2×10－10 1.1×10－8 3.3×10－11 ＊ 4.3×10－9 2.2×10－8 

ﾄ ﾘ ﾁ ｳ ﾑ ﾌ ﾟ ﾛ ｾ ｽ 

研  究  棟 
―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― 

Ｔ Ｃ Ａ ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― 

Ｆ Ｎ Ｓ 棟 ―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― 

STACY 施設及び 

T R A C Y 施 設 
―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― 

高 度 環 境 分 析 

研  究  棟 
1.9×10－12 1.7×10－13 2.9×10－12 7.5×10－15 ＊ 5.2×10－15 5.0×10－12 

バックエンド技

術 開 発 建 家 
―― ―― ―― ―― ―― ―― ―― 

合  計 2.7×10－6 1.2×10－6 1.6×10－5 1.7×10－6 1.5×10－6 3.2×10－6 2.6×10－5 

注)本欄中「－」で示した施設は、気体廃棄物の発生のない核燃料物質取扱施設である。 

また、「＊」で示した施設は、放射性希ガスを放出しない施設である。 

 

第 2.1 図 直接線及びスカイシャイン放射線による線量計算のためのモデル図(1) 

～  

第 2.3 図 直接線及びスカイシャイン放射線による線量計算のためのモデル図(3) 

（変更なし） 

 

Ⅱ 施設編（施設毎に変更許可申請書に添付） 

（変更なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子力科学研究所

内の気象データの

整合を図るための

更新 

 

 

 

 

 

 

原子力科学研究所

内の気象データの

整合を図るための

更新 

 

 

 

 

 

バックエンド技術

開発建家の核燃料

物質の在庫がなく

気体廃棄物の発生

がないことに伴う

変更及び原子力科

学研究所内の気象

データの整合を図

るための更新 

 

 

 

 

 



共通編 核燃料物質使用変更許可申請書新旧対照表（添付書類２）

添付 2-1 

変 更 前 変 更 後 備 考 

添付書類２ 

変更後における使用施設等の操作上の過失、機械又は装置の故障、地震、火

災、爆発等があった場合に発生すると想定される事故の種類及び程度並びに

これらの原因又は事故に応ずる災害防止の措置に関する説明書 

（共通編） 

添付書類２ 

変更後における使用施設等の操作上の過失、機械又は装置の故障、地震、火

災、爆発等があった場合に発生すると想定される事故の種類及び程度並びに

これらの原因又は事故に応ずる災害防止の措置に関する説明書 

（共通編） 



共通編 核燃料物質使用変更許可申請書新旧対照表（添付書類２） 

添付 2-2 

変 更 前 変 更 後 備 考 

Ⅰ 共通編 

（記載省略） 

Ⅱ 施設編（施設毎に変更許可申請書に添付） 

（記載省略） 

Ⅰ 共通編 

（変更なし） 

Ⅱ 施設編（施設毎に変更許可申請書に添付） 

（変更なし） 



共通編 核燃料物質使用変更許可申請書新旧対照表(添付書類３) 

添付 3-1 

変 更 前 変 更 後 備  考 

添付書類３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更に係る核燃料物質の使用に必要な技術的能力に関する説明書 

 

 

（共通編） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付書類３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更に係る核燃料物質の使用に必要な技術的能力に関する説明書 

 

 

（共通編） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



共通編 核燃料物質使用変更許可申請書新旧対照表(添付書類３) 

添付 3-2 

変 更 前 変 更 後 備  考 

 

Ⅰ 共通編 

（記載省略） 

 

Ⅱ 施設編(施設毎の変更許可申請書に添付) 

（記載省略） 

 

Ⅰ 共通編 

（変更なし） 

 

Ⅱ 施設編(施設毎の変更許可申請書に添付) 

（変更なし） 

 

 

 



共通編 核燃料物質使用変更許可申請書新旧対照表(添付書類４) 

添付 4-1 

変 更 前 変 更 後 備 考 

添付書類４ 

使用施設等の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の整備に関する説明書 

（共通編） 

添付書類４ 

使用施設等の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の整備に関する説明書 

（共通編） 



共通編 核燃料物質使用変更許可申請書新旧対照表(添付書類４) 

添付 4-2 

変 更 前 変 更 後 備 考 

Ⅰ 共通編 

１．保安活動における品質管理に必要な体制（記載省略） 

２．設計及び工事等に係る品質マネジメント活動（記載省略） 

第１図 使用施設等の保安管理組織図（政令第 41 条該当施設） 

～  

第２図 使用施設等の保安管理組織図（政令第 41 条非該当施設） 

（記載省略） 

Ⅰ 共通編 

１．保安活動における品質管理に必要な体制（変更なし） 

２．設計及び工事等に係る品質マネジメント活動（変更なし） 

第１図 使用施設等の保安管理組織図（政令第 41 条該当施設） 

～  

第２図 使用施設等の保安管理組織図（政令第 41 条非該当施設） 

（変更なし） 



参考資料１ 

 

廃棄物安全試験施設における解体撤去及び削除する設備に係る説明書 

 

１．解体撤去する設備について（作業を行い処置するもの） 

No. 設備名 
新旧対照表 

ページ番号 
備考 

１ 照射腐食試験装置 P.本文-2 

詳細は「参考資料１-１ 切断機、

照射腐食試験装置及び応力腐食割れ

試験装置の撤去に係る核燃料物質の

使用の変更の許可申請について」に

記載 

２ 応力腐食割れ試験装置 P.本文-2 

詳細は「参考資料１-１ 切断機、

照射腐食試験装置及び応力腐食割れ

試験装置の撤去に係る核燃料物質の

使用の変更の許可申請について」に

記載 

 

２．削除する設備について（作業までは行わず容易に撤去出来るもの及び記載の削除で済むもの） 

No. 設備名 
新旧対照表 

ページ番号 
備考 

１ 切断機 P.本文-2 

詳細は「参考資料１-１ 切断機、

照射腐食試験装置及び応力腐食割

れ試験装置の撤去に係る核燃料物

質の使用の変更の許可申請につい

て」に記載 
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切断機、照射腐食試験装置及び応力腐食割れ試験装置の撤去に係る

核燃料物質の使用の変更の許可申請について

１．概要

平成 13 年に No.3 セルに設置した切断機、照射腐食試験装置及び応力腐食割れ試験装置について

試験が終了したため、今後の試験計画から装置の解体撤去を行う。

図 1 に装置の外観写真を示す。 

照射腐食試験装置 応力腐食割れ試験装置 切断機

図 1 各装置の外観写真 

２．核燃料物質の使用の変更の許可申請について

 使用の目的及び方法の取扱設備・機器から切断機、照射腐食試験装置、応力腐食割れ試験装置を

削除する。

３．装置撤去に伴う安全確保

(1)作業者の教育

作業者は放射線業務従事者とし、所定の保安教育を実施した後理解度確認を行い、教育訓練

の内容を十分に理解した者が作業に従事する。

(2)放射線管理

1)外部被ばく管理

放射線業務従事者は、OSL 線量計を着用するとともに、補助線量計（ポケット線量計）を着

用し、1 日毎の外部被ばくを管理する。なお、セル内作業の際には、APD（警報付ポケット線
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量計）も着用し、被ばく量を適切に管理する。 

2)内部被ばく管理 

放射線業務従事者の内部被ばくを防止するため、作業項目ごとに具体的な作業内容、作業場

の予想レベルなどに応じた適切な防護具を選定し着用する。 

 

 

４．作業環境管理 

(1)セル内除染 

放射線業務従事者が立ち入るセル内の線量を下げるため、事前にマニプレータによる遠隔除

染を実施した後、線量当量率、表面汚染密度を測定し、規則等に定められた基準を満足してい

ることを確認する。 

(2)作業環境の確認 

放射線業務従事者はセルへの立入りの都度セル内の線量当量率を測定し、事前に評価した値

以下であることを確認する。 

(3)汚染拡大防止措置 

セルからの汚染の拡大を防止するため、セル手前のアイソレーションルーム内にバリア及び

養生シートにより区画されたエリアを設け、エリア内で汚染検査等を実施する。 

(4)解体物品の管理 

装置の解体により発生した放射性固体廃棄物は「原子力科学研究所放射線安全取扱手引」に

定める分類に従い、不燃性、可燃性等に区分し、適切な固体廃棄物収納容器に封入する。容器

への収納が著しく困難なものについては、ビニルシートで梱包して核燃料物質の飛散防止措置

を行った上で、不燃性のシートで覆う事により防火対策を講ずる。 

(5)廃棄物発生量及び搬出方法 

切断機、照射腐食試験装置及び応力腐食割れ試験装置の撤去の際に発生する固体廃棄物(200ℓ
ドラム缶 15 本程度[可燃物：3 本、不燃物（鉄鋼）：10 本、雑固体：2 本])は養生等の措置を行

い、1m3容器及び 200ℓドラム缶に収納し、所定の手続きを経た後、放射性廃棄物処理場へ搬出

する。なお、放射性廃棄物処理場の保管廃棄施設の保管能力の合計は約 139,350 本（200ℓドラ

ム缶換算。）である。これに対し、令和 3 年 12 月末の保管本数は約 127,645 本であり、約 11,705

本の保管余裕量がある。 

よって、本装置の撤去によって発生する放射性固体廃棄物を放射性廃棄物処理場で保管廃棄

したとしても放射性廃棄物処理場で保管できる廃棄物の容量を十分有している。 

(6)装置の解体撤去に伴う措置の工程 

令和４年度中に解体撤去を完了する予定である。 

以 上 
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バックエンド技術開発建家における解体撤去及び削除する設備に係る説明書 

 

１．解体撤去する設備について（作業を行い処置するもの） 

No. 設備名 新旧対照表 

ページ番号 

備考 

 該当なし － － 

 

２．削除する設備について（作業までは行わず容易に撤去出来るもの及び記載の削除で済

むもの） 

No. 設備名 新旧対照表 

ページ番号 

備考 

１ 放射能測定器 

 γ 線スペクトロメータ 

 β 線スペクトロメータ 

本文-

6,7,8,9,19,25,27 

添付 1-8 

詳細は参考資料２－１「バックエ

ンド技術開発建家における測定装

置の廃止について」に記載。 

２ 質量分析装置 本文-10,20,27 同上 

３ 表面分析装置（１） 本文-12,20,27 同上 

４ 表面分析装置（２） 本文-12,20,27 同上 
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バックエンド技術開発建家における測定装置の廃止について 
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１．バックエンド技術開発建家の概要 

本建家は、平成 8 年に供用を開始し、平成 19 年に核燃料物質使用変更許可を行

い、使用目的として”RI・研究所等廃棄物の合理的処分のため、廃棄物に対する放

射能測定手法の簡易・迅速化技術の開発及びその技術を用いた分析”で運転してき

た。平成 28 年には使用目的として福島第一原子力発電所から受け入れた試料の分

析を追加し、福島第一原子力発電所の廃止措置に貢献してきた。令和 3年 3 月供用

終了とともに、所有していたすべての核燃料物質を他施設に搬出し、令和 3年 4 月

に年間予定使用量を 0とする変更届を提出した。 

今後は、施設中長期計画に基づき、フード等の設備の解体を進め、管理区域の解

除を予定している。 

 

２．測定装置の設置目的について 

２．１ 放射能測定器 

放射能測定器は、γ線スペクトロメータ 3 台及びβ線スペクトロメータ 1台であ

り、それぞれ放射能測定手法の簡易・迅速化に関する技術開発及び福島第一原子力

発電所から受け入れた試料の分析で使用するために設置したものであり、Co-60 や

Cs-137 等の γ 線放出核種や Sr-90 等の β 線放出核種の測定に使用する。 

２．２ 質量分析装置 

質量分析装置は、放射能測定手法の簡易・迅速化に関する技術開発及び福島第一

原子力発電所から受け入れた試料の分析で使用するために設置したものであり、質

量数の異なる核種の測定に使用する。 

２．３ 表面分析装置（１）、（２） 

表面分析装置（１）、（２）は、放射能測定手法の簡易・迅速化に関する技術開発

及び福島第一原子力発電所から受け入れた試料の分析で使用するために設置した

ものであり、分析中に発生した残渣等の表面の化学成分の測定に使用する。 

 

３．測定装置の廃止について 

本申請においては、バックエンド技術開発建家の供用終了に伴い、使用予定のな

い測定装置を廃止する。 

 

４．測定装置の廃止に伴う措置について 

４．１ 放射能測定器 

放射能測定器は、γ線スペクトロメータ 3 台及びβ線スペクトロメータ 1台であ

り、図１に示すとおりである。 

γ 線スペクトロメータは、フード内で調製した試料をポリ瓶等の容器に封入し、

ビニール袋で養生したものを線源として測定していた。また、β 線スペクトロメー

タはフード内で調製した試料をマイラー箔で養生したものを線源として測定して

いたが、供用終了に伴い使用を停止している。また、装置に有意な汚染が無いこと
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を確認済みであるとともに、毎週実施している汚染検査において、設置エリア内で

汚染を検出したことはない。 

放射能測定器は、本申請が許可された後、表面汚染密度測定（核燃料物質の汚染

検査を含む）を行い再度汚染がないことを確認した上で、第 4研究棟に移設し再利

用する予定である。また、移設に伴う放射性廃棄物等の廃棄物は発生しない。なお、

移設の際に有意な汚染が確認された場合には当該汚染箇所を取り外した上で移設

することとし、汚染箇所は放射性固体廃棄物とする。 

４．２ 質量分析装置 

質量分析装置は、図２に示すとおりである。 

質量分析装置は、フード内で調製した液体試料をチューブで装置に導入し、高温

アルゴンプラズマ中に試料が噴霧され、イオン化したものを質量分析計で分離・測

定していたが、供用終了に伴い使用を停止している。核燃料物質が直接接触する導

入部分（導入チューブ、ネブライザー等）は、取り外し済みであり、ビニール袋に

梱包した上で固体廃棄物としている。なお、その他の装置本体に有意な汚染がない

ことを確認済みであるとともに、毎週実施している汚染検査において、設置エリア

内で汚染を検出したことはない。 

質量分析装置は、本申請が許可された後、表面汚染密度測定（核燃料物質の汚染

検査を含む）を行い再度汚染がないことを確認した上で、第 4研究棟に移設し再利

用する予定である。また、移設に伴う放射性廃棄物等の廃棄物は発生しない。なお、

移設の際に有意な汚染が確認された場合には当該汚染箇所を取り外した上で移設

することとし、汚染箇所は放射性固体廃棄物とする。 

４．３ 表面分析装置（１）、（２） 

表面分析装置（１）、（２）は、図３に示すとおりである。 

表面分析装置（１）、（２）は、フード内で調製した固体試料を測定用試料皿に少

量取り分けた後、銀蒸着による飛散防止措置を講じた上で装置の測定部に載せて表

面の化学組成分析を行っていたが、供用終了に伴い使用を停止している。核燃料物

質に直接接触する測定用の試料皿は取り外し済みであり、ビニール袋に梱包した上

で固体廃棄物としている。なお、その他の装置本体に有意な汚染がないことを確認

済みであるとともに、毎週実施している汚染検査において、設置エリア内で汚染を

検出したことはない。 

表面分析装置（１）、（２）は、本申請が許可された後、表面汚染密度測定（核燃

料物質の汚染検査を含む）を行い再度汚染がないことを確認した上で、第 4研究棟

に移設し再利用する予定である。また、移設に伴う放射性廃棄物等の廃棄物は発生

しない。なお、移設の際に有意な汚染が確認された場合には当該汚染箇所を取り外

した上で移設することとし、汚染箇所は放射性固体廃棄物とする。 

 

５．放射性廃棄物に関する措置 

放射性固体廃棄物は、「原子力科学研究所放射線安全取扱手引」に定める分類に
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従い、不燃性、可燃性等に区分し、ビニール袋で梱包して適切な固体廃棄物収納容

器に封入する。容器への収納が著しく困難なものについては、ビニールシートで梱

包して核燃料物質の飛散防止措置を行った上で、不燃性のシートで覆う事により防

火対策を講じ、原子力科学研究所の放射性廃棄物処理場に引き渡す予定である。 

 

放射性廃棄物処理場の保管容量：139,350本（200Lドラム缶換算）  

放射性廃棄物処理場の保管量：127,645本（200Lドラム缶換算）（令和３年１２月末

時点）  

最大廃棄物想定発生量：5本（200L ドラム缶換算）（約 1.0m3） 

 

６．放射線管理 

 移設に伴う措置にあたっては、個人被ばく管理及び作業環境モニタリングを行うとと

もに、必要に応じて呼吸保護具を着用し、内部被ばくの防止を図る。 

 

  

γ 線スペクトロメータ β 線スペクトロメータ 

図１ 放射能測定器 
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図２ 質量分析装置 

 

 

図３ 表面分析装置 
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